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合併問題や組織問題、とりわけ作目別生 I!r~ 消組織をIj J 心とするキ110 口組織問題
に焦点をあてたのは、三うまでもなく系統 t:~ It~ 迎p)Jの革本的担い手は民協とそ
れを椛成する組合円であり、仁で設定した本的文の課題が I~J らかにされてはじ
めて、系統民協組織内科J の地本的方 líJj も rï ずと~~えてくる、と!よ!われるからで
ある。
ところで、今 1改めて1J2協の合併問胞がクローズアップ正される契機となった
のは、 1988 年 12月に聞かれた第 18回全向山 I~ 大会において、 f21ill紀を灰宅す
る位協の基本戦略』かj火活されたことである。
そこでは、 r I~'~ i!l1 i可制、生活の広Jd:化、純争激化等環境変化のなかで、組合
員ニーズに応え競争にl耐えうる経日)Jを峨似する問点から」山協作otに取り組
むことによって、 I効中的な業務展開を IJÍì~とするよう系統一体となって組織 ・
官業システムの J花新 iを|判っていく、という法本的迎動方針が打ち:1~れた。
そして、 「広域化する組合口の経済問 ・'J=.r;; 1割に対応する広域な j由民を対象と
した合併を推進し、間道府県が定める合iJf:附氾!を早期に実現し、さらに 21 世紀
までに1.OOOC~ 協をめぎす。 J という只体的な I:i ~~が m げられた CI 、。
この決議を受けて4・'z8 9 '.ドIjJには、 r I;I~ I創作ml)J n民法Jの第 7次延長が行な
われ、現在もなお伐|晶の lよ J!~ 合併の Ht j立が系統山 I~ における弔'wな迎 !JVJ 課題と
なっている t2J O 
こうした農協合併問題への関心の向まりと、現実に各地で大m伎な広域合併
山 It~ が誕生した乙とは、叫i然のことながら系統組織再編問題(こ段階 :1日j の見直
し問題)の検討を辿ることになり、 I99 I ~g 3 J.J、全閉山業協同組合中央会(以下、
全国民|邸中央会と附記する)の諮問機関である総合宿・統合の符rpの第 1dI~ r系
統 I:!~ I~ の組織技術の将来方向と実行 }j 京について J としてとりまとめられたの
は周知!のとおりである。
この符 rp では、伐 I~ の広域合併の j住民を lìíjt:tとして、 . 系統 Co~ I~ を jill ずる合
1'1的 ・効率的な 'fT;;/1 システムを椛築する制点から、各 *J1 とも即日IJ として ~fr 栄
二段JjJ'¥: Jとし、 j止終的には r1;11血 統行辿fVキIl級 lという系統よ段|明:1;1をうた
射するとし、わが|長!の系統I，'~ I~ 組織が長年抱えていた!'~~案* JI1に大胆にメスを
入れた、という.むl山において画期的な内存と汚える。
そして、この{~ 11を受けて 、同年10Jに聞かれた出 19 I1 全rliJ:'! I~ 大会におい
ては、 r I;~ 協 ・ 21Jlt k!への挑戦と改革』が伏泌され、全い1. 000 I;~ Ihfl可忽が引き
続き強}jにtlf:.illiされるとともに、系統組織ilj~lIi への取り制i みらいよいよ待った
なしの状川となっている。
羽山、自I~ju J(:f ~，Uを|併においては、‘I1 決 ・ 制|縦 '0 f'(への作ioを山本にした系統
組織jrj絹に lijけての附想、作りにJが住がれている Jiltj Iであるが〈け、その法礎と
なる政協の広凶作併も大きく進展しつつある。 I~J えば、乙れまで山 I~ 合併の進
砂が遅れているとされていた 一部の県において広域合(Jtかj[行しつつあること、
あるいはまた、いくつかの県位協中央会においては、以内放出 I~ という思い切
ったは.~ j~ {>; (JF Hli:t!.!を策定する、といった引きがみられる叶 J。
はたして、こうした合併Ht..illiが、混迷 ・(氏.i.:liする山laj車肋の打Immもしくは
突破1となり得るのかどうか 、とくに今1"1.illiめられているような広域伐協合併












らかにし(第 1;';0、さらには、全作1立|併と自gj目前日段|惰からみた I:~Ih 0 {)j:問
題の歴史的系譜を汚旋すみことによって、これまでの民協運動の炭|;ij曲目にお
ける合併問題の位限づけ、およひ.その変造j@l'i:をIりlらかにする(郊 2市および







れる組合員組織の機能と強化策を i切らかにする(第 5，; .:)。こうした伐協の組
織力についての険Jを行う即山は、今 i麦科 j出で多く;延生すると.'tL!われる Jl~1或合




J7 察対象を絞り、 Il~ j~ 台(Jt:J; 'l I~~ を怨定した j見合の作 11 別1:，;主将組織の 111tfi 刑と













う問題領域を乙れまでの山 16h運動の JI~ 開 j曲れのなかで位前づけ、 1Hv..: 的に分析
することを1ft視したことである。とくに、科H今代における問題のJ&り倣われ方





協運動の歴史的考採なくして、これからの ql ・ 長期的な運動の五 ~1)t'l:を見出す
ことはできない、と)5・えられるからである。









山 I~ の組織力をいかに維持 ・ 強化していくか、という視点が欠如しているので
はないか 、 という誌~mに法づくものである。













第六は 、 作日別生 I~ì!.n組織に関する実証分桁の刀法についてである。
政 I~~ の組織問題を取り倣うという本論文の性枯上、定 ji!. 的分析よりもむしろ
定性的分析を兎視した。 δらに、事例とナる広域合 Otn I~h の選定にあたっては、
段協に関する事例分析においてしばしば見受けられるような、当法のliij活M岐
に関する促i辺市例や先進 (1句、r例を取りじげるのではなく、 Iil近になって広域合
併を行 ったタイプの 見なる四つの民協を ~JrI刊文，J~~として j起定し、その実態を明






第 3節 本論文の柿成と ;主要内容
以上のような課題と研究方法に誌づいて、本治文においては、第 l部「伐協
合併問題J (第 i章~第t1 ，!;.~)、 ~1 1 i部 If，'~ I~ の剥l{守口組織問題 J (郊 5市~
第 7J;qとし、 FfJ;1.と終j-;tをjTめてf、i~' I・ 0 ・7;tから併はされる。凶作 一 lは、本
論文の71別問成をフローチ十一トで示したものであるが、?i_l:i:における分析課
題と主な内容は、次のとおりである。
第 1 ポ「位協合併論の研究系譜と主 ~j ~命 !.~i. J では 、出 I~ 合併に!則する既存の
研究成果を桜町!・検討し、 1:')J~ 論 ).~i.. を町j らかにする。そのことによって、これ





第 2~ r段協合併問題のIs史的系出 - J;'ll~~ 合併1ft 近 )j 策の変遷とその V'fJ:e -J 
では、これまで全国民協中央会や山林水a:'{Jによって策定ーされてきた伐 I~~ 合併
推進に関する消方策を検1t.Jの材料として、①その特徴と変進、②合(JtHt:進の論
拠と時代的背社、③各 1与1\:において系統山 I~ が抱えていた対応課題と o{)f: 推進
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に位白づけられながらHtr~ してきたのかを明らかにし、出 I~~ 合併問題の今円的
特徴をより←陪明確にする。
第 3i;'i: r !f;1段 IWr における J:'~Ith合併Hf:進方策の検討 -I 9 7 0 ~ I~ {~jjíj 半における広
域合併先.illi!fr~の*例を l(J心にして-Jは、第 2i討をWi光する役;刊を来たしてい 1 
る。
すなわち 、出 2市で lりlらかにされた山1/.t合併I:n:wのが史的;系前 、 とりわけ全
rf~1 J;~ I血中央会がjtめた全[lUレベルでの位協合()j・Jl(;il心Uiを受けて、 f寺山口|窃巾
央会をqJ心とした県段階においてどのような之、1J，むがなされていたのかを明らか
にする。とくにその際、 1970年代前半において山協合併に対して先進的な取り
組みを行ったむ的以('，宮山団地情怨に以づいたJ;'llh~ 合 m l!(;.i[ノJ策の.!'l"j:伊J)、滋
賀県(経済問 ・ 生活問をもとにしたブロック伐 I~~l持怨の-']r例)、ならびに香川
県(広域伐協合併の到達点としての l県 J J;11~~ 川氾!の J打例)における合併 Hfr 進
方策を取り上げ、当時の合1Jt-tf進の論拠が県レベルでどのように促えられてい
たのか、地域的特Tlも踏まえながらその特徴を明らかにする 。
第t1i;-: .-政協合併の阻モ:要因と今口的志良の!食付」で は、市 l市から第 3i";t 
までの段 I~ 合併問題に関する分析結呆を附まえて、 fìotを1ftj且していくことの




第 5i;1 r J;11~ の組織ノJ の現代的評価に限l すゐ f行娯 ー Jff史的系 ;11 と市業活 !Ji}) に





ーベイを踏まえながら、出 t~ の事業活 !N) における組織ブJ の此何づけと現代的評
価のえjrJjをI切らかにし、今後求められる組合口組織の機能と強化策について考
察する。
第 6 .中「広域合併 J:~ I~ における作，.，別 '1:詑fi組織のH'f!l 組織の矧別的把握
lこ基づく Jtl~命的検討ー 」 では、第 5 ì~~ における位協の組織力問題に!叫する基礎
的検討結果を受けて、常山:IfiÎ活動を<j~'il (I~J にtQう組 A nNl級として作 [~I 別生産
省組織をfqmづけ 、 とくに、これからの U~ 凶作{井口 Ih~ を必定した以 fY の作円別
生産者組織の沼煩型と特臼・を l切らかにし、その悠(Ji • i可制に向けてのほ本的課
題を提示ヂる。
具体的には、作目別生r:i骨組織問題の羽段階的特徴をIlfらかにしたうえで、




第 7 ì~~ r Jl;h~ 合併山 W， に.おける作 fl }l '1: ，夜行組織の χ !Il~ と月編方向 ー アンケ
ート調子t と'n:例調査結果に• l.~ づく実証的検，d -J では、ヨ~ 5 ・1 および冴~ (3 7:1の
検討結果を踏まえたうえでの実証分析を、近年J.'J!t~ の広域合併が進みつつある
兵庫県下の政協を対象として行う。
ここではまず 、 県下 26 の合併経験れ I~ に対して行ったf'I1.1別生産持組織に関
するアンケート調査結果を.1"1 JlJして、 j自:aJe{ 7fの統計 ・nHて子で怖いつつ、兵
崎県下山 t~ における作|当日IJ~ 屯.lf組織の役立状況や j!I! #E~. ・ 活 iJi}j 実態を l切らかに
する。次に、 M:近広域f;or~ を行った nl~ として、.ru問 m J:'~ th~ (底地形成を作っ
た吸収 71~0併のケース)、あわじ口山 t/J( t ，:iz地形成山 t&ht j存型による吸収型
合併のケース)、神的 l~tl ，1: J~ t~ (産地形成が ~I られていない m似した特徴をも










( 1 )全国民協rjJ央会副 r21 世紀を以盟する J;.~ 16h の lJ~ 本戦略 .n (郊 18川全国民
協大会議定、キIl織付税flJ)、I9881: 1 JJ 、 6~---65 ページ。
( 2 )全自民 I~ rjJ 央会では、第 18回全国 J:~ I~ 大会でのがと誌を J1 体的に尖践して
いくにあたって、山協《併のtfjJ[を、 j也J!先j片山集団の f成を核としたコス
ト低減方策とならぶ r~ 同共通課題 J として{屯 WI: づけている(!ï n 文 H日制
i W民協のl，c本 Ij民附』のねらいと取り刺iみJj引.J r近畿山 Ith研究，3;:r I 54号、
1 989年9月)。
(3) 1993年 5 月現任、 tßj草 In 県段階で系統t~ I~~ の組織盤。iii情担、の策J.i::をほぼ終
えているのは、川県となっている(r 日本山菜新開J 1993年 5JJ18 EI付によ
る)。
( t1)この結果、各自IS辺 Jnl尽における実現 I~It:'t J;~ I~ 放を来日・すると 700強となり、
fl.000山協例えUJを人・きく訓り込んでいる(r J.iJ上新聞J1 993年 3/115日
付による)。
( 5 )本論文で対象とするのは、あくまでiz-口if活動をl.H1的耶業に1.{iIえ、主
として能付地帯に{也位する民協である。しかしながら、勺然J;~ I~ の J作業活
動は、;首位而の他に生活i而や地域社会開発ifの出動があり、例えば、都市
Y巴段協を対象とした、 i(;組合員や地M:0: L¥:を巻き込んだ形での佐沼田活動
や地域社会開発u活動 (?i産管内*;j/~て9;)における組合同組織川J週も 、 こ
れからの民協の存立心向を見定めるうえで 'TI:mであると巧えられる。これ
らの点については、今後の研究課題としたい。











こと、そのためには、わが岡山協論の系;!?のなかで I~~ IÆ~ 合{Jt研究を位置づけ、
その到達点を明らかにしたうえで、改めてその現代的な研究烈題を丙設定する
ことのiTt~性が指摘できょう。
以上のような問題怠識しこ 1占づいて、本 71 の課題は、 J:~ I~ 0 {)fに|期する既存の








固とした伐 I~ 合併論の地位が椛立されているわけではない 。 したがって、本稿
では、第 ・ で述べた立場で告かれた抗論稿の中からいくつかの p~ な論点を引






そこで以下、第 2 節では、，~協合併Iffi j並の.gt昆や必要性について、第 3節で
















論じられることになるものの、数は少ないが、 t として第一の流れから I~ t~ 合
併Hf.進の意義や必要性を論じたのが、桐円いJキ・氏である~ ~，。
間田氏は、 J;~ I必合{}f:の忠義を工業資本からの J;~X 防衛論的広換として捉え、
その m要性を強調した。すなわち、山 t~h0 {JtのJm進を必要とする ~rr しい容 tm 情










2， I~ 協の経済的機能の免仰としてのf'ì (}t 1ft 退治
このようにマクロ的立叫に立ったれ|窃合併Hf'j正論が、その芯殺や必2j性は示
しえても具体的な jjrIJj f1:を見出だすことができなかったのに対して、第二のミ
クロ的な立場に立ったの ot- tm 進論は 、 I:~ I~~ が置かれている符'日経済的照境や段
協そのものが包限している問題点、の検討を十分にB2fまえたうえで、合併tf進の
ぷ品や必要性について論じ 、 とくに、作fJt-山 I~h の県たすべき機能について只体
的に言及しているのが人・さな特色であるの
このような伐 I~ 合併批准 ・ 必要論は、 rfi くから大いに議論されてきたところ
であるが、以下 、若林秀泌氏、佐伯尚夫氏、立に内自夫氏の治杭をみていきたい
(d、。
右林氏は 、協同組合の分析 )jtl~ として段1ì旨愉 n~J }j法をfJl要回したが、 t2協合
併を論 じるにあたってら rI;'!栄の市民化J (以制 ・市pifなどの成良部門の専業
化 ・ 企業化 一読占)という山淀 W$~\ に対 1じするための山 I~ の特例的機能(とり




第 iは、 「 民 産物の ~ I・ Ifllj 的大詰販先機能 j であり 、 第 2 は「長 JVI 低利資金の
も'i 極的な融資機能」であり、~"; 3は rJ)文民1giS l'リの咋門的な技術、統計指導機





このように機能論的に nl~ を促えたうえで、山協が I甘かれている情勢への対
応という制点から、合併れ I~h が果たすべき機能を明示し合併批准の論拠を示す









ら一定のバランスがはかられあべき lであるとし、とりわけ、 「新しい J作業体
:I;IJに伴う析しい組織体制 ・とくに制作口組織Jの育成・強化が必要であるとし
fこ t1130
























いずれにせよ 、 山協の L体性の確保を 'II~J とした.ìlli則論的視 Hi をト分に J3 出し
つつ、組織体、 J作業体、結!符体的側而から/:-~協 o {J!:の意義を;命じている}"，-.i~ は、
現代的な良協合併の意義を論じるにあたっても読2l!な論1.'_i，が此起されていると
=.' _~ 1.・(14) 
るえよっ '。












[むら J 論の立場からみた山 I~ 合併反対(悦虫〉愉に注目しておきたい。
ー I~ -
まず、 「 民主的位協ー論の立場に立った段 I~ 合併反対(悦謹)論としては、
山日IA rli氏や太川原高昭氏らの論杭をあげることができる 415¥ 必ずしも Ii'fJ慌
のま取を行なっているとは βい苅い、而もあるものの、それはおおよそ以下の点
に集約することができる。
一 つは、民 t~ 作併は民民の芯;志や地 J北の条('1:を 1m 視した 1 - 杭 j:i・主義 J に).~づ
くものであるということ、 L つは、 J;~ tt~ 合併は山|品の行政{点作の強化、!-ßては
基本法伐政のHt進を核とする|可家体:l;IJへの従属を促すものであるということ、
三つは、以上のJiを迎して山 |品合(jf・は、山協の f民主的JjI¥ 'F¥-の原則を的なう
だけのものでしかない、という主張である t1 ';~ 0 
2 _ rむらJ論




ち合例:が進めば jjJj むほど組合と組合口との町怖が~くなり 、 人的結合の度内い
が弱まる、という E張が行なわれている。
例えば、 「むら J論の代，表，命者である斎藤仁氏は、 f事業時での大規模化を
やりながら組織而では小さい核をもっというのが伐協としてのこれからの }j向
( rlJ略〉 … マンモス化すれば伐協のまとまりがやはり恋くなるので、事業面
の大規校化といっても限佼があります。 J ~ 17 l (波線f任者)と述べ、台(JtHt進
には山積な考ええiを示している。
さらに、必ずしら真正面から合併反対論を展開したものではないが、現実に
進灰する位協合併を「資本の論IT:J " 1-: 専によるものであるとし、その H~j正に笹
~!ff を I!日らした巾安武主氏の品恥i に注 11 しておく必犯がある 11 、。
甲史氏は、 「ぬtU合併のよ見出決定は ;多l'kなよ1;;~r; を -'5"JE.する必要がある jとし
ながらも、 r 100パーセント市場支配を可能にする完全独占の円忙な企業的明織




的な適正脱政論議はナンセンス j であるとし 413\ 現災に進む山 I~ 合併を批判
するとともに、 i Jm念型」として人的結合型合併の重要性を説いた '20¥
3. I;'l協合併反対 ・似il論の!問題点
以上述べてきたような合併反対(偵兎)論の特徴 ・ 問題点としては、出 I~fi 
(Jf:を i*票日・ t義」の結果であるとしたり、山 I/Jにおける人的tJifTの12皮を過大
に ~'1~ 価し I;~ I~ のもつ経泣経済的側面を料視しているため、現実の II'J 妙に J;'lla が
どう対応するのかといった視点、が欠如lしている、というよなが指摘できる。また、
これらの立論の根拠には 、 「小mI交問j遠山協Jの竃J1"f叫が I I't発 J~)， となっている場
合が多く よい、それが果たして、 -AIt化されることにより合併反対の論陀につ
ながるのか、という点、に疑川が伎る。 J，'~ll~h 合 ml反対 . t!' 'Tr. 論は、こうした点を
克服しない限り説得力が弱いといえる 。




って強力に Hr.進された広域政 I~~ 合併に対する批判や反行か、上でみたような段
I~ 合併反対 ・ 慎重論の展開を似したと行えられ1J o したが 3 て、 70年代後、I~ に
入ョて実際の段協合併の進捗テンホが停滞しはじめると、こうした合併反対 ・
悦if論もまた影を治めている。
第 4節 民協の適正脱肢をめぐ って
1 .規模指慌をめく って







どう 4・えるかという ζ とであるが、この点については，';くから悶友則房氏や辻
誠氏、さらには長土路述雌氏などの研究があるけよ20
同友氏は、山協刷棋の決定にあたっては「制作品の幻;合Jf;態の大小j に関す
る指41として「組織加悦J (組合員数)、 I 統計活動の，jiJ1Jであるとともに実
質的な内容 lを点す指標として f引業期以 J (‘1'業取以い I:O:j)、 「生産力又は
経常活動の物的 L~ 踏に I見j する問題」を表す jB 惚として「終 'Fí' ).Jl似 J ( lTI注目数)、
という三つのjR{;2をはっき・りと区別すべきであると説いた '23、。そして 、これ
ら川悦 ml~'1の!llJの|則係をえ:式化しようと J式みているの
次に辻氏は、 j ~If 栄町、従業員、 ?i 本などの胤技拡大ら、幻l 合口を拡大しな
ければできないJとして組合員規技の優位性を認めつつも、 j ;"1';!I~ rn: J j従業
員数Jr資本.fi1:Jおよび r~ll 合員以 J を政協の規技指僚として考慮する必要性




的手段および物的技術」との関係で明らかにしたうえで、 r I;~ 1Uの経科梢j宣を
規模と関係しながら把保するJための規脱出限として、 i Jfi1(民数Jを「試算的
限撤」として採fjしたのそのJI]1山として、 jJ限日数」は「ぬ 1U絞首-そのものの




















屯谷氏は、 l見様f旨僚の rJ=.尺度」として組合百数 (M) 、 「高1)尺度Jとして
事業分問(s )を考え(S f (1¥1) という限i放で炎紀)、位協の適正胤慌を
「与えられた諸原の条例: (1;1)約条件)の下で、組合円による民主的竹.f'lJ(運営
方法)にもとづき、組合 n の経済的利品(伐 I~ の組織. ir~ !Jì}]日限)を応大|恨に
実現できるような規悦 j と定:昆し、次に「山 I~ の適正明悦 J，ç i悼の設定Jの考察
に移る。 fむ谷氏によればこれは四つの~，~ ，~t. 、すなわち「恥 f1: 1': J (総fY受仏率、
および"fl:X別受取 ・支払市;)、 「採l1'I:I (焔益分岐点、)、 「効率性J ('IT業
分 f百円1 似叶たり平均 1~ 川〉、 「民主 ・キ1縦↑'1:J (只休 (I~J な)，c iCfiについてはコ及
されていない)からなるという '2930 こうした理論的巧従の後、 f白谷氏は、実
際の経営分析結果に基づいて規模の抗済 1~1: の ~' I' jJlIJを行なっている 'A30






次に、旅谷氏による I;!ll~; の適正規悦論をみていこう。 l熊谷氏は、まず i見限 J旨
保問題について触れ、 fむらm視すべきm佼/11mはそのt，n織的出jすなわち組
一 18-
合同数であるとし、この内 rlとしては、①「組織百 迎?:i・1::椛門 戸利川治 j と
いう r1~ ，Jl 組合の)，~本的性怖Jがあるため、 TITX分fTIi}< !V;の j~~P ら組織 JJ.!悦す
なわち組合員数に依拠せざるをえないこと 、@徒に触れる，.組織)J効果j を明
示的に取り倣うため、であるとする け I\ そして J;~l Ihh の j~ 正胤悦とは 、 r *l織
ブj効果J (f組合口大衆の問仙の )JJ ，こ以づく 組合口 HITI の忠 ;~t~ (I~ な tufV の
)J Jのことで、それが rfil・Ilij的手IJm-， をu:地とした iI~h [iJ組合利川方式」によ
って具体的に経済的効果として発現される)と、 r ，!，見悦幼虫 J (m悦の経済性
に川づいた in木れぬ終的:の先日主 役，~.~に対応して文 t~己的な大脱出料怖の了T 利↑'~I:.J 
を発揮した効果)との和が政大になる組織規校であるとし(~ ~ ) 、さらには、そ
れに影響を及ぼす要因 011織的要閃、 ~J~ 業的要肉、経釘的要因)について倹討
した(3 3.¥。
このような~.察を閉まえて雌谷氏は、 C2 協の j~iE J見伎は ir ml~効果』傾ノ〈
化Af.!模に引きずられ」て「組織ノJ~1J ~LJ f盛大化，l.J.!艇を 1:11Iる可能性が強いとし 、
このギャ yブを解消させる )j策として、① r*1合員の辻IJi;忠誠の出造の改変」
とりわけ「組合員教行Jと、② ir川悦効果』 のきわめて大きい一 部の業務活





て主要な芯;花をもつものといえる。ただ、 「矧織ノ]効果 jを f規模の経済t'tJ 
を'MIとした経済的分析のみで説明しようとするあまり、その中身についてやや





検討した伯作氏の研究を腕矢として、 j長谷部 JE 氏、属 i岐 j~J 氏らによって行なわ
ー 19-
れる <36>。
長谷部氏は、 ~1~ tB.fi't概念、としての事楽総利誌を m~I~\ 1行出とし*淀~'f1m nを1
用として、魚氏は、 'J]:;住民を規技指標とし r~ IT 栄 l立股 1~ ([1;[ (，日を|除く) + ~fT業
管rfi12 Jを12mとして、いずれも事業別に制似の抗i!1':が附くかどうかを分析
したものである。 ¥
しかしながら、いずれも事業毘を規政指肢とした m般の杭済↑'1: の行 ~m を事業
別に検証した統計分析であり~ ~ 7 )、先にポしたようなJIIl治的巧然の成果が十分
に附まえられていゐとはきい雌いけれ。また、 I，ITJj ¥:.とも山 Il，hがi内かれている j也
川社はあるね l立巧服されているものの 、 いずれら北海道 |付の山 I~ を対象とした
もので地域性という点、において考慮されておらず、 J;~ 16hのj自IEJ.M伎に!均する実
証分析は必すしらプ己分なJillmがみられていないけ
4 . ~I~ の適正.tJl政論の課題




織規悦と他の脱般的際、 とりわけポ菜市川政との関係 Cある '40Jo いうまでも
なくこれは、 Jl!l6h1E組合 11 の出家としての n怖の州れや、 自1 m 化 j出 l~J;'!協にお
ける准組合 f1 の j刊加等 、 民協の組織E~ ~誌をめぐる状 ót に人-さくぷ有されやす い




とくに、政 I~ の f 組織 )J J と f組織ノJ効果j に関して、さらにその内容を明ら














ことが、{7ot-m .ì1fの論 j処に大きな彩将を及ほしていた。また、山 I~~ の適正期般
論をめぐっては、従来からの経済乍における腕似論の巧えJjに依拠しつつも、
一般企業とは異なった“協 r.J組合的"特性をどう評価し、それをいかに炭焼拡








べき機能を明確にすることである。そのことによって、 J;'ll~ 合 m の今円。~J な怠
花を明らかにすることが iJt;~ になるであろうし、そのためにも、先に述べたよ
うに段協内(Jf:の志:誌を、組織、乍菜、 t官官の出側而や、さらには地域社会との
|見I .cl!において多面的に問い II)~ すことが必要である( 11、。
一方、川造面との l見I .cl!では、合併に n うれ I~ の内部情 jZ の変質過程を明らか
にすることである。合併という続出・行動を民協をとりまく;苦悩労への対応過程
とみるならば、まさに政協のもつ企業(経'l.:_r)形態的f'!:怖を合併によってどの
ように変 Jfi させていくのか、 Eさらには、広域内併に ('1: う山 I~ の組織的府民をい
ー 21-
かに促えるかが 1m われていると言える~ 4 ~，。この点、は、これまでの伐協合併論
においてはあまり J芯識されていなかったiTI~な点であり、そのことが解明され
れば、合OtJJ~ IU 、 8 らには系統民協の組織 t~ (11Irの川本方 [Ii)がみえてくるのでは
なかろうか。
? ?、 ? ?
ー 22-
【;g1 ]~~ it) 
( 1 )例えは、大規模合併政協を素材とした*例研究については、本訟では取
り仁げていない。
( 2 )研究系請の検討にあたっては、その研究が行なわれた時代的1TRを|ー 分
lこ4・庖することら必1Jlであるが、本市では、あくまでも山It合併1¥1:岨の主
要論点を l明らかにするという立場からこのような点訟を屯視した。
( 3 )なお、政協合併問題の研究系j?をまとめたものとして、やや 1寺代はきか
のぼるが、官沼正久 MlL2ia 合併論の系 3~'iJ r口業協';1]k:Jl合』第 10 在~m 1 0 
号 (1964年10月)がある。
( 4 )こうした戦後わが同の J;~ I~ 論の流れを論じたらのは多いが、ここでは主
として次の文献を参巧・にした。
武内 11t 火焔「山;/~Ith 1，1J組合論 I;'~ ~~粁柿研究の則 jíiJと民望(1) -J 
『山林業問題研究』第 18在第 2ワ(1982年 G月)。日mJ'Jl.;5 f J;'11~ 経営の
埋論と災践』明文訂I;}、 1987年、 IF立0 ・{i林秀泰苛 rC~ .~ 協同組l í?d命』明
文 ~l~iJ.j、1987年 、第 2市。
( 5 )桐旧作一杭「民協のm・にどう取中tlむかJ rg~;;~1品 1，3jm 合』第?とt~1 6・号
( 1 961 "FG月)。
( 6 )桐回「向上新iJ、3Iページ。
( 7 )その他、第一の流れに立ったらのとして、民協合併を山菜変化(こ乙で
は民民j刊の分化を指す) ，こ対応した I イ'~ ，リ避的な!Ji)jd Jとして促えた 大内
力氏の論怖がある(大1)'1f)~ r 段 I~ 合{Jf: の問題点 J O'伐体金融』第 16巻第12
号、 1963年 12月)。
( 8 )若林 j号必杭 I I，'~~泉市 1St 化と l品協 J s' J;~~ ~ I~ 同制作』第 G 巻郊 1 2日(1 960 
年 12) j )。佐伯尚災 tif 新しい山 I~~ 論 J 家の光協会、 1972年 、第一市。武
内哲夫前「民協運動71新の主体とその役;i1jJ 桑原 It.(;i ~法修 ・ tI 業開発研修
センタ l 編 f 現代Jl~ ]f~: 協同組合論筑 3 谷 口 I~運動の問題と方 líiJJ家の光
協会、 197~ 年 、 第 311 。
( 9 )若林「向上稿」、 3~I...._ 38ページ。
( 10) こうした考え方の11・Rには、零細米合併伐協が十分な事業活動を展開し
?? ???
ていない、という尖悠認識があったものと忠われる(佐伯 rjij 同町』 、50
-52ページ)。
( 1 ) 佐伯『前jQ~11: J 、 s~:---s~ ペ ー ジ。
( 1 2) 武内 r，ji J日前J、 1Etl へージ。
( 13)武内 rIJij tu ~~ J、lt.9ページ。
( 10民協合併tH:進の;む特 ・必要性をめく っては、ここにあげた 3氏の他に、
J;~ t~ をとりまく~削! (I~J ti'j却と問題点をH?lまえつつ、合併の芯1:t民とHtil刀法
について総論的に論じた山木 !I苦悩 「山|品作併をいかに1!f:.i1tするか 忽巡す
る合併の現状と wl;m点ーJW民法と経jl'dm 28 ど~!:r11 0リ (1962"j:10)1)、
子守併位協のビジョンを灰唱しながら合併Htj些の.む義について論じたil.:減配i
l行(Jf:J;~ I~ の粁 ?:i・ 1/ \1:mを限る l' I;~ I，:~ n~ '::¥"克抗.~ 18在-郊 1....7り(I 963 
年 i月---7JJ) や 'i~'.:m iE久杭 r-I;~ I~ {'j {Jfの叫!J岨と方向を探る - I:~ f~ 合併批
准のために ーJ r 出 f~経営実務 』 第 16~ てi1 5---7 号 (1961 '&.:f: 5 -7 Jj) 
また最近では、民協ill!助の現段階を ~j'~ JlIlしそれとの関辿で作ut-Ht ilの怠義
を論じた藤谷築次t:'jr JL!lt~h 運動の今 11 (I~J j~l :越と対応方向J111 本 !I~ ・ 武内哲
夫共編者fr g~ 楽 t6~1，1)組合の現代的.ml[1J Iりj文l'n万、 1988午、所収、問「協
同組合における述合会段 fj~ J r協同組合研究』抗 6を第 2写 (1987年 4月)
等がある。
( 1 5) 主なものは、 llJ日j定di前「伐協辿作中[[級の機能と椛造J r北尚道大学伐
経論叢』穿í30~ ( 1 97 ~ 年 2 J )、同 11:'1 ta 1m 1越の現局前J川村琢 ・湯沢誠 ・
英土路述雄編『山tj'I物I[j.tJ}j論ノミ系第・谷 口p{:物市場のjlJ制j@N.s J:~ 山漁
村文化協会、 1977年、第 8市第 3節、よ11/);[向1円前「民民的向合経営と農
協J J 1村琢 ・湯沢誠 ・美土路達縦編 rJ:~ fn物市場問題の展望J/;ミ文 t~ 、 19
77年 、第 5r;~;れi "節、同 「段協合併の現状と問題点Jr労伐のなかま』第
283 号 (1986~下 11 n) 、三国英夫前 「続発サる 1:.'1f~ の不正 <JT {'I:と民協の大型
合併 J Ií現代 J:~ ;/~.ß 1 SI 7 7 年 l 刀号、 (1日本 ~J ト ニ:. 1J:'~ r I:'!t~ から “ It~ 同"の IJI: 除
ねらう合併椛悲1/全rjJの総合審議会符'1'の問題点、J f労山のなかま』第26
9号(1985年 1n)、等である。
( 16) 全農協労連による I 民主的 Jl~ tt~ Jについての巧-え方と、これに瓜づいた
広域合併への再定的な見解は 、太田原，:'inrl:;f r 地域出来と f;~ t~~ J日本経済
- 2~ -
評論社、 1979午、 7--Dページに Ul介志れているの
( 1 7) 斎雌仁杭 rC~ 協のfIJ :1: とむら J 般辺俊彦 .?;i旗十 .:K 1.成1~~:~位 ・ 段付制l
織研究会編 『むらと位協』 日本粁済評論社、 1979作、 180ページ。
その{也、 r (山!lU合ot-は)民協と出家との心理的社会的な距離を拡大し
た」とする蓮見行彦前 「山村社会の変化とれ協j近 Iji，;IiJi男制 「政協 25年
一総括と展望 』ー 程1茶の;J<.τ1;尻、 197 3 ~下、 103 ページ、 [鋭校が大きくな
れば、位協が口氏から制対的独自的存在 とな って、民民不在 のnIt~ といわ
れる如とき存任となるJとする石臼o.n雄前 fれIhI地主!J近隙 U'l;iJ _1: ~If J、
236ページ 、守も同様の主張と考えられる 。
( 18) 甲斐武至若・ 『 民 Ihh 経計 'I'Í\ 換の，命 I!CJ 全国 t~h 向山版 、 1974 年 。
( 19) 甲斐『向上1}J、70ペー ジ。
( 20) 現実の伐協合併が市周主配をねらいとする 「資本の論即 jによるものな
のか再か 、実抗的検討を叫するであろうが、 i去に倹，I'Iする J;iI品の迎 1r: Jl般
論がtl1なる資本主義的企業を対象としたものに終わ っていないことを行段
すれば、一概に巾斐氏のぢうようにはならないのではないか。 なお、 qr斐
氏の論稿については 、第 1o';:第 2Mにおいて改めて険Hしている。
( 2 1) 例えば 、 馬均 73太郎氏は 、 沃城山玉川口 16~ 、大分以下郷政協、兵 [011 県北
阿 部 J;~ t~~ 等 、 未内(Jj:小 m~史 I:'~ 11t~ における促 Jミポ例の倹討を jìTIして、広域合
併のHf:jffi が必ずしも出 I~~ 迎!TifJの発 IJ~ にはつながらないことを論じている
(馬場 f，:~ r未{7(Jj:位協の，il~I問題J r近縫nI/zA研究』抗日号、 19741f:8JJ) 。
( 22) 国友lJIJ房稿 山協規悦決定の原f!HJ r 山 t~ 姥営来初 J 第 9 径第 12勺( 19 
54年 12月) 、辻誠杭 rIn I/Jの経幻脱出をめくる訪問題J f協同組合紅白研
究所研究報告』知 17 号 (195~~r9 JJ) 、尖1.:路.i.:tW: f，:j i総合口IUの符?:?規
模とその情造J rn林符済研究論集.!J ~1 3 り (1957~1: 3月) 。
( 23) 国友 I向上杭」 、49---52ページ。
( 20辻 「前m稿J、21...22ページ。
( 25) 美上路「前tDk:j J、97---103 ページ。
( 26)小山市作稿「位協合併論の埋 論(I~J 検討 J r I; '~m t~h 1~組合 j ~n 9巻第 3号
( 1 9631j: 3月)。金沢正Zι1f{:j r N、六位協と 1:~. JJI~ t5持 'Jf淀-j~ iE ^ 見限論の視
点から J r 出来協同組合』第 15~~打 5 守 (1969 1ド 5 月)。
-25 -







する1i;lt1ì~を 1 1 I 心とした仏!棋を考えるべきであるとし、 f911 えば、/七障害，: {f担




( 28) む谷呈杭「民協適正規模の経済分析Jf J;!~ !l ~ I・n学研究』市 8号(1914 
年 10):J )、雌行策次杭 rI~~ 同組合のj自距脱出と辿fV会の役;刊 t 桑原正{51fz
匂 ・ 山来日fJ発研修センター紹『現代出来 I~[百l 剥1 ~ I~命指 i 岳 山 I~ 迎!f!lJ の I理
論的1.CIi!~ J 京の光!~~会、 1 9 7 ~年、第 5 1，í:。
( 29)氾谷戸同上杭 j、 3-6ペー ジ。
( 30) rむ谷 rf{iJ上州j、 7--12ページ。
また、こうした j，. ifli *占・果については、同 rJ;'~ !~の j~ jド制限の倹討指標と
その~，. iWI J J;~ Jl開発研修センター編『山岡山における山協組織jlJ編に|期す
る J占舵 I~，~IfE fR ir ;~~ ~ 1 97 '1午 7刀、知 1i;O:第 2M、を主主Jl({の ζ と。
( 31) Ij:長谷 rjij l1 f，:~ J (í 協同組合の適正刷版と~ ('i会の役;刊 J )、 326....328
ページ。




( 33)牒谷 ijijff，jf，:， J (r協同組合の適正規伐と述合会の役:ilJJ )、 33S.......3H
- ι込・F
ベーシ。
( 34)雌芥 rijij j日前J(r協同組合の適正規模と述合会の役 :;1)J )、 346---348 
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ページ。
( 35) なお 、 厳谷氏による J~'~Ihの適正刷版論については 、 「前J目的J (r協同
組合の適正制限と jilfT会の役別J)の他に次のものも参照の乙と。 /j事谷kJi
「大型民協のすすむ ji1I r 地上』第 23 ど~ ~ï 1号(1 969年 l月)、同「位協
連1i)]の新段隣と広域合併 I i'地上 1第26在第 l写(1969年 111)。
また、能美誠氏は、ここでの屯谷、脱芥両氏の研究成果を附まえつつ、
組合員が受ける使{，~制。の問点から民協の j~ iE ^見悦を理論(I~J に検討している
(能美若『広域政支i竹，f1P:論J山林統計協会、 J9891下、第 3，;-n，n 3節)。
( 36) 長谷部正稿「政治協同組合活動の刷悦の続前性に関する研究JW I~ 同組
合奨励研究報告 』 第四 l問、 1979年。通 l民 j勾 f~:， r 総 0 r，，~ 協の規模の経済性に
関する研究J r 北海道大学出経論叢』 第~~災( ) 988年 2J )。
( 37)尾氏も「同七都 jのなかで自ら今後の烈，Wとして指摘しているように、
各市業別に分rltして行なった計測結果をいかにして総台化していくのかと




合わせのもとで、総 ~~m がm 小となるような[iJ: jf.i I;'~ I~ 合併の分{斤を行って
いる(飯国杭 rJ詰j盛山協oOt-に関するシミ A レーション分析 .1 r山林業問
題研究』第 27 と~m 2号、1991年 GJj )。
( 38) と く に蜂谷氏が IJ~ した概念に従えば、 r *Il織)J効果」の内容の 1今|咋 ・検
討が不十分であるように思われる。
( 39) 以上述べてきたようなれ協の適正脱悦Aの民間に対して 、 政 I~ の適正規
肢は存在しない、もしくは傾意味であるという巧-え方が 1:として射場の立
場から提起されているのその代表的な論者として 、先に倹討した 1'斐武至
氏と 何l川il'r氏とをあげることができる(Ip 災 WIi 1m N .H 、および rll川制
r I~ 協規模論の - -0・務 J;r tß 府のれ I~~ 合 m の')~ ~IE 的研究 J W山林治問題








から容さ 1された認識と考えられるが、それに代わる論IP:n~J な('j' (Jt tm進の
論拠が示されない限り説得力は弱いといえよう。fi'{(かに J:，~ Ih~ 合併の促進 ・
阻智~[，必の分析は現実的な課題であることには迎いないが、促進もしくは





討している(古田制 rJ1~ 協合併効果と効果発仰の条 {'I: j r 神戸大学民業経
済』第 2~ り、 1989年 12月)。
( ~ 1) この点、についての検討は、本論文第 411抗 3節を参J!Hのこと。
( 42) この点についての検討は、本論文第 5市および第()i;:を参照のこと。
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第 2 I'~ ~協合併問題の歴史的系譜








と合併 H~進方策との閲述、ち;について行記をする。とくにその際、現実の山 la 合





いくつかの先行研究があるが (1)、 r J:~ll6h 合{Jf助成法 J の施行状況と実際の凸併
のj[捗状況等からみると、 (j.:，の号つの時JUJに区分することができょう。
① 究i1 J明… I山協合併助成法Jflj1la以前である I96 0 )l~ まで。




③ 第mJ切… iJ:' t~ 合併助成法 J 第 3 次延長が行なわれた 1970午から 7~ 年ま
で。
@ 郊 rv朋 … 「山協合併助成法」第 4次延長が行なわれた 1975年から 85年ま
で。
⑤ 第 VJ明… 「政協合併助成法 j第 6次延長か行なわれた 1986年以降。
なお点 2- 1 ，よ、時期別にみた山tl!hi' (JI:批准に{見Jiliする前 }J策である。本11






1961 1 4 1民協合(Jt1l)J成法」
月 全問山 I/J中央会
J[ J明1196 3 1 1 7 r ~11，u合併のみ引について」
(総合審議会答rjl) 
前期 I1965 10 1 n I~h系統組織の鷲附方針j
(総合市議会答IP)
-・ーー ・・.. . ~ .I _ーーーー ーーー ・・・・・・・・・・・司・・・-・・ー・.... . . I ・・-・-.・ p ・ー -ー-ー ーー ・ー・・・・・・・・・・・--
JlJDj 119661 51-農協合併即j似 J郊l次延長 1 5 1開始(Jj:助成法の一部改正を契機と
する合併指導についてJ




回期 119701 5 1段協合併助成法J第2次延長 1 7 1今後の合併指導についてJ
(臼主合併5カ年計画)
1972131良協合併助成法J第3次延長 I 5 1今後のJ:la合併の批進についてJ
1973181広域農協合併批准対策事業」




1979 3 1 J~ 協合{Jf・ 17年の成東と課題」
1980 1 3 r段協合併助成法」第5次延長 1 8 1こんごの段協合fJt-についてJ
(総合審議会答申)
10 IJ~la 合 m・の tffr進 }5策について」
(総合審議会答巾)
VJ明119861 1 1民協合併助成法」第6次延長 1 1 rJ:ミ協合fJ!:批准方策j
1989 I 4 1民協合併助成法」第7次延長




以ド、第 2節では 、 「山 I~h 合併助成法 J fl;IJ定 ij後の川JVI(第 IWJ ~ tfi 1 JVl前
WJ) について、ヨ~ 3 節では、系統ぬ I~h によって合併Jlfr 進に取り組まれた附lVl
(第nWI後JTI-第mJYI) について 、 第 4 節では、山 I~ 合併が停滞する時 191 (第
IV JVJ)について、知 5節では、現役|併における山i邸内ot-批准Jj策(第 VJVJ)に
ついて述べ、最後に m6 節では、 ll-~ I~~ 合併問題の侃史的系 ;11 についてとくに留





言 うまでもなく政協合併は、 r I;~ I~ 合併助成法」が制定された 1 96 J年以降本
格化するのであるか、やや結論を先取りして云えば、第 I10から第 nWl jij J羽に
かけての動きがその後展開する民協合併を方向づけた。すなわち、民協作併の
出発点として虫裂な怠昧をもっ。
まず第 11明においては、 1956年に n~1Aとされた 「政協整備特別J!?置法J (以下、
「幣~.'f {)~ JとH明記する)によるの併を tjJ心に、行政によって強ノJにそのfH:j1fが
図られた。当時の行政側のねらいは、次の点にあ ったと与えられる。 一 つは、




推し進めたこと、また 56 午から始まった「析 l'.~.f・HU投総合対策市栄」では、指
定 rljl町村内でMiDJを受けて中広の実施主体となる山Ihは一 つにする、というこ
とが定められたことからら、こうした行政側のねらいを知ることができる， S!。






の特徴と抜本Imr J:~lla 合 {JtU)J I点法 lさて、現在なお継抗して施行されている
















の基本開念は、出 I~h 合併の1ft j正により、①l由業面「政協合併助成法Jつまり
活動を IPlbとした政協の事業地ijEの強化、 (2)J;'ll~h の経営体質の改善ーとりわけ、
米麦、 j肥料、金融依存からの脱皮を図ること 1')) ーを jill じて I:~x . I;~ 村の「近代
と集約することができょう。を図ることであった、化J







まで慎 m な姿 .~~であったといえる。
-'11 f~ の tzj:?規岐についにおいて、例えば、第 2[~全国民協大会( 1953年)















のm'J定に対してら、強引l的oOt となりぬ f~ の r:1J: f1:を宮す
る恐れがあるとして反対した '1030







乙の時 JUI における伐 I~ 合併の jffi捗状況の特徴は、第一に、多くの{'I:.以の民協
の適用を受けて実現「出 It~ 合併助成法 Jすなわち合併が実現したことである。
そのうした合併件数は、 196I年 4f1から 88年 3刀までの問に 2.5 99 ('1:あったが、
fi {Jt参加組作数もまた、ちの j品、 1': 数を ~Î める1. 378 ('1:が第 n則前l切に:m'11した。
この lI!jlUlは6.085制作とやはり過全JVI聞をjilじて 1O. ~ 2 I k:fl合であったのに対し、
半数を越えている '12¥
2 ，よ、行政区域同点 2 第二は、 l町村区i或の合併が中心であったことである。
ここからもわかるように、 19規模別にみた総合段 I~数を示したものであるが、
-m~ に ili 区域以上の組65年、 7O~f における行政区域規紋別の組合以は、60~ド、












表 2ー 2 行政区J~).Jl紋別にみた総合出協数のJW拶
miな:組合(%) 
行政区域 ・年 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 
町村区域点満 5. 8 6 ~ 2. 7 9~ 1. 816 1. 060 869 710 ~52 
(50. 7) (38.8) (30.0) (22.0) (19. 2) ( I 6.6) (12. 6) 
--.ーーーーーーーーーー ーーー ーーー ・ .ーーー ・ーーー ーー・・・ーーー -ー唾ーー ーー -ーー ーーー ー
IlrH区域とー 1. 662 1， 765 1. 8 ~ 2 1.655 1 . 6 ~ 5 1， 6 ~9 1. 47 6 
致 (14.0) (24.5) (30.5) (34.5) (36.5) (38. 7) (~1. 3) 
-ーー -- ーー ・ーーーー. . -ーーーーー.
町村区域以仁 3. 771 2. J 19 1. 833 1. 156 1. 082 949 6H 
市区域未満 (32. 5) (29. ~ ) (30.3) (24. J ) (24.0) (22.3) (18.1) 
. ーー-ーーーー・ ーーーーーー-ー -・， 向円 --ー-ー
市民域以ヒ 329 531 558 932 932 959 1. 000 
(2. 8) (7. 3) (9. 2) (19. 4) (20.3) (22.4) (28.0) 
A ~' I・ 11.586 7， 209 4.528 4， 267 3.5H rI 
(100) (100) (l00) (100 ) ( 100) (100) (100 ) 
注) 名年j立木現在の数値である。
資料 : 全 [iill:~ 協 lþ央会編『民業協同組合年鑑j 各年版より作成(似資料は、




;円 3節 系統民協による tq協台fJtへの取り来日み







りつつある。 こうしたn;-tJ>lF において、山 I~h は制作円たる出家が他の Pi1 ~S 従事
liとつりあいのとれた所得を砿保し、その't:Ni 71< iV; を向上させるため、 I:~1tf詑
物の生産過程における規悦拡大、 I~業化写経 ?:i- の合 Jm 化につとめ伐 if? 産物需要
の}竹大、安定せる市場の附:保をはからなければならない 。 叩協が系統機関の-
mとして、そうした機能を発 押ーするためには、 11付、 if(!+・j 、平野郎、都市 ili 交I~
等の条件に対応し、その組織制伎を拡大して、 IJT浪人C縦および資本校仙の充実、
τjr 決別 ~17 門技能の整備、続 'l~~' 1"':; Jl，~休 fj;IJ の日Jjt化万をはかる必要が必る。 j
そして、合併位協の脱岐については、 「おおむね続済問と行政区域(I dj町





さらに 1966年には、 r J:~16h A {JtD)J成法J:;'1 I次延長が行なわれる。これは、
「おおむね所期の日的を述成したJ(!~. ¥とする行政側に対して、系統伐IU側の





2 ，系統出協による広域政 t~ 合併の推進とその Yr'f;( 
このように、漸くこの頃になって系統れ協側が(7()j・問胞に対して取り制lむ姿












央会は、 「こんごのfi{}f 指導について J (“ fJ t 0 {JF 5 ヵ ~r ~I・ Ilhj" ) を示し 、
また「伐協合併助成法Jも2皮(1 9 7 0年と 72年)にわた 2て延長吉れたのとく
に 1972~r-: の第 3 次延長では、 I~ 協合併の必要性を「民主の ltvil.・流通の発展)5
向にI![l応してj盛正かつ能率的な'作業終営を行なうことができる組合を育成Jす




このような山 I~ 台併批准方策における従米からの路線転恨の:，ftf 況は、当時系
統 I:~ f~ が抱えていた運動課題との関連で、どのように行えられるであろうか。
言うまでもなく当時の1点数は、米をはじめとする伐陀物需給lZjZの急激な変化、
民業の相対的紺i小化への対応の必要性から、下i't~ UI J自の造成 .l'f 成を判!とした
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生産・流通の合 lill 化を対応:民地としていた n!j)りl であり、さらには、 ~~X化の進
展による段 I~ の組織基盤の変化や組合日の多時化が jffi んだ乙とを踏まえて生活





である。 196I 作、国の椛 jCi 改 ~'(1 句作業が始まるのと立fz 行して系統J:~ I~ によ って取
り組まれた?::民間地椛担、は、叶りjの31・耐どおりには進んでいないのが尖1であ
っfこ(20、。
「営民団地のほとんどは 、 1J，'!l協 1日i地以下の小規模である。そのため市場
対応に必要な一定の~陀物流j田町の巾仰を附;保することができるまでに宅らず、
í1jJ~ での取引の(1'手IJ1'1:を'ム・4はすみにはほど泣くて 、 1: (本 (I~J な (JlI i 附形成を ilJ fj~ に
するための問問、配肢は.i1!合会段階にお いてら l分になされていない。すなわ
ち、現状での団地規模は、 f行政問J~~J 小地!X:にかぎられ、それらが相なに閃
辿なく乱立して、 rlí 場競争 lこ~I'I'F をかけている。にもかかわらず、立地条件を
同じくするもより組合相互nの協調体制が不vl/iである。また、れより組内間協
同による広域団地でも、各 J:.~ I~ ごとの芯tt~ や体制(営 I:'!Hi 将司の配置と @)J、
百本力、経営組織、施設、対組合員取引条件等〉に佑廷があるため、一つの団
地としてのまとまりが弱い。 j ぺい







こうして、知 12回全開山 I~ 大会( I 970午)から取り {:Ilまれることになった




なお、生活活動のHtj並と合併問題との r~J .iillについて触れるならば、 611: かに先
の総合審議会答巾では「生活問」という言必が{出川され、 ;ri2次「総03カ勾1
~I・問 J のなかでも 、 自I~ r li化j山城山taにおいては付山市出動のみならず r~. l進化
する組合員が必要とする日活動を前極的におこなうためJ合併を批准すること




こうした全国段 t~ cjr 央会のノJ針を受けて、この II.~ JÞI には県民 t~ 中央会に.よっ
ても的極的な広域合併椛忽の策定が進み 、 多くの児において広域合併伐 t~，~が誕
生したは530 さらに行政側の施策との関辿で 3えば、一部の県では、叶I{;IEに
よコて進められていた「広域白山同地 ~(rili 訂耐」と辿勤した形で合(JF1ft進が取


















規模 ・年度 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 
499戸以下 6. 801 3. 671 2. ~ 9~ 1. 500 1. 323 1. 003 
(63.2) (50.2) (~1. 6) (3~.3) (33. ~) (31. 1) (27.9) 
・ー ・・ーー 骨骨骨『 E・一ー -ー_. -ー ーー -ー ・，ー -ー ・・ー -・ー ・ ー ーー ー ー・ー. -・ 0
500-999 3. ~ 61 2.348 1. 920 1. 41 7 1. 306 1. 238 904 
(32. 1) (32.1) (32.0) (29.7) (29. 1) (29.2) (26.8) 
- ・.曲圃 ---- ・ー・・. ー.. .噌.. . . . 喧' ー
1. 000 868 J.020 1. 013 983 992 904 
"-'1.999 (11. 9) (17.0) (21. 3) (21. 9) (23.4) (25.2) 
ー 骨ー..・ー ーー ・・ . ... 喝ー ・. ・.. . . . . 
2.000 507 233 329 385 368 363 357 
-2.999 ( 4. 7) (3. 2) (5. 5) (8. 1) (8. 2) (8. 6) (9. 9) 
-~ --_. ーー ーー ーー ーー ーーーーーーー. ー--. -. - 骨骨 骨.. . . ーー ーー ー
3.000- 188 233 316 331 326 365 
(3. 6) ( 3.9) (6. 6) (7. 4) (7. 7) (10. 2) 
£ι』s 10.769 7. 308 5. 996 4. 765 4. 488 4. 242 3. 591 









こうした合併惟進方針の変化は、 1 9751T:に行なわれた r I~!l 協の ()j: 助成法 J m 
4次延長にみることができる。すなわち法改正の[I (I/~ として、 Jl'll品機 1jE の強化
と経世i・n.n克の悪化への対応に併せて組合間の加悦佑去の解消がl明記され、 Jl~ 1;或
合併の推進については触れられていない (2ι、。
さらに、 「第一の法改正の .~旨にかんがみ、 今後の組合の合併促進に巧たっ
ては、小規模の組合の合併に ifl点、を置いて指押する…(r~1 m;5 )… 今後の{7(Jf・組
合の刷般については 、制lfyの機{iBの強化及び絞れの幼本化という tfJ!点のほか、













(Jf. ~~ I~ の事後指導が不卜分、 て干の 「反省j が行なわれた'パ?。








型の ，~._t. J;.~ 凶 j也の形成が，志向され、そのために 111 Hや良治を tl'(，'J.とした組織の見
[i'Iしが行なわ札たことが、 1:、域合{Jf・のff(;il Iこin1:めをかけゐことにつながった
(3之》 。
第二は、これまでに誕生した合併山 I~h が、必ずしも|・分な合{Jf:成 U~ を発抑し
ていないのではないか、という批判や反省が行なわれたことである。そこでは
とくに、lEキn 合口一戸当たりの事業毘においてぷ合併 J，'~ t~~ が俊れていることや、




となり、山 t~ 合併の {13Hi? をもたらす原因となった。
第三は、巾{立山 I~ の全国Æ への IfO妾加入問題との|悶辿であるは引。 J 966年 3
月の irjJ阿同大腕校出協協;民会Jの要求に端を発した ζ の川j閣は、 I975年 3月
の総合宿議会符 lj:!で漸くほぼ解決するに至ったが、 i !;'lh、日.iill、令IftlA nの
怠思疎通の緊iFJ化と各段階機能の有機的結合」を閃るという 1:1rnを果たすため
には、ぜひとら1::rn 協の全 IJ~I .iill)JIJ入を実現し、 「公'Fな芯;:，mJ支1央Iを行なうた
めにも、合併推進により小規悦位協を前ii'iすることによって-i.E .f'i11立の脱税に
“特を揃えておく"必要があったわけである。
そして第四には、以上の諸点を踏まえた形で、高度成 j長 JVJ においてj(f~ 進され
た段 I~ 迎 !TVJ 路線の帆道修正が行なわれたことであり、それが第 I ~回全国民協大
会 (1976年)において決訴された「協同活動強化運動」に架約して示されたと
言える。
そこでは、 「位協の 1作業は、全般的に仲ひ悩むとともに、 ~Jr:11 n 1mnの増大
をきたしている。さらに、民協の大型化にともなって供Hfの施設は過大役?を傾
向とともに必ずしも十分にほ働せず、経営が公述 lこ:m化する*1'lJh円立ってき
- ~ 1 -
ている。 j とし、伐協の制収拡大=合併がかえって純計 tの問題を起こしてい
ることをまずl在認したうえ C、 「経営liHlrが45く、手下旬:(，fc :I;Jを強イじするにもIN
'!}が与る良.協.54ゑ之、ZP、 r I;!l 協合 (Jj 助成法』の j~~j 川 JUII取を日 j金に間隔 (II'J に合
併を進める。 J (波紋f医者)というように、合併Htj立がかなり消極的な位世づ
けにとどまっている t5530 さらに、 1919年の第 15@全間口協大会において引抗




こうした位協合併舵逃方策における軌道修正は、説く r ~t~ 合併助成法 j 第
5次延長(1980年 3jJ )と総合市議会答 fjlrζん乙の位協《併についてJ ( 19 
80年 8J1 ) にも B~Il!; ~れていくが~ 37'、これまでみてきたような全I~:I 段|桝にお
けるぬ協合併構忽の後退とともに、県段階においても合併の推進休日)IJが弱まっ
たこと、さらにこの時 j切には 「 伐 I~ 合併助成法 J の空白 !UIn (1 978年 4月-..80 
年 3J4、 82年 4月-""86'.1:3 Jj)が生じたこともあり、 I:~ I~~ 合併のill1妙は作出し
た。すなわち、 1970年度から 74年度までには~3 1 ('-(参加組合以上 71 ~ )あった
合併件数が、 75年度から 79年広までは 183('1: (r日J5 8 ~ )、 80年度から 8~ ~r: 皮まで
は134('1: (同 363) と、 J:~I品作併の進捗テンポは ・汗しく弱まるとともに、先に示
したポ 2 2および点 2 3の1975年以慨をみればわかるように、山 I~~ の刷般
別椛成比もほとんど変わらず、むしろ小脱悦 J:~ I~~ の減少テンポはf:1n っている。
こうした政協合併の仲間は、 sz'Ii・体;I;IJ の悦 tiiì ・ 強化を.i~らせることになり、
また系統伐協をとりまく即境条件の恐化とら仰伐って、とくに 1980年度におけ







第 5節 現役l併における山 t~ 合併 tftil方策
-J;I~ I~ 合{JtHt j正論の (lJ浮上一
~1 v JU、すなわら別段|併における出|出合併Hf:巡}jt阜の特徴は、 Ui極的なtl協
合(Jf:打(fjJ1l ，;命が，IJび強;WoJされていることである。 I9851ド7flに総合市治会が同開
容れたが、ここでの仙弔'l!2，1~ :週は、 「余白1円山化やm:!jlJ ~~ ，fl待の1fj弥変化、組
織法僻の変特に占、JLむしていくための組織、制度、 'Jl";/~ j思?:i-の将米 Jjli，Jについて」
の検討であり、 U2協合併1¥J題はとくに金融臼 11化対応との関係で此i'(づけられ
た。そして、同年 10月に総合m読会答rflf" J.及協 ('i(Jt-の批准Jj取について」が山
されたが、ここでは以 Fの;打点においてこれまでにない村徴がみられゐけ930
第ーに、事業機能、経常 L~ ~&の強化が G~ t~ 合{JF の FJ 的であることを明 l記し、
さらにー必ずしら体系的に1世間されているとは言い消いがー金融 FJrtJ化のみな
らず、多織な角度から I:~ f~ 合併の必要性を強調している乙とである。
すなわち、①民業 ・山村の{辰興を惟進し得る U2協機itの強化、@金融自 IB化
への対応、③1;fJ;.~ ・ 1:活 ・ 文化等、多械化する組合口ニースへの対応、@系統
民協:JT.業のC';I'1化 ・効事化、といった事柄を《併の必世fil:の1fH処として位i泣づ
けたうえで、⑤人的休日jlJ の充実 ・ 強化、⑥泊施設の光夫 ・ '!'I~Mi、⑦01:方法慌の
充実、@符jZ竹内機能の強化、⑨系統制l織の0'Jl1 (I~J な伐 1iB 分 ~rJ 、を j取り組み課
題としてあげている。
第二に 、合併の1限刷協に関して、正組合n戸数 3.000 I i 、自I~iI i化j山Ji?は貯金
残高300{古川以上という広域仏!偵を設定するとriJ1I.'fに、 rjinI[ H fX:J，~ Aミ制民協や正
組合口 J-i 放 1.000戸米制 I:~Mhの合併にも重点をiF[くという、出川 JUにおいてみら
れた“広域合例:愉"と第 IVWI においてみられた“現 l史的}:~~午前論"との両市を
追求している乙とである。
さらに第三に、合併の tfE進体制として 系統伐協行段階において行政と一体
となった合併惟進休日jlJ をとるとし、第rvJUIの rI:~ I~~ 合併助成法 J 空白 JUI にお
いて合併が作印したという事実認識に基づき '4¥改めて行政との.i1!1J~ 強化の
必要性が認識されている。この合併批進方策をもとに、 1986年t1 11 には「伐 t~






かけたことである。したがって、先に示した山 I~ f'i併の必史的:においても 、各
府の経常体IljJを強化するという取り組み課題(⑤-(8)) をj，1して、①-@の迎
動課題をうた羽するという川闘になっており 、 f~1 えば、知 mJ切においてみられた
ような符山 1日活動の tf進との附 iliで合併問題の只体的な{江川づけは行なわれて
おらず 、また生活耐活動についても同級である'川 70
こここでの合併Ht進五mを受けて、 1988年の第18回全f.F:!n'l I~ 大会においては
fl.OOO政協川氾!.Jが決議された。その結果、多くのり誌で 1:h:¥合併川公1が策定さ





策の特徴や内特に変 j~ がみられるとともに、実際の合(Jf:jiC t~ 状削も 11 ftJ切によっ
て変化してきた。とくに 、 系統山協側の山 II~ 合併 IgJ 旭に対する取り組みの立ち
遅れ(=行政側の《併Ht進理念、へのill1ii)は 、 1;.11~ 間の必H史的丘、さらには部
道府~，~n他去を先生さぜる一因ともなり'付 1，m強く伐る“制悦栴iE前i':命"
も災いしてぬ i必合併問題の取り組みの庇史は 、 いわば柿氾~'" i'のための毘史と
も言える慌十rl で IT~DfJしてきた。











次に、今rJI:~ I必に求められる多仰な vlT3i機能とその021日}JF.J 、 J~ 体的に 1:ま営
tZ而活i9Yl、'1:活1m活動、さらには地域社会開発活動の11:迎:とのl民l.i!liで、これら











J:~ ~l政策においてら、行政と UZ 協との関係がますます強まっていかぎるを得な
い状況のなかで、系統t.2協側が施す合併1ft逃ノJ策に去、jする1'1貯を行政側からい
かに舵仰するか、ということがますます市史になってくると忠われる。
- ~ 5‘ 
【第 2fE 注 】
( I )例えば、若林秀!~杭 r J;'k協合併の進灰ーそのぷ花と問題点一J染防tiI (言
1212-tZ業開発研修センター絹『現代口栄 l，uliJ tlI i"'i論第 2巻 J;~ I~~ 迎助の




また 、1988年に行なわれた総務庁行政政娯のf日出世においては、 mJ J明
「経営不振組合再li対策として行政主導によりの(Jfがj並進された!I!JJlJ J 
( 1960年まで)、第I1JUJ r r助成法』が政JI:flI(実により制定され、合併が




JUlの特徴の捉え )j(とくに、第 1期と郊川 jり1) も不迎切のように忠われる
(総務庁行政監察局編 II:~!;!!~ 協同組合の j白押位特に関する行政監察結果報
告1';:J、1988年 6n、37ペーグ〉。
( 2 )後にみるように 、第 IllUJは行政主導によるi"iOj: 批准が話調であるが、
r J;~ 協合併助成法 J 1:1 J次延長が行なわれた 1966年以降は、系統I，"!I~ s1IJの
取り組みが積極的になってくるという :¥;J:昧でやや陥相が異なってくる。
( 3 )本市では 、 歴史的な 'l~ 災関係をお ð えるうえで、以 F の文献に白うとこ
ろが大きい。
全国伐協中央会編『出来協同組合年鐙』各~j:版。日j編 f 全 rþ 三十年史』
1986年。
(ぺ) r ~特法」では合()tHt jlf:ために 、①矢IJτlfによるfY併問l告を可能とするこ
と、②合併奨励金の交付、が認められていた。
( 5 )参考までに 、第 IWl における民協合併の進捗状耐を合併件数で示すと、
自主合併(1 9 5 3 .. 57 )f: )によるものが 155 ('1"、 「樫特法 lによる合併(195 
6.. 60年)が32 6 {'I: (8 4 2制作が書加)となっている(全国民 t~PII 央会町市部
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編 rfP!協合併の進捗と各I(.fMの現況J 作氏支;協同組合J第 11と主知 7号 、 19
65 {l: 7月、 41 ページ。ただし原資料は、山林 1守山 I~ ~ f J:'k協合併の慨況J)。
( 6 )山林行が 1959年 iこ「山 I~~ 作{JF 促進訟 j の :1;1) 定を合同したことからも、そ
の芯;欲が伺える。
( 7 )山林省事務次 I¥"j並述 rJ: ~ll~h {7 {)j:助成訟の施行についてJ、196 1午 G，Ij 0 
( 8) n Ir!J宏尚稿「伐協合併助成法(茶〉のあらまし Jr 1:~116h 経常災研』知 1 6 
巻第 5号(1961年 5月)、を委lKt。
(9) LrlrjJ r向上杭 l、32ページ。




( 11) 第二の点、を検討するために、後の総合 '~ti英会設立のきっかけとなった制i
織強化審議委只会が、 1956t，ドに設問された。
( I 2) 全 l且段協中央会資料による(原資料は、 UZ林官民 I~~ 諒 r1!l ;t~ 協同組合て手
現在放統計J)。

















( 1 7)詳しくは総合帯議会決定「伐協のof}・プJ引・について」、 1969年11月、を
1J.照。
( 18)山林省事務次符jfi述 rJ:~ I~ 合併 Ð)JJ或訟のー却を改任する法ilの施行につ
いてJ、 1912年 5fl。
( I 9)芯林秀泰若 rJ:!l業協同制lfY論J fifJ 文 ~r~ 民、 1981 年、 93 ぺージ。
(20) 1965年から設ii'eされたモデル宮山l司j也が、行尖な成果が 1:がっていない
ことに対する伐協内の主体的ノJm不足に|見lする郎閃については、全Il，jJJu~ 協
ql央会編『民業協同制10年鍛 19 61 ~F 版』、 6 Jページ、および『同年鑑
J 969年版』、~2ベージ、を参照のこと。
( 21) 全国位協中央会編『民業協同組合 ~r:m J 96 9W版』、~2ページ。
( 22) この点については、次のような記述からも仰い知ることができる。
i 'i片山団地の1ftill 体 1!ifJ については、 J;~ I~ 1m 16h Iιjに地づく同地協議会んi.{¥，は、




質の強化をはかつていく J[ilJ なり 、 符祈Æ が文!折 ・ 事業所巾{をに地 jl~ 出来
を取りまとめていく }J[ilJなりが巧・えられなければならない。 J (波線市将、
全凶段 I~ 中央会編 r J;~~ ;/1 16h IriJ組合年館 1 972 r，ド版』、 50ページ)。
( 23) i総合 3カ年計阿Jでは、 ill. E~ 本施策」のなかの i5. *1総 ・経釘
の充実強化Jにおいて、さらに「第 2次総03カ年計岡 jでは、 i IV .組
織 ・ 経営体制の 1~Uifと教n・広報活動の強化 jの i1 .広成合併を ]~ð と
する組織 ・経営体制の恨(ri.1において、 I;'lfι作併の1(;進がまずl員初に明記
されている。
( 20全国民協中央会が'i:'1;'ll1j j出問怨を ql 心とした'::~. l~t1 而活 1VJ の展開を論拠と
する合併推進を図ったことは、系統 II~ f6~ 側の姉、い要 Ui によってできたとさ
れる「広域位協合併fWil1 対策事業J (1 913 ~F )が広域営民団地の行成を目
的としていたことや、実現には至らなかったが、系統民協が 1914干f:tJ1制定
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を要5ì'tした「合併政協 J史的助成法 j の~，i'J J~n [1か、 oOt 位協の民業 ~I:: ~r や
流通機能の向上のための rJf来週営休日;IJの税制iIμ あったことからも f，;Jい矢1る
ことができる(伐林官官務次背通達 f広域山IU0併推進対策1r業実施!泣!f.Ji J、
1973年 8 月、および全 l司山 I~ IjJ央会央編 rI:'~ I!I~ I~ r行j組合年鑓 1975年l坂』、
100ページ、を参照のこと)。
いずれにせよ、州出if目的助のtf進における 00t問題のほ旬:が旬JTi'(f:にされ
ていなかったことは、後に触れるように、@;か にこの H寺 JVJ に広 J!~ I:'~ I臼f'i{)f: 
は illi んだものの ~ISj!i r: U，~川での進捗状況に怖 jf が生じ、依然として小別悦
山協が残る結果をもたらした要因の一つであると巧えられる。
( 25) 都道府県レベルでの当時の合併梢怨の日~m ゃ実際の進捗状況については、
全国民ta中央会総合企回Hi:j正部編「最終段|併を迎えた出ta合併Jr I:~ 楽 I~h
同組合』第 19巻第 7号(1973年 7月)、および本論文第 3n:第 2節を安照
のこと。
( 26) 全 11\1/;~ t~h rl *会総行合 IlijHI:.i1li ms編 rl，iJ 1'， {!， I、5~ページ。
( 27) ただし、木論文市 3i;'~ で取り上げている目的川のケースのように、行政
側が進めていた「広域官民間j由計四」との|期.i1!において合併がかなり進ん




いてJ (第一， r法岐ltの雌旨J)、 19751ド5J、を参Jmのこと。
なお、 r I;!協合併助成法」第ぺ次延長が行なわれたことは、民体行 rI~ 
協(I;IJ皮問題研究会J (1 9 7 3 ~l~ 1 1月発足)における検討結果が勺・えた彰轡も
大きい(農協経営実務編集部編 rC~~ ta合併の反で?と今後の諜題 - I:~ t/J :I;IJ L立
問題研究会『中間報告』をめぐって Jr J:'~ I~~ れ釘実務』第 30~ 第 6~) (19 
75年 6月)。
( 29) 山林省事務次Tfj並述『同_l'， ~I} ~における 1 }¥"，三.今後の{7ot促進 1:の悶
ぷ .'Il項 j を ~n賞。




( 31)全国民協中央会組織部編 rJ~~ 協合併 1 7年の成果と奴 J週一口 I~ 合{Jt総点検
結果についてー Jr伐業協同組合』第25巻第 8r;. (1979~ド 8 Jl )。
( 32) こうした日-山間地椛辺、の見直しについては、全 n~J J:'~ I~ rlJ央会編 r民業 I~
同組合年鑑 1977年版』、 37--38ページ、および『同{F銑 1978年版』、
42--44ページを宰J1.nのこと。
( 33) 企 IhJJ;~I~ l] J 央会組織部制 r，ij t目前」、 71ページ。
また、本論文節 1 I';~ ;r\ 3 節で l別らかにしたように、 I;~ Ih~ 合併論の研究系
;自において、合併反対 ・似虫論がこのU.1JU において比蚊的問発に民間むれ
たことら、 I:~ j~ 合併の停滞に少なからず J~~ ~~!~を及ぼしていることには nnj主
いなし¥CI 
( 30 全同辿 I~T. 股加入問題の経過について!-t、 d福本丈ノl~ f;~ r系統制l織再編成問
題と全国大脱政C2協協議会の立場J r近畿 J:~ I~ 研究』第 84 守 (1975年 3n)、
に3下しい。
( 35) r協同活!f!1J強化j!I!動J (第 14回全国民協大会決説)におけるこ(r川本




町、.r!J.'S，.?~.生め、行政との辿悦をはかつて、 fl11toY! (I/~ に (7 m をすすめる。 J
(波紋市者 、 「協同日制強化第 2次 3カ年運動」の: f' 山本 1 1 t;:~J 11. 
f組合口の E体的な協同活動に息づく位協;m'E~・を徹氏する J )。
( 37) 今川 l白人前 f新しい局面を迎えた山!出合併一助成松前 5次延長の芯l沫と
If~進 }j 仏J-J r 位協経常実務』第 3S ど~ml1 fJ (1980年 11n )、を参照。
( 38) J骨 LH 佳昭h:'~ r J;'! I~ の経営分析一総合政 I~ のゆくえ 大内ノ).偲JI:功縞
f 日本~!1:来年報第 36銀 民協四十年一 j切符と現実ー』御茶の7]<'f 民、 1989 
年、 S3ページ。
( 39)詳しくは、全向山協rlJ央会編 rJ;11~ 合併 Hf:j並ノJ策』、 1986年 l月、およ
び 、 同合併 H(~il対策室料jrいま、民協合併に求められるもの J r出来協同
組作』第 32を第 10~) (1986年 10月)、を参mlのこと。
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( 40)例えば、第 5次延長 it!~ ta合併助成法Jのj白川を受けていた 1980年から
82年にかけての合併件数は95件であるのに対し、空白JVJの83年から 85年に
かけては58(!I:と少ない。
(41) 1985年に開かれた第 17回全岡山協大会では、 「総合)J発fOTiをはかる経営




( 42)三1]児、熊本以、 I奇]iM、新潟県等である。日しくは、全 1;]1:'1協rl!k:会
合併批准対策宅制 rJ~'l t品合併をこれからどう進めるか J;l ta ~守併の到 i主点










ァト;;I:の課題は 、Hij:i;~ において検討した全国民協Ijl 央会を tl r 心とする系統出導
機関による、全 Iftl レベルでの民 t~ 合併 Ht 進方策の限史的!日1DfJを的まえて、こう
した合併推進のための取り組みが、現実に日レベルにおいてどのような動さが
みられたのかを倹討することであり、とくに、 1910年代 Ilij、1;(Iij市の H与j例区分
に必づく第 UIJUI)において山口thqr 央会によって川怨 ・策定 Sれた合併t1ti佳方
策を紫村として、検討 .x.棋を進めていきた l'0 IjiI ..;.~において lり j らかにしたよ








た先進的県民 1UrjJ *会として 、 宮崎県(常山間 j山川忽に)，Ç づく Jよ J!~ J;~ 協合 m が
推進された‘JT{91J )、滋白川(経済問 ・ ~t: 活閉山却をらとにしてプロック I:!l 1，臼情
想、が推進芯れた 'Jf例)、香川県(広域政協合併の3!IJj主点、として l似 1J:~ I品川想、
が策定されたTJf~J )といった三つのタイプの52なるケースを険汁する。その際
とくに、 ω合併Htjf jj策の特徴(tfli ilの論拠とその背氏、合{)f・椛氾!の内容、合
併推進手法など)、②現実の合併進捗状況やその後の経過、得についてi現行の
資料を使って明らかにしていきたい。
第 2節 1910年代前半における都道府県レベルでの I::~ th~ (';併批准方策の策定状
況
? ， 。， 、
?
1970年 7刀に全国民tarl' 央会によって 11\ された「臼主合併 5 カ ~H 回 J を受
けて、各都道府県位協中央会においても政協合併問11が711f~ よまでに山揃い、
雌j正方策の策定が進められた o }~3 -1は、 -n .l合併 5 カ ~I: 計ji!jj J の 3 1r: U 
にあたる 1972年 5)1 現抗の自I~ju tn ~，~レベルでの策定状況をまとめたらのである。
ここでの特徴として、次のjtTJLi、を指摘することができょうの
第一は、合併の推進タイプについてである。
すなわち、 1960年代(第 nJVI)までにみられたような ζ れまでの行政刻応型
市町村段|哨を12<域とすることをfI標としたfT併ではなく、行政区域を品;えた
広域合併構怨がもli極的に策定されたことである。
表 3- 1にも 示されているように 、広域合併を進めるとした Vのタイプが22
県、さらには行政区域合併と広j或合併とを3W行して進めるとした lVのタイプ、
あるいは当面iは行政区域合fJtを進めるものの、次いで広H0併を進めるとした
rn のタイプまで合めるとの ~I・39県にもの iまり、全体の 8r刊以1-.の l尽において広
J!~ 位協合併が?ぷ lí，J されていたことになる。




後に詳しく検討するように、再川!Q( 1 f:~ t~~ )、滋賀県(1ないし数位協)
宮附県(8 J:~ 協)のように、叫によっては思い切って日山口 la 放を絞り jふんだ
合併拙想がみられるのも特徴的である。
第三は、こうした広域 107 併川想、と同じく、勺 11ケ系統 J:~taがHtj正していた:r ':1
tZ団地借想、J、および行政がtW.i[していた Irl~ 以官民団地税 úlli 計画 j との関述
である。
これら 3つの柿怨が調摂されている日は I8 XI~ j邑!日以と雫休の 4割弱であるが、
とくに、広域合併を積極的に進めている 22県のうら剥摂を済ましているのは、
福島、神奈川、愛知、愛媛、 N，il局、佐賀、幻自i旬、鹿児日の 8仰と少ない。この




災 :l- 1 1 q7 0 1("1: lil‘l'にむりる M r.~ 1“'1' ~ 'f<による(';fIt 1ft j吃Jj慣の前山状況
。fJ1ft: jf! : IJ Iま ; 3 I~ 忽の.""迎 tll 総伐:1 q 9 2 1f ~ 1] l)l ([ 1 9 9 2:(" "月現在
のt{ 7 ・い:伐 I~! U : :J.~ mの 11. :俗lr.Zl¥ 11 1 : の I~ I~ n 1侃u のn1< n 
:況:~の:を附‘(参吟) (診巧)
1 ・ 56 ・ 0 ・ 0 ・ 7 ・ 63
1 : 1 20 : ー : ー : 18 : U 
1 ・ 38 : 一 ;ー・ 3 ・ 41 
1 : 93 ・ ー ・ 0 ・ 10 ・ 1 04 
1 : 未定 : - : 0 : 14 : S3 
1 7 3 ! <- ・ ・ ・ 1 4 ・ 28 
1 : 5 ft : : 9 ~0 
1 : S 0 : ー : ^ : 12 : 63 
1 : 66 ・ 0 ・ u ・ 13 ・ 10 1 
1 : 60 : 0 :ο: 10 : H 
I : 45 : 0 : 0 : 16 : 82 
1 : 33 : 0 : - : 8 : 61 
I ・ 102 ・・ S2 ・ 10
1 24: 0 : ^ : I金~) '1 61 
1 4 3 'ふ 21 ・7a
1 : 39 : ー :ー: 10 : 's 
IV : 100 : 0 : ー : 76 : 2 q
IV ・ 42 ・・ I 9 90 
IV : 6 g: : : I 1 : 9 1 
IV : 30 :ο: (.l : a : 36 
IV 70' ー : 36 : 74 
IV : 4 2 : 0 : 0 : 8 : S 0 
IV : 未定 : ー : 1 1 : 8 9 
IV : 8 9 : 0 : ^ : 1 1 : 77 
v : 29 : 0 : ^ : 17 : 114 
V 24: - : 0 : 11 : 60 
v ・ 21 ・・ 1 4 ・ 42
v : 22 : 0 : ・ : : S : 3 ， 
V 76 ・ ・ ー ・2s ・ 70
V : H : ー : : 1 0 : S 2 
V : 29 :ー・ ・ ・ 2s ・ S 4 
V 33 ー : (.) : 11 : 61 
v : S7 : 0 : 0 : 22 : 90 
v : lor{~: - : 0 ; 1 : 41 
v 23 - ー : 20 ・ 111
v : 50 : ー : ー : 33 : ， 3 
v : 25 : ー : 0 : 11 : H 
v : 1: : 0 険.1-)'1' : 41 
V : 13 : 0 : Q : 13 : 16 
V : 17: :ゐ: 1 6 : 1 2 
v : 23 : 0 : 0 : 23 : 55 
v ・ 20 : 0 : 0 : 20 ; 33 
V : 20 ー : 0 : 20 : H 
V : 11 : ・ー : 0 : 12 : 41 
v : 8 : 0 : 0 : 13 : 23 



























































































































































表3- 1 にも示したように、日.~述合会機能の!切開:化に向けてのポヨ; - 組織盤
情については、 21府県において審成機関が設laされ滞説が進められていたが、
とくに、福井、日間、愛知、愛服、問問、日:白、鹿児J3の 71れについては、審
議結果もしくは 111 問刊行が Ul されている。これらはいずれも、広域山 I~ 合併
(表に示した lVもしくは Vのタイプに属する)の柿似を策定していた引であり、




広域合併椛想を策定した 22県をみても 、1112m協以、 3構想の調整状況、さら
には県:iill組織の挫備状況には迩いがみられる。このことは、 IdJじ広域限|品合併
の推進にあっても、当該の県が間かれてい{，状況や合併の惟進論拠、さらには




1 .宮崎県 ー官民団地情想、に基づく広域 J:~I品合併の1ft:j正方策一
( 1 )九州地域における段la合併の進捗状況
ここで取りヒげる宮崎県をはじめとして、九州は、勺 H寺山 t~h 合併が相当程度
進んでいた地域の一つである。
表 3-2は、沖縄県を|徐く九州 7~，l における総合出協数の tftl移を示したもの
であるが、 「山 I~ 合 併助成法」が :lill 定された 1960年代以降、順調に山 Ihh 合併が
進んでいることがわかる。とくにピークを形成しているのは、 ーつには、]960 
年代的平であり、 「位協747併助成法」の制il::によみ行政主惇 J刊の合併 、すなわ
ち、行政巾位一 rfj 町村を区域とした J;~ t~ 合併が進 JiiJ.した吋 JVJ である。 j，"!taの減
少率は九州全体で47%にらのぼり、福岡や大分のように県によっては過半数を






県 ・ 年 1960 1965 1910 ln5 1980 1985 19 CIO 
' . . . . . . . 
間 問 334 117 . 113 96 85 . 71 . 6 ~f. ' . 
' . (65.0) (3. 4) ( 15. 0) (11.5) . (16. 5) (5. (i) ' ' . ' . . ー・・骨ーーー ー骨ー--ーー__ Jーーーーー・ー・...J . .・ー ー・・ー__ J・ーー・・ーーー_J・ーーーー・ーーー』ー-.・ーーーーーー』ーーー帽・・ーー--.  ' . . . . ' 
{在 1句 132 81  52 44 41 . 34 3 :3 . . 
(34. 1) .(40.2) ( 15. 4) ( 6.8) (17. 1) (2. 9)  .. . . .
ーーー-ーー ー ー・ーーーーー唾圃ー，・ーーー・ーーーーー・ーーーーーーーー・・ーーーーーーー・曹.ー・・ーーー-ーー・.・ーー--ーーー.骨ーーーーーーーーー. . ， 
長 的 196 131 119 45 42 . 41 40 . . . (33.2) . (9. 2) . (62.2) ( 6. 7) (2. 4) (2. 1) . . . . .
・ー・ー ーー ーー 畠ー・・ーーー・・ーーー-ーーー・ーー・・ーー ，ーeーーーー・・ーーーー，eーーーーーーーーーー-.----ー・ーー・ tー・ 4・ー ... . . . ..骨骨骨ーーーーーーー
ー . . 
i白 本 342 . 117 . 168 152 141 ' 132 83 . . . . . . . . . . 
(48.2) 
. 
(5. 1) (9. 5) 
. 
( 7. 2) . (6. 4) . (37.1) . . . . . . 、 ・ー--ー ・，ー ーー ー 曲ー・・ーーーーー-， -ーーー唖ー・・働-， -ーー曲・・・ーー-，圃ー ・ー・ー ---'"，----ーーーーー可"ー・ーーーーー"胃ーーーーーー・ー・・ 4. . . . 




58 50 ‘ . . . . . . 
(55.6) ' (30.0) ' (10. 4) 
e 
(13.0) (3. 3) ' (13.8) . . . . . . 
ーー ・・ー ーー ， -ーーー・ーーーー可ー.... . .ーーーー 可ー ー ーー ーー .... . .， ..ーーーーーーーー可ーーーーーー・・ー・ 咽・・・ー ー・・ーーーー唱ーー・ーー..-ー ー. ‘ . 
号ι会J亨 崎
. ' . . . ' 106 58 . 56 27 25 25 . 23 
' ' . ' . ' ' ' (ー) (8. 0) (45.3) (3. 4) . (51. 8) ( 7. 4) ' . . . ' -・ーーーーー ー・ーーーーーー・ー，ーーーーーーーーー可ーーーーー・ーーー，ーー・・・ーーー・句ーー--ーーー ーー ，ーーーーーー・・・，ーーーーーー・ーーー
‘ . . . 
鹿児島
. . 
229 161 144 . 116 104 . 98 90 . . . 
(29.7) (10. 6) (19.4) (10.3) ' ( 5. 8) (8. 2) . . . . ' . . .  一 -・・ E・E・_._ 一 一. . . . . ' A 1587 841 . 729 549 . 498 459 386 にJ . . . . . . (47.0) . (13. 3) (24.7) . (9. 3) . (7. 8) (15. 9) ' . . . ' 
注1)組合数は、各年度末の数値である。







り、 1960年代後半から70年代lij21~ にかけて顕苦なぬ I~放の減少がみられる。こ
れらの県も含めて、先に示した表 3ー lからもわかるように、県下のI及終 flf票
出t<放が少なく 、思い切った広域合併l!(;逃同士!1が策定 δれたのを〉九州 j也M:の特
徴である(最終目標民協放は、!日間23、佐n20、民的20、熊本89、大分 1、宮
崎 8 、脱児玉i~20もしくは35、となっている)。また、 liJじく表 3- 1 からわか








二つの時JUIに分けることができる。すなわち、 'つのピークは、 19601f:から 65
年にかけてであり 、1960年度未には 106組合であったものが 、65年には 58制作ま
で挫JlHdれ、 45_ 3%の減少不を示した。そして第二のピーク は、 1970 {I:から 75
年にかけてであり、 29組合が減少した結果減少市は 5L 8%となった。
宮崎県における広域位協合併のJj向づけの役;Lリを果たしたものか、 1971(，fに
まとめられた r1 970年代のむがi県位協基本間怨J (以下、 f70年代間想、』と略
記する〉である。これはまぢに、系統位協がilめていた[営伐団地問担、 lと行
政が ill めていた「広域日 J~~ I~I 地終的計画 J を 卜分に納まえて策定されたもので
あり、広域合併農協の削tI\を jiIiじて、 JL~Qt物の/七p.nから!坂元までの-1'.i休i!ilJを
確立することにより県民淀の振興を図っていこうとするものである。
すなわち、 f70年代椛怨』においては、まず位協組織の丙絹成=広域政 Ih~ 合
併の基本目 標として、 「民家所得の増大j と「地域経済発展 への寄与Jがあげ
? ，??、?
られている。そして、この r1;~ 本目標 J を述成するために、 -j也J!北口業経済問、
又は地方生活聞の 111 位ごとに政協組織を再編成し、多!主化 1- る~:Il合員の要求、
地域社会の総合的な箆求に対し、さらには生産コスト、流通コストの大幅な引
き下げをはかる Jことが越本方針として定められている。
このように、目的以における広域位協合併のほj1fjj Z廷は、あくまで~;~ I;~l ]/kの
阪興という巧・え jj を恨底に JJ.ï: えたもの 、 具体的には、吋 II!1 系統 I;~ !~が jffi めてい
た笹山凶地問加、、および行政が進めていた広域白山|司j山を 1分に附まえたもの
であるというところに 、第ーの特徴があると 3えようけ、。
第二の特徴は、先の点 3- 1 でも示したように、 Jl~ J!~ I;~ 協{'; {)t.のHtjfと()f・せ
て述合会問題に間隔的に対応したことである。この 1.'i..については、 f 701l=-代情







すなわち、 『宮崎以伐Ith組織 TIJ編成「総ぐるみJ!lt j住運動捜綱』を定め、県
段階においては「山崎県民 I~t:!l織再編成惟進本部 jを設問する乙とにより、推
進体 mlJ を光夫さぜるとともに 、 合併し| 棋地区段 l軒 、 現U する I;~Ih段|併において
も、地区台()f!I[巡 I~，t出会の結成や合併1Ifilfi研究会を設問するなど、ニr.旨の徹底
を図るとともに、広 J~官民団地情想、との調樫を図るために、リ~および mn1r .j:;Jと
の述的体~j;IJを強化していることも大きな特色である 14JO
このようにして宮崎県においては、 rltl 倒的な Jl~ 城山 M~ 合併 Ht 泣に取り制l まれ
た結果、 f持怨策定時点では 56あった組合数が197 7 1T: には 25制l~ と半数以下に減
少し、急速に広域 ~I~合併が進行した。とくに、 1975午に誕生した都域限i:~
( 1市 5Ir、JE組合口戸数15.000戸強)、 I974年!こ誕生した小林地区民 16h( 1 
市 1If 1村、正組合員戸数8.000戸強)をはしめとして、随牧市町村をtT内とし





明らかにしたような、首位団地問怨の Htì1tを IMI とする J;~if1の振興、産地体f!iIJの
強化という点、を論拠とした民 I~~ 合併 tf~ 進方策の限界が、ここでも不されたわけ
である日10
2 .滋賀県 一経済問 ・生活闘をIMIにしたブロック際協出想、一
( 1 )広域政協合併情怨策定の :，I.r{~
j並賀県においてら、 1960年以降山 I~ 合併が急速に進展した。すなわち、 1 965 
年度末には I86組作であったが、 701r広ぶには62斜10にまで幣11 されている(減





会組織再編ビジョンの原型となコた『滋賀県民協長JVI~.出先日 j (以下、 『長期間
怨、』と略記する)が川口協中央会をrl1心とし てまとめられた。
この椛itlのとりまとめが始まったのは 196 7 ~I: からであったが、その 1噌山 - ff
R として、①組合員の児質化 ・ 多慌化に {'I，い、 j切符やニーズを I:~ t~h が集約し切
れなくなってきた、@手i-tZ面及び生活而において I~J Jj[な山協の可~;ß展開が求め
られてきた、③②を tl1 う優秀な人材の確保が従来のれ I~ の体制では困難である 、
@全図的にみても、全l五l.i!l1立j妥J[I人問題をはじめとして r1j編問題が遡 tにのぼ
っている 、といった3百dlカfあげられている 'IJO 
とくに滋ti県において、これから述、べていくような広域=ブロ yク民協栴先日
の策定に際して主視された状況認淵は、のの点である。すなわち、 『良}切J間五!J
においては、 i (滋 rl!尽の I;~ t~ が)肝決を辿られている J，ç 本問題 J として、ま
ず第ーに「組合員各府の期待に十分応えていないJという点を指摘し、とりわ
け、 「組00段家の分化 ・見町化によって組合員のJV待機能が多織化 ・高度化
した結果、位協の機能耐の弱さが I~ι ち、 'Jf 業や運針に必j する組 0fl の欲求不
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前や無関心、厳迫感が J~1 大してきている。 J ことをあげている'軒。
そのなかでらとくに、 r 11!l 1ι~ 米の民主1:{(. .流j辺機iEの弱さ Jと同時 1;こ、
「段家、山村の消n1: it!面の幻WlJI;~ 大に刈する機能発仰の弱さ J 、および「川
市化、雅楽化の苦しい地域需要に対応するサービス機能の点熟さJが、れi晶が
抱える致命的な問題点だとしている。要するに 、当[J!t滋口県がほかれていた地





く山協を作るためには 、 「山 Ih~ の 'J f 1~ 、終日を安定、 IJ文民させるための j自 Ir. ).J 




まず、広域合併の論拠を r1見業聞に対応する山菜面活動体 il~1 の揃:IL Jと i~J: 活
而に対応する生活問活動体制の献立」の両日tIlζ求めたうえで、合併位協の現政
決定を検討している。
前者においては 、 r I;~;住地 Jd: の分化とその 'I:M動向に対応するため 、 段業問
( 2地M:7地帯)を rjl心にその地域の個性を生かした対応を jき択し、機能的な
合併をすすめる。」とされ、① tíl~iIJ化地域の組織化対策(とくに大作 ・湖i拘聞





てくるだろう。これに対応するため、各地 J~% に適応する I:'~ I~ の生活而活動の組




広 j或生活問 日常生活聞 j処/，'，I，il j 1fT H 
1.東南部地域 1 ) 大沖地区 ① 大iHIlj 
柑H打地区 ② 市iHiIJ③ 栗東rn
@ '}lllIr 
3) 1[11地区 ⑤ 巾内lif @ 水IIlIf 
4) '1
' 
i~HJ由民 l ⑦ 近n八帆di
5) '1'部地区n @ I¥rlmm 
一 -. 
2. >l 北部地域 r，~j*j出区 ⑨ 彦m，li
湖北地区 ⑩ 長浜市 ⑪ 米原町
月間け也域3. ~ 8) 湖西地区 ⑫ 今tI'.IT
資料: 滋賀県民I/J艮JUI構想、委口会 ・滋賀県民協rlJ央会続r長期構惣 第 2部』、
126ページ、より引用。
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これらのぬ業問と生活問の考えブJ と L~~下の尖 fE をもとにして「総合経済問 J
が示され、それに]占づいた Il~ J或山 I~ 合併に対する J5・え方が次のように提示され
た。
すなわち、京市部地域は 、 自I~ Ilí 化地域(大 rH ・ 湖南悶地域)、 jffi 却j 兼業 j出 J~
( rp白地区 .ql ;~H 地区 r )、および純山村山 J~~ (1
' 
，~O也ば II )からなり、以北
部地域は、剖sm近郊地域(彦制 ・長浜悶j也MD、j邑iリIJ}m ;;j~地域( 1，砂j東地区 ・lNJ
北地区)、および純良村地域からなる。さらに阿部地以は純山村地域(湖沼地
区)として位門づけられた。
このように、 jよ J!lt経済問を)，~'MIとすると以下 7山協ということになるが、た
だし、都市化や経済問の広域化が-Jfjすすめば 3出協、叶i而の漸時的移行を巧
えれば、うもの 1'，:i~' '1: r.~聞を'1'仰とす7.> 8 J;~~ 1thとすろとされている口
以上 2~するに、 j円大すみ郊 11 H ~r! ;/~ J;~ 京、さらには (f(~ キ11 i" [¥への対応という
観点から、官民ifIから設定芯れた民業問、および生活而から投定された生活悶
を県内いくつかのブロックに l弐分し、これら二つが章なり合う部分を広域悶と
して、それをらとに県下 G.. 8 J~~ 1th情想としてまとめあげたわけである。
滋賀県における広域合併問先日のさらなる特徴は、当而は引)~的に考えて以下
以J:l協を推進するとしながらも、長則的 .J，}終的には、県ド 1 J; '~ 協(本(l;IJ への移
行を目指すとともに、単1th-全IElj主という系統組織 2段階i!，IJをも展望している
ことであるぞ1)。
すなわち、 「広域経済問に対応す7.>E"ll~ の新しい機能|泊先による組織化対策 J
として、県下数民|晶 、 県 fJ 総合 J;~ IGh、県下'Jf]/~別咋門 n I~~ 、といった広域合
併術想が考えられるとしながらも、 fそのJjFIJは、当面、滋賀県民協の再編成
をつぎにのベる l県 l民協的体制の確立をはかりながら、 jミj倒的には対外脱下
jJをより強化していくために、フロック杭が1i!s H~ 氾1 を合む系統 2 段階:j;IJ をめ tf
すべきであろう。」とし、体il'J椛立へ向けて次のような奴胞を示している。
①日常生活図を中心とする広ln，¥:合併のtf(;jfi。
②民業悶 J.9)(にもとづく全県作日日Ij~産販売一.{'1体 ililJ の冊:立。
③物的流通体系の全県 1Jn I必体:I;Jの旅立。
④情報管理体系の全県 1J;'~ I~~ 体 WIJ の fí(r; 立。
@位協職員の全県人事管内体:I;IJの確立。
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さらに系統組織 2段階H;IJについては、広域ofJt J;~ 協の体 ~ljlJ が椛想、どおり町立
したという前促のもとに、、lr業別に次のような当時としては非常に詳細lかっ大
胆な組織再編のビジョンを示した。すなわら、①経済'1T取については広域m協
ーブロック辿もしくは広域'1'l，u -全同|述、 (2)(三JfJ・共i!'~H Xについては、広域
!1協ー全悶述、③rlJ央会については、広域IpW， ブロック '1I央会らしくは広域
mt~- 全問中央会、という方向である 。
日下 1I;~ 協 m :V.!については、枠制!な検討を 'liJ((で述べる汚川県のケースに浪
るとして、 iJJ.J~ 似のようにキ110 n ニーズへの対応と I;~ ~~ l(fl・'1:川問をi憎まえた
広域= ブロック民協tfli怨は、{';{)t t佐進の論拠という点では傾めておい妥当性を
有していたと言える。しかしながら、 1970年代において合併が実現したのは、
米原町農協(1970年)、大iIt rli 位協(1975年)、甲賀郡山l，u(1978年)の 3('1: 





3 .香川県一広域政協合併の到述点としての 1l尽 1 良 I~1，Yi旬、 一
(1) 1960年代における広域伐協合併の1ft.i[ 
香川県における段!&~合併の取り組みは、 てつの 11寺Jtfl に灰分することができる。
すなわち第 lの時期は、 r Wlt~ 合併助成法 J が制定された 1960年代( 1 961 年
から 68年頃まで)であり、 “集rjl受雨的"とも7われるほどの県民協中央会の
強力なリーダーシップによって、全国 (I~J にも fJi をみないほどの広域政 ta0 Otが
推進され、実際に多 く の広域合併伐 t~ が誕生した。そして釘 2 の時期は、県 F
1 I;~ 協構想、の検討に若手され、問想具体化に向けての勤きが活発になった 1970
年代前半の時期である。
まず 、第 lの1与朋における広域山協合併批准の経過を概聞しておこう I1 2、。
検討が始まったのは 196Z"F 5月の乙とであり、 「吾川県出 t~ 組織繋備委門会 J
が発足し、ノド絡的な段 IU 合併および県述内会ら含めた組織t~ 陥についての m :t!.!
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策定にどf手芯れた。この委只会では 、 J:~~ J~ ;調査、抗日調布、盤的Hfi.iit、県述i世
備のIji部会が投けられて検討が行われたが、その結果、 1962年llJ] rd川県位
協組織館前の川本方針J (以下、 r aC '*J針』と略記する)、ならひに『本県
出t，u~:Il ~~\1 :ft {1mのための的対立L8 (以下 、 『的対策』と m品目する)としてまとめ
られた。さらに翌日年12月には、香川県民協大会において、 j!I!動のj点本方針と
して広域合併の推進が決議されるに支っている。
r ).cぶ方針』では合併1ft進の論拠として 、 「今後のC23iのあるべき資を佼京








地区内の伐 I~ 及び競合団体(出 i::í ~:n のなど〉のすべてを統合する。また 、
合併後の J規模はおおむね正組合員戸以2.000-6.000戸とする (fm進期間 :
1963年，.._67年度)。
② 県中央会、述合会の役口は共通とする (1963~ドの{党内改選 n寺に実施する)。
③ 経済辿と悶芸述は競合機能を一元化する (1966)下位までに実施する)。
@ 経済迎と IlB畜iW.ilは統合する(1 961年度までに実施する)。
このように、当時としては全肉的にもISiを見ないほど傾めて具体的な組織設
備ノ5'~ I・が示されていること 、 しかも、_1:1京地形成を M限とする股協の'日/;!i而活
動の活性化を)，C本として、市町村焼1去を..t!&える広I成合併問:ti!が示されている乙
とが特徴である。言うまでもなく、当日5の全国レベルでの作併批准が行政主導
型であり 、 したがって行政=市町村区域を巾位とした合併山 I~ の!lIJH¥であった
状況下で 、合併梢想民協のすべてが行政灰域を越えた 、いわば l産地 l総合出






『香川県民協合併 5カ年計阿』にJlIJって翌6~ 1f~ から集中的な合併位進が行われ
た。その方法は、あくまで統済 j也市別に地域を限切り、終消 (I~J 条 ('1: が同じ j也域
ごとに農業;11"両を作ったうえで、それを山地として J;!~ I~ 合併を進めるというも
のであった。
その結果 1969年度末には、 o(Jf取り組み開始時の 1963年には 183あった総合lA
協数が、 47組合までに集約された(その内訳は、合併伐協 27 、点合併山 I~ 20で
あり、合併参加組合比宅は 89% であった)。また、このほ j立 j@ft:のなかで、 [~t[





ーダーシップ機能の発郡であり、とくに、 I1J央会、 il合会役目によるi"i{}f: H(: il 
に向けての総動員体制のfr'(r;立である。合(Jj・がピークであった 1965年 8月から3担
66年 3月にかけて、最重点JUJIHと位置づけたうえで総動只体:I;IJを仕組んだ結果、










併 J;!~16hをさらに集約化きぜて、県ド 1';!k 16h桃山が検討され、実現に向けての情






広域合併の集qJ的批准が一段落した 197 1 午 4 月、再川県 C:ll~組織強化審議会
は、 「以下院協の機川、官業その{也諸般の現状を巧・えてら「とも明ましい協同
組合組織のありえJはどうか j という諮問を受け、日下 6カjijr(6 1:1) における




別、 T~ ~~別の専門機関と総合的な意志、統ーを図り、れれノJ を印:保できるように
組織する、⑤主要段fiEについて自己完結の能力をもっ、というものであった。
その後、この rjJ間報告を受けて、包，-J:~ . ~t: (6・1T~と ・ 抗幻 . ~:11 級 . t); fliJ 対策
に|刻する部会が設i1され、検討が京ねられた結束、ついに 1973年 10月『存川県
単一段 t~~訴本情氾!J (以 F、 rm一良協情想、』と略記する)がまとめられた。
以下、その内宮と特徴を概観しておこう。
( 3 )県下 1J;~ I/J川怨の E袈内容









合的に経営されているにもかかわらず、これを ~I日元する以述、全 [kl .iillが市業別
の専門述;であり、作々の符 'j3・の主権者が児なるため ~11ì光峨 iiE にそごを生じ易く、
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機能が合目的に{動かないことがみられる j、ということである。
第三に、 「事業出動が同開他企業にj七，['.えして J;るものがあること j である。
すなわち、 「山協の組織は、制1~ F!の零t:1IIなとtpn 7，r;動と写*1な生活活動の阿




すなわち、現在の山Ithは規股が小さいため、 'ITJf~機 fjE を j茎行するためには、以







これを受けて、 「山協組織が仰えなければならない機能」として、 r J:!J~ ~I: 
産協同体の機能』と rI;~ 村生活 IthrJ (.本の段18iがあげられているか、言うまで
もなく当時の全閃レベルでのの併推進の愉!処、さらには許川県が抱えていた出
問題との関連から4・えれば、ノ)J.'.iはlij者 μある。すなわち、 r J:!~長也詑の ~11i完 ・
強化機 1iì~Jとして「①作回目IJ市場対応と陀地問競争に対応するための宮口問地
の計画、造成 、 官用機能 、 ② 'l:~ IJI~ll司 j由造成および問別経符の企業化のための投
資機能、③営12団地および個別絞首・のための情報、技術サービスの間能、@首
位団地およひ.個別経包・のための余地、流通、 J~ 7~ の段1ì~ Jがあげられている。
さらに、 「強力な流通機能Jとして、 「強))な作fI別 IljJ1，1 対応、ノ]と陸地問賊下
に対応し、有利な版光の実を挙げるための流通、加工、J1易の機 fj~Jが強調さ
れているのである(1ド。
このように香川県における II;'ll~ 椛怨が、 I;!~ 1.邸機18の自己完結という点を一
つの柱としているとすれば、もう一つの|七i1、経営竹内機能という点から t1一
段協のあるべき姿を描いていることであろう。すなわち、 「単一伐協総合経営
計画」として、 「組織計画J、 「佐官官rlf1~I' W~ J、 r 'IT業計画J、 「 財務官 J~!
計画」の名項目にわたって詳細に検討されているのである。
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さらに支所については、 25""""3 0の総合支所と 18 0l7:伎の文fifiを設けるとしている
ことであろう。その内符は次のとおりでみる(医13-1を参照)。
すなわら本所機川については、事業部:I;IJ (タテ;刊)と機能別編成(ヨコ古1)
を{)f:川し、 1.企i山j~'r- f'I!本郎、 2. 総 4完本部、 ~j . (~;川リ 1・波小;;耶、t1 • ) I~ r/'i '1・;{3A>: 
部、 5.生活事業本部、 6.米殺TIT;長本部、 7. j'J県fIr業本部、 8.帝政*;/l本部、
g. m両UZ機 Y作業本部、 10.原住τIr業本部、 11. li! ~~.'n 業本部、 12.~~:t 市室、の部
門を投位するとしている。また、文jiJr機椛については、!日 Fを祁合員戸以3.00
0"" 6.000戸の地区に分け、総合支所を設ける 。 そして、総合支所は支所の総合
竹間にあたり、この1'1rH p< j~ を地域迎宮委 n合、役日 ir1 ~H 会議の J，ç (1，1; I天城とす





こうして、県下 1I;~ I~ の尖現に|臼j けての叩怖が向日j に jffi められたにもかかわ
らず、ここでもやはり、 1973年の石油ショックに伴う伐協運動の路線変史ムー




























????? 総合支所 〈眼下約;s 0 夕方Í;{t!;.~) 1， J 5 0名 ~5名><=0均i= 1，:$50名
~ m (以下れ 180ナ所忠之) l.:S O 0名 ???? ? ???????
_ . . 
ノ弘， . r:. 1 2 3.0 0 0各 制む伐 91.500名 制合員~ 1S巳斗









団地椛怨に 2J~ づく段 t~ 合併推進方策の市例として目的県、経済圏 ・ 生活圏をも
とにしたプロック良IhHli :tftの*例としてj佐賀県、そして広i決合併の王IJi主点とし
ての川下 IJ:!.I.品川:日の市{9l1として件川以でああのいずれら川忽レベルにおいて
は十分に検討されたらのであり、J1~凶行()j:HI~ j且の I~~ J処と心 r):は j-分に説得 )J;を
持つものであったと三える。しかし、残念ながら、いずれのケースにおいても、














真の怠|味での系統股Ihによる r1: 1: 0 (1f・jの展開にとっては 、営C2而活動のみ
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j足度の差こそあれ、現在の口 I~~ か「地域協同組合化 J を日 jH さぎるを íU ないよ
うな状況の下では 、当然こうした合併の敗退論拠が求め られてくる。実際、現
在合併が急ピッチで進んでいる =.fi県における作 ()j:tfs. ilの論拠も、こうした泌
賀県における巧・え }jに近いものであるが '♀い 、この場合とくに主要であり、か
っ困難を極めるのは生活問の舵定 }j 法であろう。 I;~ I~ の市議活動にとっての
「生活」の中身についての詳*1な険討はもとより、当該地M:における交通条件







論の行く末として、こうした 1ftl 1 I:~~ I~ t ，r-氾!は、これからますます検汀探題と
してのぼってくる可能性を刈っているは2)。とくに 、TIT'.!I~ の作 Nl 化 ・ 効耶化と
いう点、では偶めて強い説得ノJを持っているだけに、香川県において詳しく検討
されたような経営管理体制のあり }j、さらには位協の事業活動の基本をなす組




( 1 )当H寺の柿想、レベルにおいて、 1組合当たりの IE組内只戸数が大きい県は、
滋賀県 (14，533戸)、愛姫県 (9，422戸)、大分以 (9，174戸)、宮崎県
(8.622戸)、岩手県 (7.757戸)、埼玉県 (7，095戸)、等である。
( 2 )熊本、大分、鹿児山の各県は、 1985年以|昨合併のテンポを，"Z_J，j主に 1:百めて
おり、この怠 l沫において、 ~i{E は第 3 のピークを形成していると宮えよう。
( 3) r 広峨営段同地税制 ~I・ IITij J の 他に、同じく行政側が 1960年代後、I~ から進
めていた「民法経済問焼。IIì Tn:~ J が、広域 I:~I邸内併の進展に号えた防相?も
大きかったと思われる。こうしたわが [~I における広域良業政策の展開過程
については、能美;戒7苛 f広域段業管lP:t;命』山林統計協会、 1989年、第 271、
に討し t¥ 0 
また、太田原尚I{1 氏は、九州地域における 1:~ I，~~ 0 01:のj並行状況について、
「 川部対応説 J や 「行 政対比~ J>~ Jに対して、 r p~:~ J也対応説 J に)，~づく山協






I~ そのものが政策に.i1!勤しつつ産地形成を1Uってきた J ことが、九州地域
において農協の広域合併が促進された理山でぬる、と述べている(太田原












'，1.くから共通役nf!iIJを実施広H，}'! I~ 0 (JI:の批准と j自作したこと、第三は、







r J;!~ X I~h I口j組作』郊 19在郊 7号
長崎県民i邸中央会における合併1:jft体:!iIJ
r ~n 実にすすむ C2 協合併と長的 l良博怨 J




























( 6 )滋賀県民 I~ 長lUl 椛忠実民会 ・ 滋賀県民 I~rl1央会均 ri.該自県位協長期出怨
第 1m~ 1.銭 f~!J;1， 1:~ 協の動向と前而する問題点J 1970年 10)j、 2ページ。
( 7 )岡田虫倍前 r1.並白山における民協組織再縞成のピジョンJr出来と経済』
第~3告知 10号(1 977 年 10 月〉 、 13 ~ 14ページ。
( 8 )滋賀~，~ 1;.~ 協民 JUJ 山氾!委員会 ・ 滋何日山協 rjJ 央会科i r Ii1J _1:11;:;P 2 {';j~ 滋賀
県民協の~題と対応』、 2- 6ペー ジ。
( 9 )滋れ県民 IWi長JUI川也、委只会 ・滋賀似民1/，t巾央会側 H1JI:-;!J!:r; 2 siU、12
1-122ページ。
( 10) 滋 nMl~! 協艮 JUJ 附怨委口会 ・ 滋賀県民協"，央会編 WI司 1: 件第 2 部』 、 1 2 
4 -129ページ。




会編『政協合併t!~j1f tr'l fi j第 8号(1984年 2J )。桑原iE{3M「行政区域
を越えた大型合併ー呑川県綾歌間部位協の思合 J r地 1:J第20巻第 8号
( 1 9 6 6年 8)J)o7iXlI臼明JJ~Ji :;1}，記念事業会編『白[lI~h!;羽:9}J家の光協会、 198
0年 、2fiJ17:t。
( 13)共通役目のrl'lT定数は 24名とされた打、 これは合()I・1関口協数に合わせ
たらのである。
( 14)日家 rI ij H:ltl~~ J、35ページ。
( 15) こうした4・え }jの発東者は 、当時県共通会長であり、かっ令同政協rlJ~ 
会の会尽にも就任し、合併惟進のために全国的にも強力なリーダーシップ
を発印していた泡 JJ~ ~Vj 男氏であったことは台うまでもない。
( 16) 香川以伐 I~中央会制 rm一位協構想、』、 26-27ページ。
( 17) こうした発怨は、 「機能の自己完結j 、 rrJ己i't(1経包，.Jといったキー
ワードをもっ、 I99 1 年 3月の総合審議会答 rj;fを 20年も lijに先取りしていた
ものであり、.Pr!くべきことである。
( 18) 香川県出協rI'央会制 rfij t日IF~ 、 31-32ページ。
ー 74-
( 19)香川県民|邸中央会編 rIlij jQ ;If j 、36""_4 1ページ。
( 2 0) ここでの事業本部一総合支所一支所という経営1'1Jl1而における柿忽ら、
近年広以合併民協で採灯j が ~J られつつある、ポヨミセンター- J，~幹支所一一
般支所、というスタイルを先取りしているものと芦える。







えで 、合併山協の規模については 、 「巾に行政規棋にこ ιわることなく、
同一の経済問ないしは生活問を範囲として、社会経済的坊に迅速、的確に
対応でき、地域段業の振興を図り得る.lQ校 j (被線m符)を設定している
(三電県民i邸中央会編 r三m県伐業 .nlaの現状と課題J、1985年11 jJ、
1 29ページ)。
なお、こうした三前日における伐協合併1ft進 }j策については、小池恒男
杭 f 現段階における C~ Jt~ 合併に関する ~Jf 例分析 J 全国民 I~~rl'央会 .ti ~3 1}n 
発研修センター編『伐Ith合併に関する判官研究報告市j 1989年 7月、第 3
72、 も参Jl.({のこと。
( 22) 最近になって、いくつかの府県で県下 1t:l協柿惣についての検討 ・策定
作業が行われているが、目的以と同じく(，'，くから広域合併に苛手してきた










つあり、 ~nf~Pfl 央会によっては思 t、切った広域合併椛氾!が策定される等、新
しい!1VJきが各地で見受けられることはl況に述べたとおりである'い。



















トの羅列ではなく、合併そのものの今日(I~J ぷ Lぬを、経済 . f_I:会的な情勢変化の




( ~n 位: %) 
必要あり 必要なし
. . . 
1987 . 1990 1987 1990 . . 
合併任 合併している伐協 75. 9 85. 3 24. 1 1 ~. 7 
!肢の(j 同合併している山協 64. 1 73. 8 35. 9 26. 2 
1m 合併していない山協 85. 7 89. 7 1 ~. 3 10. 3 . 
' . 
H9戸~ 87. 7 ' 92. 7 12. 3 7.3 . . 
正組合 500 ~ 999 8 ~. 7 . 91. 9 15. 3 . 8. 1 ' . .
日戸数 1.000 ~ 2.999 77. 0 88. 9 23. 0 . 1 1.1 ' .
現|史 3.000 ~ ~.999 51. 0 83. 2 49.0  16. 8 . 
5. 000 ~ 43. 2 66. 1 56. 8 
.
33. 9  .
‘ . 









まず郊 2筒iでは、 U2協{J{)I:をめぐる山本mJ泌を姉 iれするために、出 16h{'; {)f:愉





第 2節 f:~ la合併の|世liJ，g囚の検討
一合併に('，'う組織ノJ低下への懸念をめぐって一
1 . Jl~ I~ 合併反対 ・ 悦頂論の同検討






ことは 、j況に明らかにしたとおりであるが、とくに i走行・は 、民協の組織力を強
化するために集落(伝統的な「むら J)としてのまとまりを応弔要視し 、その
機能を再評価しようという所論である。したがって 、そこでは当然、協同組合
における「人的結合j としての側ifrIが強制 .Tf[仰されているため 、政協の組織
規伎が大きくなればなるほど 、すなわら合併がjfめば巡むほど組合と tlfi員と
の距離が泣くなり 、人的結合の[立合いが弱まるといッ :1:~I (が行なわれている。





現実に進展する山 I~ 合併を「資本の論JlTI J 主導によるらの(= r現実型j のぬ
協合併)であるとし、そのHt.i[に持 f~ を I!日らした甲斐武宅氏の論稿に再度注目
しておきたい。
甲斐 Lえによる問題民起のJ:史な点は、 i J;~ I，~合併の制限決定は多版なる~!Vl を
考慮する必要がある」としながらも、 r 100パーセント市場支配を可能にする完




えで、 f らし段 t~ f'i併がこのような f資本の論JillJによってなされるとすれば、
・ (中断) … 経過的な迎疋 m~史論活はナンセンス J (川である、としたことであ
った。そして、当時進展していた山i晶子、:併を[剥1011不(EJの I形式的民主 I~
義の強制|であり、 「経営:1:!民Jを押し進めたものとして批判し、 「真に協同




あるとともに 、叩変氏のきう I人的結oJ\~J .1のぬ I~01JFとは、 「円的別、職iE
別に人的結合の手1Iを広げて大衆的な協同の迎 ~11j で対応するしかないことを組合
員の rm互啓発』で動機づける J t~，)、といった表現に ~;i，1 的に心されているよう
に、 J;~: t~ 合併論を一日の I理念論もしくは迎則論に j!Jいやった!惑がある。むしろ









まず i~ t1 - 2 は 、 ボ合併 J~1lth が仰いている fT 併の m '， ; ~ ，}~]閃を w 放阿答を附ま
えてaHI・したもの(i 1t肉j立J)と、 i肢も ，]'};}なもの(r 1位指定J)とに分
けて示したものである。 これをみると 、配かに rm姉!広.のfafT、 「組合nの
組合利川が不便になる可;の懸念、 J (63.1%) や「キn{7 1iの，む思反映が雌し くな
る等の懸念、J (~8.6%) といった組合員と組合との距雌が泣くなることに関す
る問題点の指摘率は日い。ところが r1位指定 j となると、これらの問題はご
く少数の川合にとどまり 、むしろ '-1見l係車1í^ì川の 111 務不 J~J ~lÍi や f~JミキILi^ iの反対」
(39.4%) 、 「旧村感情、 j出l!X!己主的、あるいは行政o{Jtのしこり I(11.6%) 
といった 、合併に関する組合や地以内の訪市仙の問題の指摘率が日くなってお
り、まtFに合併論議が “総論H'点 ・各論反対"のi或を1¥ていないことがわかる。
ぎらに-t-<t1 - 3は、 f 合併を必要とする山 I~J が JUIけする合併成果と f合併
経験段 II~Jが現実に指摘する合併成果とをボしたものである。ここで注目して
おきたい11は、 i JVIf与される作。1:I点忠|と「別定の{7(JI: /J文民JとのmJにjfEIlll~ が
認められることである。すなわら「現実のの(JF成果」としては 、 「的施設の拡
充 ・撃が日J (39 . ~%) や「信 JTJ ・ 共済事業利聞の拡大強化 J (37.1%) といっ
たハード而 ・事業前を中心に指摘されているのにあjして、 打倒的される合{Jt成
果」としては 、 「人的体制の強化J (0.4%) や「白山生活指導、名将相談機
能の強化 I (44.2%) といった、とちらかといえばソフト而 ・組織田に関する
指摘率がI:.5いことがわかる代、。
つまり 、 これらの;問先結果からわかることは 、伐 Ih作(JI反対 ・似曜論で指摘
されたような人的結合面での問題が、合併m符の決定的要因とは必ずしらなっ





しかしながら、 f現実の合併成果j において 、 依然としてハード面や金融





i行 jl:~J 皮 l位指定
組合員の組合利用が不便になる写の!出念、 63. 1 8. 4 
関係組合 11日の財務不均衡や f~H組合の反対 62. 7 39. ~ 
合併の必要性や合併効果に対する関係行の疑問 53. 8 10. 0 
組合員の芯思反映が難しくなる等の懸念 48.6 4. 8 
IU村感情、地域感fJj、あるいは行政fV併のしこり 35. 3 I 1. 6 
関係組合間jの屯点事業の相j!l 31. 7 4. 8 
役目ポストの減少にあjする符?:f諸問の懸念、 30. 5 6. 4 
山活面活動がおろそかになるとの判l(7 ilの懸念 27. 3 2. 0 
経済圏や地理的条件の伺迩 26. 9 3. 6 
本所の所花地や支所設定のありノJの問題 26. 1 1. 6 
rlJ ~会の合併指導の不徹底 1 6.1 2.4 
地 j!~ の U2 業生 m や自gdi化のf.:1丈のIj芸 I 5.7 2. 4 
合併に対する行政1iiからの助成の不 1.分さ I 2.9 1. 2 
関係組合11の労働条件の出迎 1 2.4 0.8 
内部統制lの困難化に対する懸念 8.0 O. 4 
県内の合併出協に下本となる政協がない 7. 6 。
幹部職員の合併後のポストをめぐる忠; 6.0 。
注 1) r 政協合併に踏み切れなかった J~n lJ'は何か j という問いに対する|石1さ
結果である。
2 ) r指摘皮Jとは限数ドl符に基づくもの、 . 1位指定 lとは最も主要な
ものとして一つだけ回符して得られた結果をそれぞれ集計したものであ
る。また、 r 1位指定」の合計が100にならないのは、 「不明、無阿答」
のO.2 (常)を殺せていないためである。
3 ) 正組合員戸数規模を XJ:・2して (T立に111¥した全同825組合を対象として 、
そのうら集計りfil?;であった 600組合についてまとめられたものである。
資料 : 践活開発研修センタ が 1988 年 7 月に尖施した伐 I~ 合併に|刻するアン
ケート調査結束に法づいて作成。
なお、詳細は、全国民IlzplJ央会-m業開発研修センター編 rJ; '~ 協合併
に関する調査研究報告で}J J 989 'rF 7丹、第 5 ì~ CjミiTif三也前〉、を参照
のこと。
-81 -




「合併を必叫と: f0 fJ!:符!股山 I~J 
する政協JがJV:か現尖に指摘する. 
侍するのot-成果:(';{)f:成果
人的体.mlJの強化 4 7. 4 2 2. 9 
営民生活指導、名抑制談機能の!強化 4 4 2 2 8. 7 
信月J. ;!左前rJT;t~純 IJII の拡大 ・ 強化 3 6. 3 3 7 .
1'1己汽本の光'jミ 8 :-1. 0 2 7 7 
l仮ゾ己ノJの!泊:化 1 7 o 2 O. 5 
諸施設の拡ff， .挫(Jjli 9. 2 3 9. 4 
資産管理1T]s実施体制の拡充 ・強化 4. 6 3. 5 
生産部会組織の強化 4. 3 1 2 3 
各招組合口組織の活動強化 1. 8 
注) r合併を必要とする民協」、 「合併経験 I:~ I~ Jのそれぞれの合計を
100とした数fIf[である。
資料 : 令国民協rl'*会編『民tJの活動に関する全同一斉制官報告i!fJ1987年
版(1 988年 3Jl )より作成。
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では実行が燥しい、という状況を示していると訂えよう。
第 3節 J;-~ I~ 合併の今 U 的怠義と法本的課題
1 . t~ tl.~合併の今目的芯及
U2協合例:の立.民については、従来より政協(1fJi: Ht jfG論という Jf3でほ起され、
それぞれの1I，'i代的'，'fJ;tの1;(3~M!~ を受けつつら峨々な j巳で論じられてきた t 引。ここ
ではその代表的なものとして、武内哲夫氏と/]'.長t築次氏の愉41を取り上げてお
きたし、。
まず武内氏は、 J:~ I~迎到の革新を灰盟するという祝勺から w必変化に対応す
る民協そのものの的極的対応として、広域政 I~h 合併の主要性を論じたが、そこ
では合併の芯特を次の 4点に求めている (10、。
すなわち、①「組合 n サイドにおいて小規校の均 fT に H_~{[化していた偶別的
なj倒待が、…(tjl略)…組織化された期待吋jさとして顕在化する J、@r“資
本 JJ の強化"と“俊れた専門的能力を持った人 (I~J Tir:保"により、f'I己完結性が
I5く責任ある対応を行なうことのできる経営体:1;1Jが献立すみ、@r系統組織
におけあ、 I;~IJU促(I/'の!日川を献立する物的条件 |がうえられる、@)r t出Ju，~社会







正規模への接近または到 i主(迎合組織の相対的 ~11ì完機能の J医院的統合を含む事
業機能能。iii の法 b~条件の確保)、②単位協同組合に求められつつある尚皮な乍
務局機能を担いうる人材の確保 ・ 育成 ・ 活用条件の j~vi (~IT 務局間 ti包技術条件
の確保)、③辿合組織の ?11i完ノ]活用に際しての単位協同制作の 1:体性の確保
〈系統組織における11lJUのJ.:体性の確保) Jという 3点をHH指している(1 I、。
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第一は、組織論 (I~J 芯義であり、組合員が抱える多段な JVIiヴ梢jむの顕花化と集
約化を実現するための条件整備である。第二は、事業論 (I~J 芯設であり、今Ll Jl~ 








以上のような山 I~ 合併の今円 (I~J .む筏を附恕したうえで、合{Jf:を叶該企業(組
織)をとりまく経営経済的現段変化に対応 ・対処していくための巨体的な符'日





ここでの課題は、一つは、 I:~ 1 z~の各吾作業分野における iliJ易(般すけ椛造の変
化に対応するために、合併(，'*l織m般のj仏大)をjfiムて 'l:lUil規模の拡大を






言うまでもなく、一般に資本 il旋的企業のfT併は 、 こうしたけjJ，t;j対応を応大
の目的として行なわれてきたものであるとともに、第 2i;-:において訴しくみて
きたように、 1961年の「農協合併助成法」制定以降批准が図られてきた政協《
併も 、一般の企業合併とは rlij品川J2や中Il織の性杭 ・制限といった加点において
条件や状況が異なっていたとはいえ、 ilij持刈』むの強化という点を合併Hi:巡のiTI
要な論拠として反問芯れてきたらのである。とくにこの傾向は、系統指型機関
によって{I'!倒的に広 j'!I:{7 iJj:が J1(. j江(juた1970年代 li旬、"において、'J:¥'I;'~ I(I川市力そ
軸とした rliJ話会j応強化策という }fjで顕汗に24われていたと言える(12) 0 
しかしながら、今円の状況下において制雌を俺めている点は、こうした市助




異なる適正規模の仔犯が合併の1I~~ 規模設定を肘雌にし、その粘 ln として、令
国-fド(J'~には合併が遅々としてiJ1まないことの重要な要因のーっとなっている。
いずれにせよ 、現代のわが同におけるれ柿(とりわけ花業組織)の動向が、
規制緩和という ;1)1史的改革の)，C~l.J にも強く;;1;怖を受けながら 、 iL!m問の垣mが













み如何が、広域合併r.~ I~~ の成 f与を煙るiJì9Qなポイントであることは、 rîíjiにお
ける民協合併の阻害要附の検討結果からみても明らかであろう。




状況 Fでは 、経符体制強化の .J~'l としての組合口組織に I~I する対策とその同制
問題が、最も屯~な戦略的課題として早訟に取りキH まれなければならないけ S) 。
いずれにせよ 、先に検討した民協合併 ・悦重論や、表 4ー 2Iこ示された f合
併の必渡性ゃの併効 果に対する奴問」といった合的地道に対する不信感を克服
していくためには、一.fn総花的とも思える合併メリットの椛列ではなく 、組織
対応の fliJfiからみた取りキnみの ifi)J: tll:がより強調されるべきである(1ι〉。
あと 一 つ、組織対応の{削而で比泌としてはならな L、ょう、は、系統制l織知的(Ili 
編)問題とのI¥.!;J.i!sである。
言うまでもな く、 広Ju.1:n協合併のfWj些は、それによって(lrJllJされた合併山Ih
と県辿合会との問で段 ti~ の競合 ・ 悶整問題を生起さ U る。この意味において 、
述合会の存立のありノJ を含む系統制l織三 段 IWI 制川胞を応大の H~ 点、として 、 事業
の効率性という視点からの系統事業システムの強化 ・再編は、第一に指摘した






























198 8 ~下に聞かれた第 18回全 [11 J:~ l.u大会においては、これまで取り組まれてき
た営政 l而活動および生活面活動と併せて、 「地域開発出動」が三本位のーっと
して位i1づけられた。もし 、乙 の大会決議に示されているような「伐村型サー
ビス産業Jの開発や資産管回世l業を LPlhとした「山itr.1~ iI il設問:tHJを話帳的に
展開していくとするならば(1 'J、 、その推進形態がJn1Mヒ導型にせよ、第 3セク
タ一方:式にぜよ、 fl治体行政との関係強化は不可避である。したかつて、こう
した取り組みを強化していくためには、 rliIf Hレベルと日レベルとの両五の I;j
治体行政に対して、 ~ìj! )J的な対応 ・i.li携関係を保ち得るような地域を管fj;純凶!
とする jよ1Ji:合併民協を例出する必要がある。
しかしながら 、 地域社会対応としての山 I~ 合併がより岳要であると思われる
点は 、 組合1，1も含めた地域 ft 此が、位協に刈して抱く「社会 (I~J ~'I( (t]fi Jを[riJL:さ
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せる方策としての烈J国である t2020
良さにつけ必しさにつけ、凶民、地域住民の rI;'~ ~~ Jや[食 に対する関心
がおまる一方で、 一辿の位協批判や1988年に行なわれた総務庁の行政院察報告
に代表されるように、 J:'ll~(ζ対する f社会的3・F師|は決して向いとはええない
状耐にある。こうした射実を系統I，'!lt~ が H I}目していくためには、結同は何らか
の形で地域山梨に火、jする取り組みを強化していく以外に ーそれが町民而初動と
してストレートな形をとるのか、あるいはまた、知 I8!iJ!全 !I;!/，'~ t~ 大会の決議で
示されているような地域開発而活動と.iA到した形をとるのかは、それぞれの山




と、とりわけ Imw および都市化地 i或におけあ 11~ t~ については、丘~ j式合併を実現




側而は、今後系統 J:~ t必が、出!~合併を実際に Hf; j1Jiしていく j曲J2および作{)j・'k現
i去における柑めて ，n1.Qな取り机み課題である。













1990~1: 6 凡に聞かれた u 本仏 II，~ ili 第 ~O回 jill 泌総会においては、会長 fl らが拠点
fI1l6hを中IUとした県域を越えた事業i!lifi?の必2l!t生を訴えるで字、合併問題や組織jl1
Wi問題が迎動推進上主要な叫題となっている (2い。




ける合併をめぐる論議が、これまで 「浜っ取り 、 " J1 JI~ Jといった合活で代
表されたように 、極端な rtt ;ノドの論理 ITí故 J\~Jの合併 にー{偏重したものであった
ことへの反行から 、何らかの形で 「組織()J) J を日間することの弔吃~t'!:がlij
;!.J:的であるにせよみられつつあみなかではれ、 J;~ll~~ もれに協同組合としての利









【 第ぺ i';~ (，1:】
( 1 )木治文、 n'=.'!;i.第 i節を参照の こと 。
( 2 )ちなみに 、19 8 ~年における訓 fi*，Ii ~~によれば、 {'; Ot-の必必あり Jと回
答した:切合は H.9% であり、合併の必要性に対する，W ，jfl~ は 1980年代半ばか
ら90年代にかけて忽述に 1f5まったと言えよう。
( 3) rp斐此ゼ背『山協経営転換の論1m.!l全斥|協|汀11~ 版、 1 974午、 71ページ。
( t1) r P史 rl[iJ 1'， ~If .!l 、88-..90ページ。
( 5) 1[1焚 WliJ _L昨』、 91ページ。
( 6) Jj長芥策次 k~ r t~h I"J Ml 命運動の『社会的目的』の倹~，t .J W 1'!業協同組合』
節目ど~ ~i 1り(1983~ド J n) 、木川即日1(1k~ r r *千円・:):， ，沌』の内花 (I/~ 批判
と水怖がjな克服の努ノ]をJr口業協同組合』第29在第 2~ ; (1 9 8 3 1:2 j J )、
写を参J!H。
( 7 )全国伐 I~IIJ* 会編 r Jl，~ I~ 合併 fffi進に関する拘古結果 a 、 1988年 6J1 0 
( 8 )表t1 3ては、ぷt1 2 (調子T年が 1988年)と怯合 f~l: をらたすために、
1987 年の~，~ ~i 結果をm蛾したが、 1990年の洞古結果をみても、 I合併を必
要とする」民協がJVIi与する合併成果と、 岨合併経験Int~h Jが現実に指摘す
る合併成果との間で事雌が認められる。このlfiについては、本論文第 7[~ 
第 ~~!<<i (点 73)を安照のこと。
( 9 )本論文節 1i;'，: ~i 2節を安J!nのこと。
( 10) 武I)'.lilT夫f1:j í 山協連動，'(~析の主体とその役'，i;IJ J 誌 Iht 正 {i~ I'~:I・ r~ ， I:'l]/~ 開発
研修センター制『現代山業協同組合論第 3谷 山|品j!l!1}Jの課題と 1JfIlJ JI家
の光協会、 1974年、 16 9ページ。
( 1 1 )雌谷築次杭 rItz同組のにおける述合会機能J r協同組合研究』第 G径第
2号(1 9 8 7 1:" )J )、 7ページ。
( 12) 本治文第 2ì~~i 3節を参)'，日のこと。
( 13)本論文第 2 ì~ 第 5 節を参照のこと。
( 10日搾{佐一若 r淀際化とw報化i了T斐|問、 1988年、 6ページ。
(15) 1Hl 制「山 It~ 組合口組織問題の系譜と対応 }j 向 J r ，l'!dfl(大ヤ山乍部研究報
告』第43巻(1 9 9 0 1j: 1l}'j )、および木論文節f)i;'i:節目節を安J!({のこと。
-90 -
( I 6) この点、は 、 これからの広域合併民協における組織運営のあり万やピジョ
ンをどう描くか 、 とりわけ組合口組織の股iEやj]!日のあり方をどうrr.(1m . 
強化してい くか、 という泌加とI悶辿するものである。乙の点、についてのJ5・
f.<fは 、本論文第 5'i;t第 4節および第 67I郊 5iiiiを参照されたい。
( 17) ネットワーク組織については、宮i'fil一帯 rrl~J 戊と情報の経済学』 行斐
131、1988年 、第 3;;t、および今井:賢一 ，1伝子fiB存共若 『ネットワーク組織
論』岩波苫f占、 1988年、七子が委主考になる。なお、ここでのネットワーク組
織の特徴に関する則前も、臼汗:;W同上..'1~によるところが大きい。
( 1 8) IJ三指摘するように 、今101(1 9 9 1~1: 3 J)の総《得議会答 11は、引法の
効率性の追求を主たる論拠として系統れ協組織二段階 :~JI の}J I何を jrらIHし






る 「ネヅトワーク論j の観点から 、その批判的検討も合めて 、わが[m系統
政la組織の特質把侭を試みることがfi'Wな研究i問題になってきているとち・
える。この点については、今後の課題として他日をJUIしたい。
( 1 9)全国I2協中央会制 r21世紀を民望する山laのl，C_.-i( Ij攻略J (第18回全問山
th大会議案 、組織討議)lJ)、1988年 7J、50ページ。
( 20) この点に関して武内肝犬氏は、これからの山|品運動の課題として「社会
的認知j をあげ、系統政laが f制度的公共性 jから脱皮し 、 「運動体的公
共性Jとしての1]らの仔花を明示することの必変・f'tを強調している(武内
抗 rI~ 協運動の新町 iflî と将来方 Irl}J山本修編 rl1本山業の課題と反日』家
の光協会 、1990年、351-352ページ)。
( 21) この点については、生i，r;ジ十 一 ナル編集部制 l論訴時んだ『析 しい 'jr業
.cl! -:g l J r生活ジャーナル.1No. 137 (1990年 8J )、 36-39ページ、およ
び前田典秀稿「生協迎肋の課題と述合会のあり方J ~近畿位協研究』第 16 
4号(1 991年 6月〉、 :t'tを安照の乙と。
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( 22)先進諸国における一般企業の合併に関する実際の引きや椛協の動向につ
いては、奥村宏持 r(l~ 人資本主義一「会社本位 j の体系 -J 御茶の 7l< üt 房、







第 5J;t I;~ 協の組織力の現代的評価に関する考察
-~史的系;!?と J作業活動における位計づけの検討ー
第 l節 はじめに
1U liiJ t:Jl合におけあキIl純ノJ とは、 {IIJ らかの )I~ 泌す{J特例 (I~J 利引を (j するキnfi n 
が、その社会的 ・統術的諸柄拘を芯識的に結合さぜることによって免印される









質等により、政協の組織ノJ はオ~X 活動における{弘前づけ pj 検討の必2Q性も合め
て、その現代(I{J~.f. Miを改めて検討すべき H与JUJに先しかかっていると立えよう。
また、 199 1 年 3)Jに山された総合帯議会符rpの郊 l部 f系統山協の組織幣備
の将来)jrilJと実行ノJ策について」は、長年の懸案 ')lIJ'iであった系統段l附fliJ問題
について、依然'Jf~1 ごとに検討の余地が残されているに IJ: よ、)，~本的には UI!
協一統合迎合組織Jによる 2段階*IJ椛想、を打ち IBしたものとして住!討されてい







問題について 〈 1\ その 1ft 史的系拾を喚討することにより、系統伐 I~~ の指導機関
か、これまでに口 I~ の組織力をどのように評価してきたのかを明らかにする
(第 2節)。
第二に、 I;~ I~ の組織ブj をめぐる今目的な状況や変化の動 [ílJ を j況仔の統計に基
づいて抑制し、;)，~本的な問題点、を Ilfj らかにする(第 3 節)。
第三に 、これまでの政協の組織力に関する所説をサーベイしつつ、 U2協の Y作
業活動における組織ノJの{立川づけに関する倹討を行い cn'ltiD)、さらに、第
一および第二"出足j の分析結県を踏まえながら 、 /:1 1必の X:II 紘 )J を別代(I~J に許 (![Ii す
る今日的制点と強化に filJけての取り組み課題を jg心する(加 5節)。
第 2節 段協jil!f!IJ の II~IHJと組織力問題
一組合貝組織1¥1，'ljのIQ史的系譜の検討ー
全関山協中央会が設立された 195~年以降におけるわが [~J;~ I~ j重助の灰!万!を概
観する場合 、① Ili辿整備j明(1950年代) 、 @拡大 ・ 発 )J~ J!I (1 9 6 0年代から 70年
代前半まで)、③侭成長期(1 970年代 ~I~ ばから 80 年代半ばまで)、@現段|瞬
( 1980年代後、I~ 以降)、に分けることができる は‘。
以下、本節においてもこの吋JUIlX.分にしたがい、政協j!TI刊が[長;lJljしていくな
かで組合員組織問題がどのように (注目づけられてきたのか、とくに時代的frzt
や当 H与系統 J;~ I~ が抱えていた運動課題との関連に開芯しながら検討していきた
い。










ょう育成する。 J(~、という表現からもわかるように、 'i民 lìij からの民家小組合 、




このようにこのlI!jJ引においては、 あくまでWi誌を J点目的rn仰とした IthIIJ t:Il 0爪
動によって、系統山 16hは組織の阿佐世備にむ f され迎助が 1J~nされていくこと
になる。
2 .拡大 ・ 先 J)~ JUj (1 9 6 0年代--70 年代 liíj 、 I~) 







企絞ゑ予'J事也、てる点策と Lて、地域組織の他に、1'1:I J 別 t早川 i~i~ 会を 1~ (i1jfするこ
そこでは「であり、の弾。l1i}j~f・について」
とが必妥である。 J (波紋:-(1占) と町J~己されている。
こうした点針が山された n;;~ には、 まず第一に、 ) 960 1F {により全作1J:'l協'1'央




当然の帰結となったわけである。 そのことは、第 11回全1mJ;.~ I~ 人会 ( 196H下)1 
月)で決議された r I:~ミ業法本構想、 j のなかで、符民団地殻定の・'}J.!('1;のーっとし
て、作目日Ij1: fn.{i組織の (y.{J:があげられていることからもかjえよう。
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第二 は、 当時同じく全!同 11~lW rjl 央会が Ht し進めていたれ I~ 合併との 1~1 .cl!であ
る '410 すなわち、先に示した総合寄議会符'11 (波紋 i~jS 分) に端的に成羽されて




}出 f，\~旬、の tff;進と極めて常伎な関係にあったことを与えるならば、 あくまで‘Jq能
遂行11的のための制作1キIl織の強化 ・ftJ点であ った、 とみることカfできょうり
3 . 低成長期(1970年代半ば........80年代、I~ ば)
一経済低成長への移行に('1:う集泌組織依存担の'，r;11眼目:1-
1 97 3 1j:に 1出こったイiil シヲ r クを '/~ 伐と-，)-るわが1・l粁怖の(J~ JJ比 J~ への作行は、
位協i!li!lVJ の L~ 本路線を大きく 'liÌ;換させることになる。 そのことは、 J 976"ドから
l収り組みがスタ ー トした r laIdj活動強化運動 _1が、 “組織を固める迎!frJJ" とし
て展開した点に典型的にみることができるし、 またこの附JVに入って、 これま
での経済尚度成長という披に渠じたー述の組織および*楽観模拡大京への反行
から1:.t~~ 合併の推進にら前止めがかけられ、 “合併作 ~:l~JりJ..に入ったことも象
徴的であろう'引。
「協同活動強化運動Jでは改めて組合員組織の司1'el 1'1:、 とりわけ集荷組織の
市~t'1:が強調されたが、 そのことは、 1979"T: 8 Jに/1'，dれた総合;出品会作 rjl
「組合員の自発的協同を促進する組織運科・のありプjについて Jのなかでら示さ
れている。 すなわち、 「弘法判1織の位置づけと行l戊対策について j として、
「出家組合などの集結組織は、J.EtBを!l1(立として制I:守口(i住組合口および生Il合
口の家族をふくむ) が、':;~.I，"l i而および生活 i而の I~~ Iιl 活動を行なう)，~舵 tl1山とし
また民協運営の b~ 防車n織として位託づけ 、 la [，"J r，fj3VJを促進することとした。」て、




















このようい民協のーJ~ J~ Ht進や組織迎包-のための芯政組織として、 Jい換えれ
ば民協の組織力発抑のための)，~木 m 位として集結組織が似 ii1. づけられ、そのTì







新 J が系統位協の m~ な迎!fi}j課題となり、.]J}，i.がそちらのノJへ移ってしまった
ことがあげられる。
第二は、組合員制度問題の顕 {I・化である。 n兄に述べたように、 liの1.1J明にお
いて組合口をとりまく J~1J克や組(71 r~j 身の 1'1: 怖変化に ('1: い、 j見 16h の組合員対応
? ，?? ? ?




なお 、組合nH;IJ 1.立 I~n 題に附する先月[~ (I~J な引きが、一部の似 1九協 11' .slと会ゃれIih
においてみられたが E 、 系統 I:~~ I~~ がこの問題についての!なり wみえj~I' を明示的
に出したのは 、]986年 6月の総fT市議会答 IjJr I~l j克変化に対応する IJ~ I~ の組織 ­
ft;1)J.立 ・TJT業連?;fの将来Jj向」においてである。
そこでは「組織 .:I;)J.立の将来 }jI;Jと対策」として、 r J: I~ I~~ の組織的活 }J を!強
化するためには、 I:~f・I社会の変存に対応して、 Oω〉一戸?詑1ε2以 l正!仁:利組lA-守i口l化を促j進正し、
8投L織二友去息営α竺主υt亙ι，性悠Jゑを進 b叱えz豆L.4ι
活 .文化活勤の股閃を j通Eして 、j地山j以!或虫{円仕!上;民ご三ご三:一りh町f!'j







l立|問題が交錯して ~U ~m な械 H I を γ. している、という特徴がJI1 Mi できょう。
第3節 農協の組織))をめぐる今日的状況とI1lI地点
近年 、 民協のキH織 )I~ 線の l陀刻化や組織ブJ の机下問題が矧繁に指摘されるが 、
ここではとくに、①組合員による !Jf~の利川や芯識の状況からみた問題 、 @組
合f1の志思反映組織への結集l支の1:1題 、③自iji↑}で検討した自主史的系j!?において、
しばしば問題にされた集活組織のれ I~~ ポ業活動 jfíí における役川川下の問題、@
制16 f'!組織の活~})ノJ 低下の 1m 組、についてf.(~! ，IJ.をあてながら既似の統計 ・資料
を {I~ って~~観しておきたい。
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1 . 組合員による ~Jf楽の利!日椛造
まず i~ 5 - 1は、伐16hのJ.:なJjf業活動に対する矧fiOの認知!のj立合いと平IJm
状況、さらには今後の平IJm芯向についてみたものである。
ここでまず指摘しておかなければならないことは、 i (叫iI~五:作業を)知って
いる J (a) と r(刀法引法に関して)利用 ・参加したことがある J (b) と
の問、すなわち関知lの!立《いと実際の利用状況とのIlJ( r a -b J )に:i[e;離が
みられるということである。 ζ うした傾Hは、 r U'j:金 .AE IU 似合 jや「共済保
険」を|除くすべての 'Jf業活動でみられるが、とくに「給 IjVJ~ 込 j 、 「年金取り
吸い」 、 「資金1'i付」とい った金融 Ilf業や、 f J~'l 政 i;li!JV) J、 r 'EiJ:~ m理」、
「生活指導 j といったれれ ・生活部活動においてもその牧1が大きい。また、
P給う娠込」 、 r~r 金取扱い」、 「山政活動J、 -!l:川JRj阜 、 I資金1iH J、




とに花芯:しておかなければならない。すなわち ia (1 Jの{1ftをみればわかる
ように、とくにこうした傾向が山政、営段、生活「主JÆ~Jr .誌に~!Jí.汗に点れている
ことは、ぬ 16hの・Jr業利JlJや日!lVJ委主加の点からみた組合口とm合との関係変化、




の本人出1，'1石市をみたらのが袋 5 2 てある。いずれの羽合らみ;人/I\f.'j~Wは減少
の傾向にあるが、とくに総会を実施している組合が多い小別脱出f6h(正組合員









一ーーー ・ー・- -ー-r ----y r-ーーー t<干すとのやl
匁!っている HJ1l・参加11.1どね!と flJI I TIJIJ・参加 j，1Iっている mの.m
した、ことが とのJf. しCみたい
¥ 
( 1 ) あ7.> (b) ( 1 h) ( c ) ( (1) (1) -d) 、、、
Il'j:~ . í.iUリJM~ 82. 8 80. 6 2. 2 17. 4 82. 6 O. 2 
)~ i! I~~険 78. 2 78.0 O. 2 13. 3 76. 1 2. 1 
年金取りj時い 76. 7 37. 5 39. 2 16.2 64.4 12.3 
公Jtn~I~~ 仰で子 12. 8 61. 6 1 . Z 11. 3 61.0 5. 8 
'Fin 11;厚 71. 3 46.7 2 ~. 6 1. 5 58.0 13. 3 
'?i<e貸付 67. 7 43.7 24.0 10.2 62.8 4.9 
':UJ iIï ・ Cll~~ f，~ り 65. 0 49. 2 15 8 10.9 60. 1 4. 9 
tn勺j民込 59. 4 17. 9 41. 5 4. 7 57. 5 1. 9 
~UdJUI\l人 55. 1 40. 1 15.0 8. 7 H.8 13. 3 
C~致活動 52. 1 24. 6 27. 5 7. 3 31.8 14. 3 
低成診断 ・ ~II ~炎 48.9 30.0 18 9 12. 8 34. Z 14. 7 
'1.: i8 lJi f.lfI 46.8 34. 7 12. 1 7.0 37. 9 8.9 
~J:T6 H1;厚 H.7 15. 3 31 4 6. 2 33. 1 13.6 
t七)訓runf'; n総数4.883f.、!日l災都内・総数4.2331うに文jする 1005I取である。
?i*1 : :全同C~II，~'II*会~rtlløI1のれ 11.1活動にIV)1る怠向JI.'HW. ~fIH'r.1 (19川年6月)より作成。
ー 100-
表5-2 正組合口戸以加校日IJにみた総会、総代会における本人:1'， J，'j; [y.1 
('11 (江:%) 
、
~ iド /j[ 土4455・izK 代 会
正組合 ~ ' . 
只戸数規似 ~ 1983年・ 1986年 1989年 1 983 {I: : 1 ~ 861 f: : J 989年， 
、 . . . 
499戸点満 50.8 ~ 9. 1 ~ 1. 1 63. 5 6~. 0 63. 1 . .
500 .. 999 ~ 1. 9 44. 1 40. 2 61. 0 61. 8 6 O.1 
' 1. 00....1.99 38. 1 31. 5 34. ~ 59. 1 59. 3 56. 3 .
2，00.... 2，999 30. ~ 32. 5 : 28. 4 60. 4 : 62. 9 : 60. 1 . 
' 3. OOO........~ . 999 21. 1 19. 9 21. 3 65. 5 65. 3 : 61. 0 .
5.000 .. 23. 6 62. 9  11. ~ 69. 4 71. 5 5 O.4 . .
守
" 全 {，.f¥ j勾 ~O. 6 4 J.1 37. ~ 61. 9 62.8 : 58.2 . . 
注)各|情府における組合欽を100とした椛成比である。






3. ~H客機 iiE の侃 F
ぷ 5-3は、山 1 Uにおける民指組織の役;刊と機1iEについてみたむのである。
ここで尚い数{I'{となっているものは、 r J~l 協の.iili絡 TIT1J'iの伝述j、 「役日岐hli
者の選出母体J、r 1I，\~tn 品子約の LÇ rt!~組織 j 等である。逆に、 r I'j:合Ht進 j、
f共済推進」 、 r:日_J?t .流通」といったJlf楽においては、その1ftj[組織として
の集搭組織の川町づけ付{氏く、しかもいずれも近年減少傾向にある。きらには 、
「総代候Mir'1の ji!1山機能Jに対する指摘ら!氏 L、。
また、同しく『一斉調子fJ結果において民 I~~ における UH&組織の強化方針の
有無をみた場合、 「強化Jj針がある J 政協は、 198I 年の71.0%から 90年の61.9 
%に減少しており 、経済低成長WJで示されたような集浴組織の行成 ・強化の右
針がその後卜分に民I}f]せず、 Tlr茶道行のための J点目t組織としての1'1:桁が弱まっ
ていること、さらには、 J;~~ 16~ 内部においても集結組織の仰向づけが{尽くなって
きている乙とがjコかる。
4 . Ml fi 1 *l織の活動ノ)nI: F 
まずぷ 5 . 1は、 1:.な作目別生産者組織の設i'，:状況を示したものでああ。
全体として組織J~ が低迷 、 (111 び悩み傾向 (町来関係を除くと組織ギはいずれ
も、I~ 分以下)にあり、また、 r 1JI1入?f格の限定 J や f全利fIJの帯約Jが行われ
ている組織も非常・に少なく、いずれも近年減少している。
つまり、拡大 ・ 発展 JUI における常民団地柿想、でみられたような、持 tj~(n組織




表 5-3 );1 t~ における集結組織の役'，i;IJ ・ 機能
単位 :組合(%) 
198~ 年
総代制il11Jの選出母体 I1.238 : 
(36.0) 
役員候納者の選出母体 12，631¥ : 2，338 : 2，228 
(76.1) : (71j.1) : (77.7) 
民協の連絡事項の伝達 1 3，273 : 3.0H : 2，692 








1 9871ド I 99 0 ~ 12 
970 1. 088 
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ーーーー ・.. '-. . 内・司・・ー_J _ーーー ーーーーーー
3， 436 
(1 00) 
1.925 1. 710 
(59.7) (59.6) 
3， 221 2， 869 
( 100 ) ( 1 00) 
A 
Eコ
注 1) 霊能回答である t
注 2) 合計の値は、集結組織をもっ組合数である。
資料 : 全CE!J;:~ 協 rl J !)と会編 W1;~11窃の活動に|羽する全同一 汗調査 』
名年版より作成 u
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t<S --1 ; 1 : な f'F r:J別生 ~nfi tII微(i~I;~'!tHí治)の淀川1式訪t
("， fl~ : %、*11合)
部会中1織が，1:>るキ1(，; j.;x :~I)合 }jl入1i仰の限定 全干1)川の隊約
司・ 『・ー・咽圃・・ド ・圃聞F司・・・ー 一 一一一 一・ ー一. . 
19811ド 198~11: : 1987W : 19901f 19811r: : 199011' 19811r: : 1990Sr: . 
稲作部会 39. 7 43.1 ~ 2. 9 ~~. 7 1 O.~ 11.3 37.6 25. 3 . .
野菜13l¥会 71. 2 75.2 . 76. 6 . 73. 7 12.6 . 11.5 H.1 30. 5 . 
県|引部会 H. 2 47. 9 ~9.4 45.8 12.6 11. 5 37. 7 . 29.4 
1Eき部会 29. 3 31. 8 33. 7 ~ 1. 0 1 1.5 12.6 30. 6 27.9 
1~11宇部会 ~4 . 2 41. 0 38. 4 35. 9 12. 2 10.1 4 1.1 31. 2 
|先1'1:ni¥会 45.0 H.7 H.4 . 43. 7 12. 9 12 4 46. 3 32. 5 . . 
n~ I;~~ 13l¥会 37. 5 37.3 . 36.3 31. 6 12.8 12.2 38. 1 26. 7 
e . . ..  
' . ' - ーー一~ ・E・E・-唱・-- 、，
' 
ノ[J、 ~I・ 100 . 100 100 . 100 ー 一 一
阿容中1(ì~~ 4. ~ 41 ， 4. 190 4.058 3，481 ー . ー. 
i 1: 1 ) 1 }JlI入杭協の限定jとは、，11i):'1. 制育制作、 η:~: . l:X' WI来などの市iで加l人汽拍を限定して
いる乙と、 I 全平IJ川の門的!とは、 11反光 "WiÏ1なとの山 II.~'jf '1~の全.fIJ川を符約するものの純織と
なっていることをいうの
2 ) I ru~会*11織がある行1 f'ì ~nIJ 合 I Ij.河 ~I口|%引l (ì放を 100 としたもの、rJJlJ入資総め限定j と f全
.fIJJlJの術約Jli、それぞれの('，:n別tII織があるtl(i放を100とした問成比である。




j品 i去に、従来より I~~ プJ 組織として (，'l ii1 づけられてきた l 'f 年目f~ 、。，，'人部の動 [í"
についてである。 JA5 -5 li 、それぞれの組織の担当部門および羽{f:1日当 J~n
の有無についてみたものである。
，'( "[:ms については「日• J;.~ 1L!ヴ;郁門 jが72.6%となっており、組織の性怖が伝
統的な J;~;/~ ， 'j"[-: の組織としての十[~怖を Mnj与していることがわかるのとはいえ、
専任担当者がいない制作が令体の 90% 以 1: を r1i め 、， 'f"ド í~i~ に丸l するfJ j点 ・ 強化
万策は弱い。
一点、何i人却については、 r '1: 出 jl!叶 ;1i~["1.J (付、 6%)が1'心であるが、
I Ei・ J~~1!.!叶:mP'J.J (1 7. 3 % )らあり、そのt'I:怖や{古川づけはれ16hにより多阪で
あるのしかしながら、 ，'i" 1: ;~fl の n~ 0 と ~~J 版、 r，{ r: ~q 叶怖がいない制作が多く、
組o[l Nl織としての立:1夏休・:I;Jが卜分に悦えられているとは II えない n
以上の分析結果から lりjらかなように、民 laの組織プnをとりまく今 IJ的状況は






第ぺ節 J，'~ 16hの ~ Jr 来初 ~E}Jにおける組織力の{立川づけに|均する検討
1 .協同制作における飢餓問題と組織))問題




成していくか、という問題(I - () :狭義の祁織n;(J11 問題)を倣うものである
ー 105-
災5 5 J;~l 協における，'íW 叩 . ~，"人却の抗日づけ
(11似:制l合、%)
i' {j: m~ ~"I ノ1\ i~i~ 
<m~ 部門別キIl作放> <キ110以> <偶成比> <制作以> く柿l点j七>
















1.637 72. 6 
20 O. 9 
202 9.0 
255 11. 3 
140 6. 2 
. .-_... ......._---，------------. 
2. 254 100 
く組合数> <椛I~見Jt>
2.034 90. 3 
163 7. 2 
0.0 
O. 1 
53 2. 4 
--....--.-1-・-_._..._-
2. 254 100 
589 16. 6 
1. 600 ~ 5. 0 
616 17. 3 
432 . 12. 2 . 
318 8. 9 . . 
3. 555 100 
<剥li^i以> <柿成比>
-・・・・・・・・・・--・-----_...-...-...... 













資料 : 全国民協rjJ央会編『出 I~の活動に関する全国一斉訓読.ft 1987~I:l坂 (1988年 4 月)
より作成。
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1 - " 組織広IflIlm 旭(放浪)
b キIl{'i ['! :I;IJ f乞1l¥I:m
日 -" 'Jf 来機1ì~j~ 行の側而
1 - l1 校訂竹内機能遂行の側而
JI - c 組織迎'Ft(怠思反映 ・決定)
段iE遂行の側面
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か、さらに、第 2 節で検討したように、近年系統 I;~ I~~ の jill ~VJ 問題としての j七m
か布まりつつある治組合員問題や 一戸阪放正組合j111J活勺、制i合を椛jおする組
合口をHilJ1主的側百Iからどのようなf'tt'o規定を行うか、という 1日泊(I - b :組
合員:MI.立!日1~垣)を分けることができょう。
第二 は、組織編成問題(もしくは組織椛造問題)である。




而lこ力点がおかれる川合 (1 b )、 さらに、これらの:っから協同組合の組







の社会的 ・ 経済的的活動を.む ~fll( 的に結合させることにより先 JW される )J である。
そして 、 七で lilべた組織l問題の矧型化にあてはめて与えるならば、 Iの組織原
則問題をJiij1.足として乱11mした制作口が、 どのような態似でらって*l合の内部組
織に制成ぢれ 、そこでの活動をjilしていかなる ・JT業 IJ見出をあげてきたか、すな
わら 、 n-nの!日j~担としてこれまでは{也前づけられてきたと .7 えよう。
:jl:実 、第 2節で検討してきた系統伐協による組合口組織問題の系出も、近年




ける位問づけについて、 i!Jr~}l の検討を jill じてさらに行察しておきたい。
2 .協同制作の組織プ)，こ限lする所説の検討
-108 -
従米より I~IciJ組合の組織力は、 協同組合が経73・体として (fする山々な:1ft)約
( 釘利の非目的↑~1:、 'Jí 業利11l :lf の限定性、‘Ir業実施地区の :I~IIsl{ f'l:、実施;作業jき
択の不自山性等)によって生ずるマイナス而をカバーしながら、 ト1~，l 的低位性
を保つ乙とを百iJHI?:にさは・るものであり、 まさに組織jJのfi(1:か l統jr体として
:1;約の多い組織でありながら、…経符を草花j寺しえてきた J~.t r却でああ、 とi起え




九パ -~t るのが、除i込組合に 1'.5 11 予 A_ó~芝民主点り、制LALL211仰いお~~ (J~J 
*r'i*1)、.1'.l?.J>.。例々の利10nが'.1);ι-n芯;践を強め、明治 flJ川を制作にまとめあ
ことによって全体としての大'it1阪必 ・大 I，t1日1!のt'J(，~を山政し.): うとする。 J





結合のノJである」 としたうえで、 I予約、 W Iifl+'J 川、統制への)JI~ 従Jといった
r 1.1・耐的な制l作手IJ川)j式JがIh[i'l) Ml合の・)T 業 1~ を節減し代怖がj 効r!~として現れ
る、 と述べている。 そして、 こうした協同組合の組織ノjは、 ト-般企業ではu{E
保することのできない I~liJ制作以I'lの強み j であり、 とりわけ制l織ノJの附大に




このように従来の 1thIfî) 組合の組織力に関する所説は、 lは終的には 1作業論 (I~J 視
点が強調されたもの、 つまり、図 5- 1で示した協同制1i'7におけるキIl織問題の
109 -
分矧に iJf:えば 、 n-a に似 iiq づけられているところに~'[ 徴がある t1530
しかしながら 、この間組を山協組織にあてはめて行えてみたj窃合、今 1改め
てIlHわれなければならないのは、 I，"lt~ の組織プJ が Ijíj 節において検討したような
時々な状況変化の下で、ストレートに事業成果として結びついていないという
点であり、そのことは、これまで組織力発姉の lijl!~ 条(午とされてきた 「 特定の
組合口を対象 l とした市栄 JJ~IHや組f?良相πの 「符済的社会的同町内」 の配保、





経済 r~'・5 度成長 j切に激しく進行した山村の郎 ïli 化 ・ れ 0: 化、さらには出家f'I身
の粁柿的分化 ・ nn 化は、第 2 節で検討したように、系統U2 協にとっても~1l 0
[¥ )，J ~t; の|本1 ~It 性に[I'ï IÍÚ さはるものであった。その，む 1ほにおいては 、 JI~ t~ にとっ
ては組合 1"'[の良質性を rijl~ とした 'JT;Jl対応が求められているのであり、 「セグ
メント対応 」 といった 3必に代決されるように、 ~Jr 混戦略論としての組合円の
選別化政策の重要性がitiまっていると言えよう 。
ζζ でさらに指備しておかなければならない ζ とは、従米から組合口の的活
動と*業成果との結合に"i叫な役:i;1jを果たしていた以前段{iEの脆弱化現象であ
る。 jijfiîi で lリl らかにしたように、集前組織の役川 fl~ ド :UHg機能そのものの弱
まりと I!代間での怠識校汗の以江化は 、出|晶のすIT.'X~ ;主行にあたっての京j広的対
応をH;1慨にし 、集活組織(氏 (1Jí~ の lJT ;J~ tW進が今後ますます後jt!する可能性があ
る、ということに花怠を払う必裂がある。
第ーこ は、第一 の状況の下での実施 ~JT 業の多!主化に ('1，い、組織力依存担 ~JT ;/1と
その刊:fちがえV い Y作業とが j~ れてきたこと 、 すなわら、組織力の形成如何がスト
レートに'JT;長成果として点れる 1f業とそうでない'Jr来とが、多般に形成されて
きていることである。







進みつつある I;~ I~ の Jl~ 凶作併問題との限1 i!Mである。
ゴうまでらなく、 1i;14fY併に('[，う際協の組織脱伎のN;大は、それによって組
内口結集の|判明t1':を明大させる }jli可に作mするI1Jfì~ t'I:をあっ。とくに 、 こうし
た001:にfTう*10 1州 lt:の粘fTω体化やキ1{7 n と制10 との*Il.:~::ィ'Îi iW 化に 対 する
現時サイ1"の懸念が、それがたとえ決定的ならのでなはないにはよ、{7()tの1
;i:叫l火!の・っとして ('1:川していみ乙とは J!.tに |リjらかにしたとおりである(J ・~， ~。
そこで強 ~I，~I しておいたよう μ 、 こうした組織ノ]の強化に lí'J けての取り組みこそ
が、広域内fJtI;~ I~ の j戊~を J13 る弔安な取り制i み課題であるとええよう。
8らに、市14の嵯!大!としてm摘しておかなければならないことは、組織(力)
前川 )t~ の粁 j;? 政策を Jl~IHJさほつつある一般企業の!Mきである。
すなわら、従‘長からの!資本の論何百徹~J の企業統常や経常戦略への反省





まさに、 |人11]の飢|を維持し つつ 効不 快をiロボしていくという諜題は、協
IdJ組合のみなら.yJ!代の命活にとっても 問われている探題であり(1 '3)、こうし
た企業サイドの '肋 lí'J は、 I~hkiJ軒l合がもっ存花怠義、すなわら、組合L1の結集を
j点地とした制l織 )J~.~川 I~~ の 事 業 j茎行による I~1. iJ 1 (I~J ( 協同組合の社会的1::1的)
の達成という(f.(F..~品そのものを jjj るがしかねない吋能 1'1:を絡めていると這え
ょう。
7古5節 I;~ I~ の組織 )J の現代的評価と強化への課題
以 lニ.iillべてきたように 、組織}Jそのものが即事業成民に結びつかないいくつ
かの今 11 的状況を巧えるならば 、 Il.~IUの事業活動における制i織 )Jは、従来から
ー 111-
強調されてきたような事業i面(l1-a) からの {l'Lii'(づけだけではなく、経営管
内耐 (11 b )、さらには怠思反映 ・決定I(U(1I c) として明示的に位置づ





知 ー は、 IJt~ I~ の統計 11 問機能における「企業(中Il織)の失敗 l を Mì jとする組
織としての機能である。 一般に 、 [企業の失敗 Jとは 、 |多峨な i，行動を'つの
組織内部に*ね、さまざまな資質をもっ多数の人UrJを幣合的な J訴リ|の体系の F
に組織する ζ とjが|羽燥になってくることし・0‘、と duる。つまり 、多虫の情
仰を IE 附ごに (Z~i1! .~・ることの|羽難性、多日の情報を考肢に人れた正確な経営的判
断や芯思決定を行うことの|羽難↑生、さらには、符 j;? 資源を ~ilUl (l~J に J広張するこ
との 1+1 雑性、て~:から ~I~ じゐ符常持 fj~)Jの限界によって、川々の統計i'f1型機1iEを
統計組織内部で実行することがいi燥になラてくることであるの
とくに、仏J'*の併に ('1:う実施すr'J~の多係化 ・ 多 ffj 化は、必然的に佐官官 f~領
域の j肥大化、符'::~.)"1 PH柄拘内存の悔Nt:化、続符代J'1技術の I何度化をもたらし 、
符釘軒l 織内 ì~H cの抗日行Il 機能の遂行という点、において限界に0'11而する可能性
がI:';j~ ¥ 0 また、 Jl~H: ;7 ()f. 山協において 、n効な制l織 )Jの維持 ・強化策を施すこ
とを;怠ることによ，て ~I: じる拠 U~ されるべき ↑，'1fU li1の不足は、 組 合nと組合と
の *I~ ':~~の，(riiW化をもたらし 、そのことが経常打の I:J山地問的な経岱行動部分の
l抑制をjliくりその村民、 |企業の失敗 j が発生する吋 1ì~t'l:が大きくなる。
さらに、たとえ完令ならのではないにせよ、広域合()j;I;l l~ で係!日されつつあ
る事業部*1の採川や rl業センターの設立は、当該'IT来:の独立部門化を迫求する
あまり、 I;'ll~~ 符 '::~.1/f J~I におけるいわゆる「民 tf'l: Jがii'(き J，りにされ、 「効率




能てある。般に、特符i'ff'1活動における意思決定は、(1)f ，'1 t~l の収集 ・ 略国 ・
ー 12苧
分析を(J~ うことによって問題を発見する情報段階 (intclligcncc phase)、②
問題肝決のための代件案の係会 ・発見 ・作成活!fUJを rj'心とする企i耐段階 (de-
sign phasc) 、⑨何代件案の比較評価 ・結果予測 ・実行吋能性の検討を行う選
択向|情 (choicc phasc) 、@選択した代替案を~f.同化し実行に 移す実施段階









次に、れ I~ の符託行 I型や組織迎常に対する組合口組織としての志思反映や参





さらには、 ζ うした制作日中Il織JI!ごう 'Jf務}.jの役;刊と t't{[をlリjらかにするため
に、民協の杭'{;~~ ~:Il織隙附のなかに、 I組合口泌 j といった制作n飢餓対応部署
を体、'f.~・る乙とも必濯であろう。
第 G節むすび
いずれには・よ、今後政協の Ij_~ J~ 合併の進展を ljíif.足とすみならば、そこに求め
られる組《口組織の機能は 、資本主義的企業と競争していくための効率性を追
求していく 'jf業法行巾位、という従来からの制定を納まえつつも、経符管理機









山 I~ の':;~. J;~ I (1j 活動の41!い子である作IJ自IJ'1:.比n*Il織に限定し、広域r7OF J:l品に
おける特'YH巴J患に関する検討を行うことによって、作仁!日IJ生産者組織のflJ編問
j江jにアプローチしていきたい。
- 11 ~ -
【可ilfi市 il:】
( I ) ー般に協同組合にお付るt:1l~口組織とは、制作 11 の怠識的な.cl! ':，~を j在日さ
にして地縁的、職滅的にIr~I戊δれた単位組織およびその述合体である、と
fl肝されている(武内門夫前 f協同組合組織の特'rIJ r新版 ・協lu)剥li'‘lC
リI!J家の光協会、 1986年、 517ページ)。
( 2 )ζ うした時期限分については、例えば、{';林 j号議汗 flPl業協同組合;命』
iり!文 .'}iJ}、t986年、第 4市、および全1iilJ;~ 1M I I央会制『令中三卜年史』、
I 986作、^ ;rjを参照のこと。
( 3 )全 IH~'ll~ 中央会制 r1.;) 1:件』 、187ペ ージ n
( " )この点についての汀*11は、l:l:稿 rJ;'l 16~ {'i 01" 1/¥1 :泊の照史的系譜 一政協のot
Hf j_t}j策の変遷とその IJtfJ;t _ J r段休業問題研究 1第26巻第 2号() 990年
n ) J )、t1- 6 ページ、ならびに本論文市 2 市 ~1 3節を委照のこと。
( 5) r lij m W:稿J、 6-7ページ 、ならびに本治文市 213:第 4節を参J!{{。
( (j)このことは、先にぷした 1979年 8tJの総凸清治会答 f~1 において、 I j'{1I:・
~ì，J 人の J;~ 1M 運営への ~))II 心「策に ついて j 、 I i((~ *Il~ nの位協連立における
{¥'l世づけの明確化について 、という J(iUが1・l'].されている乙とからもわ
かる。
( 7 )こうした過大とも三える集 活組織が伺うべき慌fìI~の内 容についは、以 F
のとおりである(全川口 Ih~"J央会編『民協の県指制l織行成の万戸u、 1981 
作、)50 -151ページ)。
ア 'Hnl而の役;刊
(1) 集落営農計tfijの作成(集l羽転作、}出版tli' ) 
@ 上地基盤整備、 u也の有効利m
(，1) n業生陀の組織化(機峨利川キ1{'ì などの受託制作の育成、~~ ;j~ I;'!家
の組織化)
。〉 機械 ・施設の組織的効不利用。資金の調達、伐材の Jtltilll日入、山帝作物の~~l.iJ I坂元
ゆ 民業経営にかかわるWfU伝達 ・協議 ・出，1完
イ '1: 活i而の役割
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(1) '1: ~汚照明 1i'~ (rji .保安 .~jj 災
(2) '1: 前段 ~I" . J七ItiJIr¥i入
@ (ぜ~ ~Ji n flr!
@) 芭人、 j'.ども、刺入、 r1i1ミの活動。文化、数行、レクリエーション
(6) '1: ll~ i円!Ji)jにかかわる約千H伝達 ・協議およひIlf会、行政などとの辿携
ウ 伐協連1:;"，(，iの役;切
(1) 1;1家出Il('; J長などnI~ jl~!NJ を jl1 う山家来Il (';の('.zi 1のj起IB
(2) 1; '11品 f~1 . 総代岐 ~1 1ì の j珪 11'r 
C1) ~H i:高 l~~ I~炎会の IHIml 
(4) r;'! I~~ 'Jf ]1のとりまとめ、推進
なお、とくに1:¥I;'~ Ifti 活動において乙うした架部組織をF視する連動路線
の粘丸・が 、 1980年代に入 って系統位協が fJi 傾自立に批准した |地域営 {~m問
問;出 lであると考えられる。
いずれに U よ、集結氏支;ゃ地域民業の fl~IHにとって、こうした集孫組織
をはしめと寸る山村組織がどのような関わりおをしているのか、さらなる
税論のRhめを捜しよう。
( 8) {91えは、探(}必j!ifr:'~ r 自I~rli化.ifUl:化のなかの協同 地以0:l~ に政協は
なにをしかけるか J W I~~ 同組合経営研究 JJ 1M.J No. ~27 (1989"1: tI月 )、
j長リ!Ì'仏~ J;~ 1ι制l織研究会制『長野県位協組織整備のJ，c本}j[ilJ に係る課題とそ
の文、JLι』、 19 8 ~年 、て千があるの
( 9 )このjilに|則 して、 luJじく全国位協中央会の:tr.1再によれば、キflf守口の政協
に対する日間芯;践について|帰属意識が大いにある j とfuJ1写したのは、 30
議未満 7.7% 、 30 歳代 23.0% 、 ~O 歳代 37. ~ %、 50 尚代 ~8. 8 %、 60棋代53.8%、
70尚以上 50.5% となっており(全体の、l~ j勾はH.O%)、年代11での帰属意
;能の申交え~/)，大きいことがわかる。
( 10) 分|川氏 I~~(1'央会制[f;~ I~~ の活動に関する全 I~I .斉，]~J ~t I、1991年 4月。
( 1 1 )ここではよとして 、佐伯尚美苦 「新しい 伐 I~ t.命 』家の光協会 、 1972 年、
22-25ページ、を参 Jj-にした。








なる j巳で Ilj制1&してゆくかという!日I:mI 0
~ J;~ fhの部，，1:1;1の|問題や本，Yrと支所の淵幣1/1fdlというような rtn 位 J~ 1窃
の内部組織をどのように編成してゆくかという問題|。
ω I fl1山口協中1織とJj!合会組織の調繋の1m:語、いわゆる系統段階市IJ問題」。
本市では、こうした佐 (1氏の整理をベース lこしつ つら、近年、組織問題




( 12) 八，nn-.政制 IJJ~ 代位協経営と組台口 l 川野市 {f .桑原JE信 ・森晋監修
f J;'lI~ 粁'/::'J: '~f 第 2 在 民 I~経営と組合口 』 家の光協会、 1 97 5 ~r:、 18-19
ぺージ。
( 1 3) 佐伯尚災前|企業としての協同組合 j今JI:~~ . .・小山I権太郎編『日本の
イ~業 " J.U J;t大学 1版会、 1989年、 419-422ページ。
(10雌行m次fl:'I 1<ItiJ m 17のj由正樹棋と迎合中I織の役;ljリJi?t~ IJ;( I {3 肢修 . ~
業1m先研修センター制『現代民業協同組合J命第 l岳 山1<.iill動のJlY論的基
Ii!~ ..家の jt;I~ 会、 1974 年、 326-332 ページ、および本論文節 l 市第 4 節を
参J!({のこと。
( 1 5) あくまで乙 ζ で強調しておきたいことは、従来の協同組合の組織力に関
する iYr，1}~ か、 l叫1) Iで示した 1 b (組織編成11¥1題における経常行時機
能逆行の01')1(li )や 1 c (組織j~ 営 怠141反映 ・決定 時fj伝逆行の側面)
について卜分な検川がなされてこなかった、という以である。






さらに 1¥I)~ t'r 犬氏も、 16~r.iJm ~の Ml 織ノJ 効!兵を f 強制された経済を計 Ilhj
化すること|や I事業を十九行すあ j品J2に、利10口が l立持参)JIすること J、
あるいは r-'作業展開に際して組合目が 1!提出の労ノ]の挺 fj~ を行なうこと J に
よる経済効果であると述べ、戯作氏とほほ l.iJ慌の見肝をぶしている(山内
I lij1!J f{f， I、516ページ、および 1，1Jr I~ 川中Il (7の本Tlと'Jf:X~ }j式_] n~ldJ 組
合研究』市 2在第 2号、 198 31: tI月、 Gページ)。
( 16)本論文第 4布第 2節を参照のこと。
( 1 7) こうした動きについては、例えは奥村宏汗『企業買収 M&Aの時代 』
74j j皮新 1fT-、 1990年、を参Jl({のこと。
( 18) 例えば、 ()In敬之 ・川 ;性 ~!f 忠男 J~ ?子 『ゼミナール絞れ学入門』日本符j/'i
新聞社、 1989'11:、第 G ì~ 0 
( 1 9) 奥村 rlij t日舟』、 23....28ページ。
( 20) i走路地仙「大企業組織の変符と語j常 J W' tI1央公論.0 1977年 6月号、 150ぺ
ーゾ口
( 21)段16h続日)"1rnにおける 1L~ 1:性Jと「効率性 については、高田均的
「農協経れl1~の現状と新しい}j rõJJ LI水路 ・武内哲夫 ・屯谷呈 ・牒谷築
次編抗: ~ J:~ 協迎!fV) の現代的税題』全 1 "11品 rrîJ tH 版、 1992~r: 、 286........287 ページ、
を参j慢のこと。
( 22)神戸大学経営学研究宅制『経営学大昨典』、 15... 1 6ページ(占部郁夫前〉。
( 23) もちろん、近年各地でみられる地域計山集団や梨端科伎の展開をもって、
集落機能や集落組織の弔要性を強調する見前もあり(!~る。しかし 、 そうし




;'fi6Y: 広域合併伐 I~ における作日別生陀済組織の 1!j'fl 
-k，1l織の矧 1\'l 的 J巴鰐に)，~ づ く理論的検討 ー
~i1 1 il はじめに
本市で与娯の対象とする作r1 別']:産者組織 e いは、 I:.~ I~ の営 I;~lfIJ 活動を担う組
fY 口組織であり、そのι(E形態如何がJ;'!I~ のま11 織 )j の Jr;J戊))¥ì~i を大きく規定す
ゐ乙とになる。とくに、近年二1テンポてjl.む民協の 1.、凶作併 (djl町村i或を越え
み純1I1cのの(Jf)との|羽迎において 、以ド に述べる JlI11により、 li市で展開し
たような山協の組織ノJ問題の検Jを踏まえて{'I:Id別化応者組織の IJ編方向をlリj
らかにする乙とが 、側めて緊'8lな，探題にな 〉て きていると言えよう。
すなわら、第一 は、必ずしも決定的ならのではないにせよ、 oOt-に伴う組織
))(i民ドへの懸念が合併推進上のド1古要I.AJの・4 っとして促えられていることであ
る。第:は、その， }jで、作(Jtを実現する乙とによ 3てf;'!I~ の組織 )J を強化し








そ ζ で本市では、以下の課題を取り倣う乙とによ 1 て、広域fT併位協におけ
る作 1別 I主席者組織の特質を lりjらかにし、その再編IBJi.組に陪近していきたい。
第ーに、 lij~をで Iりj らかにした系統農協による組合 11 組織問題の JI~ 史的系譜を
踏まえて、作目別f主席者組織問題の現段|桝的特徴を lりjらかにする(第 2節)。
第 二に、 l13jじく lijrR で行 っ た山 I~ の事業活動における組織 )J の位置づけと組
合員組織の機能に関する検討結県を踏まえて、広域oOt-位協を想定した場合の
作目別 II~ 陀占組織の ~.J 質担保に|則する検討を行う。








市 C の険討結 J具を踏まえて制l 織の.む思決定的 45 引のflIリ lúi から、近年 -ki: の IJ~I日l
がみられつつある I内部組織の続済学 jの与え )j~) I~ 用しながら、作 r1別1:.f賞
作組織の ~!j 'I'l を額引 (I~J に lり j らかにしたい(立1 t1卸j) ( ，.¥) 0 
以降に、以上の分析結果を踏まえて、広域('iOt J;~ t~~ における作目別生産将組
織の 1
'
1$w 1問題についての検討を行う(第 5節) 。
m2節 e~ 16hの作目別生陀n*l織|問題の現段|情的特徴
系統 J;I~ t~ による組合口制l織 11\1:国の取り組みの系;!?は、両ij辛において 1リjらかに
したように、 1)再建整備JVI(1 950年代)、 2H仏大 ・発民WJ(1960年代-70年代
iF '1; )、 3)(l~成長期( 1970年代中ば-80年代、1: は)、~ )現段階(1980年代後半
以降)、という時期灰分にしたがって特徴づけることができる。表 6 1は、
ねらいや背誌等も合めて、何I!IJ叩における特徴を改めて要約してまとめたもの
であるが、とくに、拡大 ・ 免 JJ~JUIにおいては、 1960年代より全国民協中央会が
強))にlm逃していた常山卜JIJ山|将位!との関連で、作1日IJ'1:. p~ 者組織に代点される










点 6 ~ 1 II~ IUI日1Iにみた系統政協による組合口組織問題の取り組lみの特徴
l時期限分
I ) IJ l! 1~ (，ji JUI 
( I 950 ~I: 代)
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依{J7f9. r:!~ 業からの脱./;Jl (~ I・画的
なJ1: pr~ 、 I B 1:j、l版ンピ、 II，~口 j と




運動の路線転j免(f I~ (6 J運動
に代表される“主H織を問める"
運動の強化)
，1 )現段|桝 |剥l0tl :I;IJ J.支問題の顕|口付の自I~rI j化、混():化の進展に
(1980年代後.'f:-) 1 (E 化と多憾な(網羅 i よる組織 )I~ 慌の変質への対応
的)*1 fi Fl組織の育
成
資料; 全1k]l;'! I~ q ，央会編 rn業協同組合年鑑』各年版、および同編 f全中三




lti Jlr • I~I ~について、作 I I，JI J山を拠点、とした強化をめぎす。
Q) 1'1: i・I、北}自の協定 ・統・をはかる生産組織、作業受委託者の組織化、施設 ・
機械の共同利用を媒介とした生産者の組織化才の促進をはかる。
必 :帝政 ・l霊i芸等の作 1J ~JIJ 部会を強化し、常・ nl~lj也の J主催組織の活動を活発化
するとともに 、良市政物の叶ilij生産 .I:Bfi~f境能の充実をはかり、所得向上に
努める白
@ '1:':長背組織の行!戊にあた 2 ては、生産から l取先に宅る事業対応の強化をは
かるとともに、施設 ・機械のIi t 的管理の倍、化、 IIl!Î 稿 ~rlj 恨のための J~ 助 1I;IJI立
など、民家経営安定のための伐Ithとしての的倒的なすf業対応を検討する。
(4) f' rI部会、受委託組織は組織の成熟とともに、山川地利用およひ生産者の




的キIl織に|限定する乙となく、多f，r多|吊な j杉でのf'11 1別'1:陀有組織の (f{f: .形成
をiIijl:tとしていることである 。
第一は、作目別生産打組織の j占点的性怖をめくる:Ifti 性の問題である。すな
わら、 1 *1101.1のn1:的組織jとしての側 l而と 1J;~ Ithの内部(下部)組織」と




~II 織の ff成 Jj向が考慮されていることである口












・述の'1:pf. . ~I.ê j品川動の統合j時間における純聞の経済のjf!求、といった点だけ
では似え切れなくな 3 てきたことを jJ~ Uをするものである日 ζ うした{頃 lúJ は、 Il~
J."x 0 Oj:の実施にnい位協の組織制限が拡大するにつれて、まグます強まってい
くらのとJ5・えら uる。
そこで次節以降では、前市でfj )た I~IUの'，r~1 i'l~ !JUJにおける組織)]の位irtづ
け、とりわけ、これからの広凶作併出協において求められる組織}Jの実質的m
い下としての制作口組織の機能に|期する検討結果をもとにして、巧察の対象を
f'l: r I別生産 17キIl織に絞 って 、その間別的J巴j院を行うことにより特質を明らかに
して L、きたし、。
:"1 a i 広域(1{)I: C~ I/Jにおける作 1>}IJ I主vf打率Il織の類型化
ここでは 、すでに現存する、らしくはこれか らの広域合併伐協において怨定
される作目別'1:p'{i， ti組織を、(A]主席地形成型組織、 (B]Jミ路地志向型組織、 [C]




的特聞やまとまり!宅内い、 J~ 1仮休 :I~'確立の作成、販売取引先rljJ坊におけるシ z
r ゃ評価、今後の~題や発出 Jjli'J等についての特徴を、また[E]については、さ
らに主つのタ イフに分けて特徴をまとめると次のようになる 。
[A] t産地形成刑判l織 ，S! 
向山の技術を (J する生産伐家が、当該 J;，~PE物を口業経質における延幹部門と
して導入し、なおかつまとま 2 て tf 花する。)~I仮体制が確立しており、阪先取
引先rljl誌において 一定のシェアを行し、院地プランド(産地銘柄)としても認
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拘 l されている。今後は、現 (E の 'I~ ~n . 1坂先 1刊を占に保らながら、より tq次の
'1: ，:7 j支郁jの導入やIj攻略的な IHl:j . I坂先活動を行うこ とにより 、 f 産 地の，~':jJ主化J
をi災1)ていくことが課題となる 。
[B) 1: m 地志向型組織
').E何度の技術をnする'1:t:n 民家が、 M1J夏山作物をn業経営における J，~ ~t 部
1 "Jとして導入し 、かっ比較的まとま 3たj杉で仔(1:する。共!板体制もほほ6(1:'Iし
ているが 、|仮完取引先 rljJ誌においては、 f~1f.J也プラントをト分に確立し慢仰を保
つほどの l百(Jシェアをむするには弔 っていない口したがって 、今後は、 1:底地




あり 、必ずしもまとま 2 た形では存在していない。また 、出荷 ・販売を1/，1別に
i J な 3 ている良家もあり、 J~I版体的IJが卜分に 6i，;ι しておらず産地を形成するに




'!'-，:'j (，'J.の技術を有しながら吋訪山産物を'1:P7Jする 1民家が 、比較的まとまっ
たJf;c {j.作する。ただし、大).h!似山l山の形成μ は:ljl約的 条件があるため、 m的
なm:(，'1. 1'1:を発問するほど多数 ではない。したがコて、 行機栽培や股陸)JI仁の実
施、あるいは消費者クルーフとの陀l白活動というように、生産 ・版元対応の工
夫による 1:31・t)1 (而{I([化をigJRすることによ〉て Ijt(I~J な而での劣性をカバーする。
今従は、既存の関係民家が (iする常民技術の維持 ・liJ!:、さらには生産民家の
新制f成方が課題となる。
[E] )山 J~!X ，}": ¥0 g~ 集同誌礎k:Il織 υ、 3
ここではとくに、従来からみられる稲作山l.i車中Il織や水川'8農民li!.I!の組織を組、
屯しているが、さらに、次の〈つのタイフに分ける乙とができる。
すなわら、第一のタ fフは、 |持ht民家がほほ jriJ質的て一つの活動目的を契機
として刊織されたものである([E I ]水平的地域H1;'lW:HI基礎組織)。例として 、
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!増減 J~ 1司千IJHJ組織、大尉|長稲作経営者組織、良質米;f&j~ lIt j並組織、守があげら
れるの
第 一のタ fフは、組織に関係する 民家が異質的で、とくに経符襲来の需給者
か関わ 3ているものである([E' ]垂l立的地域釘I;'!m 1サI)，~礎組織)。例として、
出作業受:委託組織tt;があけられる。
M.i毛にあ ..のタイフは、 [E1 ]と[Eι]の特徴を向合的に(Jf・i:!bヲたものである
( [E J胞内的j曲以'H1;'1 m I.J)主砲組織) 0 191/ として、山地 flJ 川 ，~，~If(f *1織、集問転
作JI(;j庄中Il 織、て~があげられる。
:-n 1筒j Ui W! }JIにみた f'l:J 1別'1:.践者組織の特町
I .組織の符済的側而からみた特質
点 6 2は、まず組織の経済的側面として、 I)活動形態からみたキ1織の規定、
2) lUl i与される組織形成の符済的効果、 3)情l成出家の J，jJ1'l fl1:の将位、 4)組織への
出比出家の粁済的従属性、の点から各知明ごとの作r1別'1:，:[ n組織の特質をま
とめたらのである。
I )市助形態からみた組織の則定は、7)<'f的組織化と Tr~ 1'[ (I~J 組織化のいずれか
(もしくは|山i(1)で促えることができ 、2)のJUI侍される組織形成の経済的効果
としてれ休的に現れあらのであ7.;，・7¥3 ここで水平的制1織化とは、 IiJHiの民産物
を']:はし -ki:れほのまとまりをらって仔 (I:する 山家によ って irわれる組織化で
あり、 1:として、制限の符怖の字受を円的とするらのである 。 ・}j、垂直的組
織化とは、1.1:，:長定点の'~，~述から !;l 詑物の生 FE - iH45・版先lこ宅るまでの過程の
rjJで、純敬の活動が結合することによって行われる組織化であり、主として範
1mの粁済の・7受をけがjとするものである。
2) JUI 侍される斜l織形成の経済的効果は、水平的組織化と J[~ 1'(的組織化のいず
れかの特質をもつことによって現れる規模の経済と純附の経済、および的報の
経済を lJIえ (0・えることができあ'れ・。まず泌慌の続前は、①大明施設 ・機械等
の導入による'1:，弔問川や流通質問の節減と、@まとま 3 たl収倣い fitに基づいた
交渉)Jの発仰による (T干IJI坂光の効果、に分けることができる。また範囲の経済
一 125-
i< (j 2 tn 'I~別にみた r~ rl別'Ur{'; tl総の竹7'l(IJ
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~!'!I~ のrutí (l1:~ . 泌tj吊 1~川 のilîi滅 l やや異聞がj
と{fflJn反光 、のr.tlう}的吹受) 1 (o)'-j苅"'l
It'I fUの符済( -:11のγn幼's) 1 I主術}
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1;1、 (1)技術の経済(隣服した If.:が統合される ζ とにより発生する 'l!JOの節約)
(め取引'{~川の符済(l収 'JI tIl f.決定のための，羽代 ・交渉コストや取引相手の行動
をモ ニ タリングするためのコストの節約)、@よ干IJ川資源の経済(組数 r.f'~で
山川叶1jtなfi/IJ;l )~ j岳'1:，:r波止; のflJJfJ )、に分けることができる。.Qi去に、
l'i 刊の経済は、①学習(もしくは経験)効果(キIl織化した活動を行うことによ
っ て行られる情報の岳W) 、@山知の相乗効果(J~ (iや交換等 iこより、分散し
て，Yi(iされていたWf~1 を;部分的に，n ねることによ》て克刻される新たな WfW の
川那 .01 j主であり、J:.とし亡 1民1'1.('~J キ1I 織化によ っ て í!i られる)、に分けること
ができる。
さらに ζ れらに加えて、 3)川l点山家の同町村:のれほ、 4)組織への構成政家の
経済的i;tJ;~ f't (所属する組織的動の成汚が個々の山家の経済的成果に及ぼす影
将位でゐり、影押が大きいほと経済的従属性が強い ζ とを示す)を考慮するこ
とによ 3 て、作目別 ~I:YIT月キ1織の経済的側u，iからみた特慣が明らかになる。
寸なわら、点 6- 2 1':ぶしたように、 [A]t陀I山形成型組織は 、水、jZ.('~J 組織化
と I~ 1'[的組織化の両 I而からmi.とする乙とができ、したがって 、組織形成の経済
的効県については、制伎の粁術、問|出の経済、さらには↑1報の経済のほとんど
すべ Cが字受できる。
[B] .1: 陸地ぷ 10J 型組織も、水平的組織化と JT~1'(的組織化の両面から規定するこ
とか Cきるが、ただしl:Il J山を形成するまでには弔勺ていないために、 Jr~ L直的
*1織化に|誕lわる範聞の粁済やWfWの経済は;部分的・;I受にとどまる。












[E 1 )水、ド (I'~ 地域符 I;~ W 川 )I~ 舵キ1 I 織は 、 同目的出家の1-1.1まりであり一つの活動
IJ (I~J を遂行するため、/1<.'1-的組織化として制定される。したがって、腕悦の経
消における 'l~it 1~ ffJの節州幼県(こ乙では侃作|処1;虫キ1織を中心に想、定している
ため、流j垣間JlJの節減や (J+1 II~ ./(:.の効果はほとんと!り1i!jできない〉と WfUの純
情における学習効果をヲ受する。
[E ' ] JT~ [1'[ 的地域営 I~ '!m卜J1 )，~舵組織は、経 ?:ftEA;の;l給!iが関わっておりiThul 
(t~J W織化として規定されるのしたがって 、純IJIの粁併における取引 肉川の経済
( Ir iJじように陥作間辿の組織が11心であるため、 l支払jの経済や未利m資源の経
済はほとんどWJ待できな L、)と1.'i叩の続前におけるっと1効果と相乗効恨の }部
ど t;I-立する 3
そして [E.]限合的地J，先日出来1・JI)，~ fi!~組織は、 [EI] 水平 (t~J.li! J或営 I;~m I.JI)占礎組
織と [E，] Ir~ [1' (的地域 'r~í'I;'l m 1.] I 以1，治組織のIrljnの特徴を併せ持つため、ノ'1<.'Ii.的組
織化と!s，'( rn組織化の 11，jI{Iから則定することがでるのしたがって、 [E1 ]水、ド的
地M.:'i守口集!.Jj基礎組織と (E] Ir~ [Ll的地域常l:'l;，uI.JI )占拠組織でみられたm悦の経




では、制1~守口組織を 'p に市史論的側面からだけではなく、経営管 I型や怠思決定
の例1mから位置づけることが，n哲であり、このことは、位協の営政I面的動を担
う制作円制l 織である作目別~l: I~f. li組織についてら!日j慌である。そこで次に、組
織の.む思決定の(J!iJ(而として、 1)怠思決定の統作形態、 2)構成農家の I芯思決定
lJ;i JII 1、3)間!点民家の|メンバーシッブJ;lf1i1 J、4)組織の運営原則 の優先度、
5H~! Iι純日管内におけるぷ思決定段階への参両院位、の点、から類型ごとの作目
別'I=.，;n ti組織の特質をまとめたものが表 6 . 3である。
ます、 I)怠思決定の統oJL~ !l~ には、統合的怠思決定と分散的意思決定、およ
ひ'怠思決定の統合の段l立が干、ト分な統合志向烈分散的怠思決定が考えられる。
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l<rl 3 'fi~吋'1にみた I~:日別'ur: mn織の1J'l'l(2] 
*"織の.t!思決定的。~hfliからみた1.J11 -
~I~U営符尽における愈
怠思決定の I ，W~r，~1!の I.~思 I，~/í)~n '支の f メ ン 制1mの運:. ， 思決定段階への怠回程度
統fY形態 決iElilJIIJ パーシノフIr，!JIIJ 1~ 1Ji1 の優先
< 1TjJlOf系} 1吃 I n p 1m C 
[^J 約l燃の週符
1・，ql(blr;Iî'<.'I~ ';11，1，えct配fラ 強1，I，I/，lf-Il総'l，j')~Æ 検I;r.]f，( tfI給¥'1"111 Ii;lJIがl事先 Q 。。。
れ1総 的思似iJ.!iE !日!Ill NH系 (削1、R浄、
<&"'i]l主的・総統的 γ，:専のtQ彰~J
関係) がnM
.嗣 一一ー 一一 一一 一 一
[IJ れ1mのi理???
ur，:J[I!，むli'I'I~! 統f、i(1てl怠思 中1納町!決定1i;!J1' れl紋\lIHII I í. I~1I系 li;!Il'が慢先 。。。。
tlm 決3E (ただし命令li完 ( Iま lま |市1;じ('~J ' tH (ただし ~i)
全Cはなく、強i 統的I¥{I係) Hリて事のj，Q約
|占|てはない) ははし)
圃ー 一 一 .一 一一 一 一一一
[CJ 
pr¥l也むI'J'I'WI *fi. (';，志li'JI" tJI符w決定I~!川と fIl総1¥'!tfJ '1，I¥lHf:と 必rしもtl。ら 。LJ. 
給1 う}倣的怠叫 di川咋!決正1i;11'1と diJf¥fI'!fJ '1，1¥1)係と 織のj~Jmna
i~í~ のdUr: のilUl 1JI1;t1理礼し
ない
一一ー 一一-ー 一 一一一ー -一 一 一 一 円一一
[1] fIt:.tのi理下f
，!11 JMllIWIJfI tlr (';0~J.ì引収 '.>!lIo'，l/.i: tlt.'I"i灼ie";(IIO'Jには制l叙¥'I，jh;lI川がl事$¥; 。Q 。。
J除'1叩It:.t i.l!i! I~!IIII 1/，1(1係 〈ただし (部11'1，1主体j
比較的知tl.!t$人は に1'1~る tl.!
容易} t!.JlJt(f (1) 
一一 a 一
[H tl 
J/< 'vn'JI也Jl1xl:，1r，tIJlWJには 1爪1l'J(/'JIこはilits明 I f，l則的 lこ は ifjJ t\~~ tII織のj'1:t。。。。
~l1m.Jl)高 ~'NII 分 ~n'J.ø.思 決定1i;11!1であるが 1 [/.関係であるが 同1削lま必ず
ti¥t 決定(ただ ヌ1/r:干のf也録的，'.'< mfヌで干のl帥型的I't， しも慢'Jtし. し、 Wf;高て事 純1みの彫"を受け *0みの閉3'1守を受け ないIJt、知 . . . 一，... ・ー--0 ・ー 0 -
[I~ /J のll~*空白~JI干 る J~('; が多く、そ るt~(';が多く、そ 続可のlI!tま
1ft 1'( (，'JlIU t"'t'I:i *" みの~;'p.:l の怠ntで I;UII総'I~ の忠時で1;!fIUi¥t'l'! 的INIみの 。。。。
r.l !)¥I・JIJ.H1HI . mnilを匂 .J: ífH~'I'~の決定限 と mn\ 'I'!の~I" ，1'1 用:3 ~j停を受It
初t けるJI，(';が 1111が~Ur: {長カ(ilUE る
彩い〉. . ー-哩F ・ー ' 0 一 . . .. ... . ・ー 00 -・・ーー
[1;、j nalflWt には ~II，'給w決定即日1)の 約l結VWI日1;関係の kIl織の;~符
1 {'; O~JJ山 J.~符 統(';n~J窓思 うえに、wr.容で干の うえに、mrn等の 即!JlIJが慢先
n !l! I ，JIM~，占糾l iJ.!ir (ただ JU!*型的INIIみの影 j也録的INlIみの彫 し、かっ!I! 。。。。
結t し、mrf{守 '，~を受ける V耳・を受ける fl守干のJtl!総
のlLl!f~nw. (強問な ~II総 'IW~ (~l悶な *11 叙\'l'jW 的INIIみの




il:> I OI~U'f下íñ仰における芯思決定段附への参両院ItJ の I n、l'、1m、Cli、それぞれ情報段階、
れ桝lを附、工:総段It}~、コントロール段階を示し 、老妻阿何度の強いWíIこO 、 O 、 ðで災している。
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統合 (J~J 怠思決定とは、名構成 fl の J意思を統合化(:!.ll椛化、単一化)することが
IJ fiE: (， あり、しかも、それが~:Il織形成の経済的効県の発仰にとって必2!・な場合
である 。次に、統合志I[J)'I~ 分散的意思決定とは、 11 ~ ，Yj I点目が持つ怠思を統合す
ることが、キ11 織形成の符済的支~J 県の発何にと っ て必波であるにもかかわらず、
分散的.むj以決定にととま 》ている均台てあり、ここでは[C)産地ぷ1;')!日組織があ
て はまる 。 最後に、分散(J~J 怠思決定とは、何十品成 11 が持つ怠思を統合する乙と
が組織形成の経済的効恨の免 jílf にと っ ては必すしむ求められず、1J~'Aに11f持!点
nの怠比!は分散されたままの状態にある f易fVである 。
2 )f，W I点民家の I怠思決定lJ;r11 J ! <)) には、 rliJ叫 I~'~ 決定版 WI と組織型決定!点則と
がある。 Jiíj 者は 、 椛)J~口は{耐絡を E な判断嶋中として削人的な利誌や効用の M:
人化を目指すものであり、 i走行 li、構成nはあくまでも組織利益の1ti大化のた
めの椛阪による命令を受訴するものである。
3 )構成出家の「メンパーシ γ フ!点目1IJ とは、 h~I点出家IUJや構成伐家と組織と
の11のHILi.1其|係の形態を /Jミすものであり、 Ilij~ JI'，!制 li関係とは、比較的 1'1山な
参入と;1]1 '，が可能である坊の、組織型相斤.関係とは、|国定的 ・継続的な|問係が
}f; IJ見duている f弘行である 。
4)キ1織の運営原則の仮先JEとは、ここではとくに、作目別生産者組織におい
て しは.しばみられるような刈 11や|除名等に|叫する胤約の仔在状況を指している。
l員後に、 5)民 t~統計竹内における怠思決定段|情への参両緯度とは、，jíj 市第 5
節においてぶした粁?;{・行1'1i，fj 91)]における怠思決定lJ;r川の杭段l晴、すなわら、①
w 刊の収集 ・税N ・分 IJrをuうことによって1¥1:泊を免比する↑1'y~ 段|桝 (i n lcl-
1 igcllcC phase) 、@問j語解決のための代替34の保治 ・発見 ・作成活動を11心と
する全li1ljf11併 (desigll ph ;t sc) 、(3)~号代持案の比較，i'f (1岡・結果予lWI . 実行司 ti~
tlJ:の険討を fi う j室 fJ~ I立l情 (choicc phasc) 、 (4) 選択した代詩案を ~I・ llfij 化し実行
に移す実胞段i併 (implcmcnlalion phasc) 、(5)" 1・ Ilhj に対する実純を J~( (1fiし修正
(フィードパック)を行うコントロール段|情 (controlphase) 、という 5つの
r~1桝のうら、ここでは企 IllJj I北|併と j玄択段|情とを(Jtはて計l凶段階 (planning
phasc) として、合 ~I t1 f)!: 1哨で /J'した。




怠以決定のね!立の尚志、組織 I{'~ 決定 l京日11 のf'i: J立の lfJI さ、 lril じく組織]~frl Ti.1見1{系





'J~ M ij'l! ，1' 1Ijの策定に lujけての出動を行う段|情であり、 「意思決定的特nにおけ
る組織性 j の強さ 、 当技 C'~ ，w 物の地域段業における i[i j，g ，.立、組織の経済的特質
における情成民家の経済的従民社の強さ、が参(ljの院!支を高くすると巧えられ
る。
't b包fQ'1桝(1 m) とは、 7fii.とされたけ・lhjを実行に作寸段階であり 、j占;t:(J~J m~ 分
li I;'~ I~~ の 't~~'J;tl指導引業部I"Jによ》て拘われるが、1'1'1別生注者組織による参liJj
として、 (01えば、策定 duた，¥1 Ilhjに法づいた組織としての研修会の実施、 ?:i・1L2
伐材‘jjH13実施に対する組織|付 11核的山家の|品 )Jもしくは代行、さらには、民協
の経常者行動に対する枇倒的助、等があげられる の したがって、 f怠思決定的
45自における組織性Jの強さ、構成民家の?守口技術水準の高さ、が参両の程度
を向くすると考えられる。
lí~ i走に、コントロール段|桝 (C) とは、策定叶Ilhjに活づく実行結果の 事後的検
;jlE (止I((llIiと修正)、続?;i・n行動の評(tliを行う段|桝 Cあり、 「意思決定 (I'.J4!j 'Ilに
おける組織性 jの強さ、叶抜作1の地域民主iにおける ，(1喫度、組織への 附!点民
家の経済的従属性の強さ、が参i山lの搾度を向くすると考えられる。
j{_ G 3に示したように、 [A]t I宅地形成明組織は、強悶な統合的怠思決定の
形態であり、また芯思決Ji:1M 01やメンパーシ yフlJ;tJ11においても、強間な組織









ていない。また、刊 11て干のよ!lkr.J が必ずしも仔イEしな L、j坊のが多いことから、 [A)
1. P?' 地形成別組織ほと r.むJ思決定的特質における制l織性 j は強くはなく、した
がって、山 1~6 の経営管問!における怠思決定段階への参両程度は相対的に侃くな
る。





[ 1>)，:'j f.I JI IIi I，f( i!}求明キ1織は、統on~J 芯思決定の 1615 をとり 、 芯思決定以 WI や
メンパーシッフ原則においてら刺!織 J~~ の決定!日( 11ゃ+llf[関係(ただし、条件さ
え揃λば叶 j表部門への新川民家の参入は比般的作品である)となるのしかも 、
例えは、(i機伐F主物のJ&J/1 . 1仮，J己においてしばしはみられるように、日:I;~ 技術









の決定 1M 川や相互関係であり、キIL織の迎計原 JIII は必 r しも隈先しな~， 0 これに






のf;¥3~}l:~ がキI!織の志思決定に日'; ~R? をうえでいることであるの例えば、情成C2 家の
ぶ!ぷ決定15;(1 Jでみるならは、[1-:1]ノド、1'.(I~J 地域'F~.';1 !H卜JI)占舵組織と (E、]ilf: 1'( (J~J J也
H'F¥'1;1 W卜I山礎組織のタイプは1J;tlIJ的には di均 'I~!1)( i IJ;t JlIJであるが、集結て手の
j山総的仲キII みの影惇を受ける;~~合が多く、組織 J\'l とr!jj劫 Jl~ の決定原 WJ が混任し
ているとみることができる 。 また、 [E]間合的地域常伐集団基礎組織では、組
織問決定h;t川のうえにUUx寸のj也絃的枠組lみの彰惇を受けることになり、 -JM 
強loなキIl織別決定原川を形成することになる 。
m5陥 !よ!.'x合{Jf.t:~ 1ιにおける ('1:I I 日IJ~im 行組織の 1 11 制北坦
以上の分析結果を踏まえて、 U、 i或台併 J;~ f~ における作 [1 別生産者組織の Ilj 編
抑 UJl に つ いて、とくに、 Jl~ J味合併に(，I~ う作目別生時朽キIl織の統合問題に焦点を
あてて検Jしておきたい。
ところで、本章第 2珂jにおいてぷした全[&1J;~ f~ '1央会の指導方針でも椛認し
たように、山協の作1別'1-:内行組織の現段|射における山本的性格は、 |組合口
の自主的組織Jと rt~ f6~ の内部( F部)組織 j との"ltjlliをもつもの、あるいは、
川市の t先 fY 体として促えられて いた 。 しかしなから、 Jl~J或合併に伴う作LI5.I1J生
時者組織の統合問題を与えるとき、あるいは、 rij節でやや詳しく検討したよう
な{午1別'1:ytg 11 組織の矧，，~! ~11J 刊町を考慮するとき、その j占本的性格は、 「組合
[1の 1'1:的組織Jと rJ;~ I~ の内部(下部)組織 l との統合体というよりち、む
しろ、|山j行の問を制対的 lこ 12 れ目i}jさ、かっ組織の安正性を低める吋 1î~tiJ:を (Iす
る絞い粘fVによる組織である、と i見定する }jが )1苅lJJであると思われる， I Q l。
たとえ、最終的には、 [1¥]I・陀j也Jf;JJx 型組織の形成を I~mすことを円偲とした
広域内(}tであ っても、(i(Jtに|探しては異なる矧'lリlこ服する作目別生産者組織、
例えは、組織型の意思決定Ii;tJlIJやメンバーシッフlJ;iIJといった特徴をもっ[13]主
陀地ぷli'Jm 組織と、キI!織 )t'~ と rli川型とが混布している特徴をもっ[C] 路地，志向~
組織との統合が行われるこ とによ 3て、上で制定したような組織、すなわち、
安定1'が附くなる nJtiE: t'l:を (jする級い結合による制l織、という越本的性怖が強
まることになる 。 ここでのI9tJぷは、市町村を1えi必とする俺数農協による“対等
引 "fT 併のケースを想定したも の であるが、仰!えは、既存の広域合併民 I~ と町
一 133-
H;を|ベほとする山協による“ 1吸収 JI~ " 合併のケースにおいてら、児なる煩 ~t~ に
附する{'f[]別!L=.，:n n ~ll 織の統のという点では、 IIiJ 慌のことが起乙り得るであろ
う '11， 。
また、(^)七時j由形成型組織がすでに形成されている場合においてら 、広域合
1" に ('I~ う事業開 fjE の強化によ) ( I PF.地の，:・:jI主化 l を，，~行.j-ζ とは、組織から
!，Y 成山家に対ナる強 ;I~J 関係の!強化や!，\j成出家の J注目11 化を促近'さ U る乙とになり、
その結果として、間l戊出家と刺l織との1世保か発'I=.することへとつながっていく
IJ H~ 1'1:が大きく、この怠l床においても組織のイ、安定性が強まることになる。
こうした傾向は、 [E)J也J!'x'Fi J;~ !.u I.JI )占礎組織についても IJJじことが言える。す
なわら、前市で強 ~I，~J したように、キn織型の芯思決定 l京則やメンパーシッフ j京JlIJ
の形成に強く彩押を及ぼしてきた出諮問能が脆村化していること、さらには、
竹村純 IJ II の拡大や組織活動規模の拡大に伴う組織内経営竹内矧 JI~ の肥大化 ・ 間
~It 化が、一部川 IJ-'<; J;~ 家への(1JL! J~(I ゃ、構成民家 1111 あるいは l，~成 12 家と組織との
IHJ .C 陪擦を発生さぜることになり、その結果として、農協の内部組織からの I~
弘化 ・独立化の傾向を引き起こすからである白





!強い作 U>Jll'七時 nw織の Jr.~1戊にと 3ては弔裂な条{'I:となる。抗二の条件は、メ
ンバー問での合 .~J杉 b見やメンパ- HI 4.悶jてのfJ動のモニタリンクが行いや寸い
ようなキIl織凪+.の形成と、この11からみた組織制限の適正化であり、このこと




仏H:7 {Jj:伐協においては 、小:Jijr I)'jの('1:什別'1:pn向車Il織J_Q~/I rn務川のリーダーシ







以前の純白における竹帖区域 ( = rlîl町村区域)を純 [JII とした )I~ 付文 IYr 対応の強
化が，n曜になる。
第 6珂i む 4・び
出l，uの'Ir業機能、とりわけ lよい怠味での符政指導'IT業機能を先附していくた
めの j~ IE JJl肢の椛('~という点、からみれば、 IL j~ {7 fJt-に ('I~ う作 11 別生 p1f 者組織の
統fYは側めて 'fr'ltな課題である乙とには11泣いない。しかしながら、本市にお









( I )作日 <'1:陀〉部会等協々な呼び方があるが、ン転車では、政協の営隠面活
動をmうキIl0 f 1の組織として比較的制仏i い概念で促えていること 、 さらに




( :1)こうしたぬ Ih~ 合併をめぐる山本問題については、 JUI 陥 I ':1a合併問題の








( ，1 )全国民 It~ rjl央会編 r~.~ I品'::~ J~!l 指導事業強化 }j ~~ J、I987年3月、 18-19ペ
ージ。
( 5 )明日l忠夫氏は、①':1:陀のは;がり、 (2)'1: ，:nのi密度、③dit叫における評価、
@生産民家による機能的組織化、⑤生prl}jtlミや生産物等の45妹化 ・特徴化、
という J，Ciq;をもとに産地を分mし、とくに、(1)....._④までを満たすものを
!主産地 j、(1)-(S)までを i~V.j たすものを r，:'j J主主産地Jと1子んでいる(射
日|稿 rt Vn地形成および作地1m競争の論I'l!と課題」頼平絹『国際化時代の
口業経済";1:j山氏協会、 I992午、 286ページ)。
( 6 ) 一般に 、地域常民集1-11とは、 r J集結ないし必要な地域範囲において、
地域(むら)の良き伝統である協調主義(公、I~ 、、Iì.等原則)を生かしなが
ら、話し fY い(合怠)を J，~附に、経済合JlI!t'l: (競争原町)を上地利用調'憶
に関わるキIl織的活動をjfliじC刈めながら、地域の社会生活や経営の成長を
|刈っていく I，.~J也・地縁的な'I_pr~ キ11 織 J と定 ，Ji されている(鈴木克宏稿 r J也
ー 136-
J!I~ #Fi・ I:~.!H I:JIの今後のすすめ }J1 r 山菜 I~~1; i] tl (~.. !'i: 3 7在日i:lり、 19 1 ~ド 3
)1 ) 
本市におい て 、敢えて rJ点目占 lというe:拡を つけたのは、従来からの位
協のf，s('j: i~iI ~~ ~~;に代災される上うに、 JJL (，:は陥 ('Fr'll j世やノ/<.11符伐|見IAの組
織 で 1:~G の ÁJJ'，じのような j也 Ji'X'F¥' Jl'l )1 I.J!には必ずしらな って いないものであ
‘ても、 M終 (1'.)にはj山)，長'Fi'1:' tH [.J 1になる乙とをJL(1' 1 Hiしているj位!日にあ
る中1I~i~ 、という .(:i n 1;をl与たせーみためである n
( 7 )れ取におけろ木、V(I~J k:1I織や lfi，I"{ ('~J tH 織の ~Il{:;t とその料消 (I~J 効 'l~ に ついて
1;1、 Ji~ i~IS I!~ 陥 I I; '~ .~~粁 j:i・キ1I 織の川 j主的 (WI(Iiをめくる e市1/¥1Uu 1 fi'I:'~ 休業11\1J遁
!lJ1 ';y.~ 市 26 色市 3 り (1990~1:9)1)、29~ 30ヘージ、ならひに、 j見比仰と片:
. 1;'1 主流 ?:f ・ 1J1・ l山免 JJ~ i~命 』 大lI!j :;t、1989午、 81....83ページ、を多Jl.(tのこと口
( R )ここでの ll，!F:~ の何姉、組 IJII の符済、ならびに Wfll の符消に ついての 考え
Jj は、 J)\i~i; I I ;rll:k~ Jの他に、 Jj本/'"玄 .(JI n倣之:1:，. {I~]J~ の経済学 』 r;
il~ il: J，i;、19851、8....92 ぺーシ 、 ':;~ ~軍{也- 1.: r ;11れにと W ~lI の特許学 J (j斐
ml、1988午、 r，13小、に (1うところが大きい n
( n )ここでの， ，む思決定I!日li1と次 に述べる Iメンパ ーシッブlJ;tHlJ 1の 与え
}jについては、 ， I'~ i~l; キ 11 織の打消γ:1における附念をlZ川したらのてある n
，fl tl'川、 Jふ・ IJI ) ，} '1"iJ 1" ，': 、98...100ページ 、むよひ、今JI:n " (JI n 
敬之 ・小池干1リJ片'"，)~ i~iS 組織の経済学 1 取 j下杭怖、， 982 {I:、136... 1 ~ 2ペー
ジ、を苓Jlftのこと。
( 10) [I)~ 市中11 織の粁柿 γ: 1で は 、怠思決定lJ;IIlJとメンパーシッツ lJ;iIlJにおい
C、 |キ1織的取引 lと 1djl持的取引 lのI，lrjjjの1'1:怖を(Jtはら、た緩い結合
に J，~づくキ11 織そ 1 '1
' 
1Il1 t，1I織(rli同) 1 と lI'f ひ、その'布定 n~J 条件として、@
メンパ ー 1m で)~ '1:: するコンフリクトの品終的な，il.~1 ~i'< i吃の(.[(，'、位、メンバー
1で の.む!f;Ij¥e:がfj'いやすい刷 1:のj口氏、をあげている(山木 ・伊丹 1'1日11-.
J;巾J.103... 101ページ) " 











第一は、民協の τ作業活動 ー ここでは、とくに広義の常民指導事業 〈いー におけ






















る j既仔の níl 別 ~I:pr :n K:1l織どうしの統fy.T1編川加が副irr:化していることであ
とくにm:近誕生した広域合併伐協において、第三は、
? ?， ， ?る。
合併は行ったものの作目別生住者組織の活動は依然として旧民協を例えば、
合01:にHって1II1速に作目別生産者ぬ7..>いはj主lこ、1位として行われていたり、






まず第 2 節では 、 兵JlII 県下 26 の合(外経験出 I~Iこ対して行ったアンケート調査
の結果をもとにして、作目別生産者組織の実態を i切らかにする。











































先の表 7ー lからわかるように、兵r.m県においては果樹の 37.5%が最高(近
年増加している)であるが、果日Jをi珠く他の作何ではいずれも「全利問の嘗約J
-1 ~ 0 -
ぷ7- 1 主なf'l: U 別生nn組織の，世間状況(兵w りI~ ) 
(m (立:%) 
設置割合 設前組合数;切合 力1I入資格の限定 全利用の持約
一 一 . . 。
作目 ・年 198~ : 1987: 1990 1984: 1987: 1990 198~ : 1987 : 1990 . . . . . . . ， . 
術作部会 50.4 : 51.2 : 45.8 6.3:17.5:14.3 33.3: 36.6: 20.4 
町菜部会 73. 6 66. 7 61. 7 
. 
7.6・12. 2・18.2 40. 2・n.6・33.3 
果樹部会 42.4，35.0 : 37.4 9. 4 ， 9.3・15.0 28.3 ' 24.9・37.5 
イ伝き部会 40. 0・34.1 3 1 . 8 4. 0 9. 5 : 1 1. 8 32.0 : 40.5 : 20.6 
i: IJま部会 22.4; 14.6; 11.2 3.6: 16.7: 16.7 28.6' 50.0 : 25.0 . . 今
肉牛部会 45.6'39.8'40.2 14.0: 20.4，18.6 33. 3 51.0: 30.2 . . 
円高良部会 36.0: 33.3: 29.9 6. 7 9. 8 : 18.8 33.3: 48.8: 28.1 . .
住 1) r 加入資枯の限定 j とは 、 l~jt .飼Yi制限、 d}業 ・主業 .{JIJ業な
どの tUIで力1入資格を限定していること、 f全利用の帯約」とは 、販
32 ・ 11河口 などの山 I~h '11'淀の全利川を?{:~(，J す~(íの中11 織となっている
ことをいう。
2 ) r設置組合数別合Jは、調六回答組作放を 100としたもの 、 「力n入
資怖の限定」 と「全平IJハjの符約Jは、それぞれの組織がある組合放
を100とした柿j点上じである。






作目 ・年度 1980 . 1985 . 1990 . . . . 
m Hl 4ノt同 3. 5 3. 4 3. 6 . .
兵ftf(県 3. 0 . 2. 0 . 2. 3 . .
ーーー・・ーー... . . ーー圃ー・・・・ ・ー・骨ー ・ー圃ー "ー量 ・ー-ーv wー Eー Eー ーー 'ーー_ー・ー・ー・ー，. . 
~!f i装 全 毘l 2. 8 3. 1 3. 7 
J~Fl~M 2. 9 2. 8 . 2.9 
' _ー_ _圃 a・ーー・ー . . . . .唾・・. . .骨・ーーー_r骨・ーー 喧・・・・ーー ， .ー. . . . 
' . 
全 l司 J. 6 . 1. 7 1. 8 ..
兵I，H県 1. 7 1. 7 . 2. 2 
ーーー・._ーーーー・・ ・ーー・ーーーー 骨ー骨ー ・ーーーー， ι骨骨ー__ーーー__'ー・・・ーー ... . . . 
果 品J /じL 国 2. 0 2. 2 2. ~ . .
' 兵部県 1. 7 . J. 7 . 2.0 ， ， 
_ _ーーーーー・・ーー ーー・・ーー ーー唖 _ー_ _ー・_ー 4ー -ーー，ーー -ー・・ーー・・ーーーー.ーー・・・ーーー・・ーー.  
イ伝き ・イヒ 氏」二、 医i 1. 3 . 1.3 1. ~ E .
木 兵Jil1県 1.6 
. 1. 5  1. 6 ..
注) 作1別1-:tfd組織放を「該当組内放Jて|除した数{If(
である。
資料: J:~ 水 '0 r総合政Ith統計表』各市来年度版より作r:。




このように、今ド!?:i-U2j行将 'IT]I~ の強化という課題が Jl~H (7 (片山 I~~ においてま
すます求められてくるなかで、機能来日iあるいは舛約史1.1"1としての作 1J ~J'J ~ P~l 
者組織の性格は必ずしも備わっているとは言えない。もらろん、詳細な実態に
ついては、とど1案作円の陀地としての成品皮合いや山|品そのらのの組織刷般によ
って Y4 なっており後の倹汁に成るが、先に指摘した山'ぷの ~I主化 . ~'J '{'l化Mlii)













ついて 1990年でみると、 r~主陸部会組織の強化!は 5.3% にしか過ぎない。この
ことは、合併問題のなかでの作目別生産者組織の略的 ・ 強化の~題の{立抗づけ
やウエートが{氏いことを示している、と判断せざるを1!}ない。また、 「合併経










る J;~16h Jカ，JUIi .'j がHH内する17m
る合{}f成果 成果. ' 1987 : 1990 1987 : 1990 
' . 人的休日目!の強化 全 同 ~ 7. ~ • 53. 7 22. 9 ・21.1 
兵wリI~ 66. ~ • 6 ~. 9 
' 
3 5.~ I 23. 7 
e ・ー・岨咽・ーーー ・ーー・ー ，ーーーーーーーー ーーーー -ー-.ー--骨骨..T. -..ーー ーー.. . . ，・ ・ー ・ーーー
営農指導、名何十日談機 全 匝l 44.2 : 52.1 28.7; 36.0 . 
fjEの強化 兵同1県 29.0 : 42.6 29.2: 28.8 
骨ー 骨ー ，ーー ーー ・ー・ー .ー--・ーー---・ー ___._...1_ーー -ー ーー ・ー... ，J ..ー曲嘩ー・ 
信RJ. )~済 T]T ~~純1m の ~ヒ¥ [i.' 36.3 : 39.5 37. 1 49. 1 . .
拡大 .I強化 兵陀県 35. 5 ・45.7 35. 4 ・50.8
ーー骨ーー ・ー・ーー ー ーーー ・ー 4・ー ーーー ーーー ーーー ー ーー--ーー ，ーー ーーー ー ーーーーーー 『ーーーー・ーーー
自己資本の充実 1:、:. 日| 33. 0 ・29.3 27.7 I 28.6 
兵昨日 27. 1 ・27.7 30.8 ・32.2 
ーー ・ー・ー .ー骨骨ーーーーー骨ーーーーーーーー -ー-ーー -・・ーー・・T------- ーーーー・ーーーーーーー ・ー・ー. 
販売ノJの強化 "E 悶 17.0 : 22.8 20.5: 27.2 .
兵JI11以 9.3 9. 6 12. 3 15. 3 
ー---ーーーーーーーーーーー・--ー司" -ーー・---ー ーー・ー'ー・.. -ーー ーーー ー ーーーーーー 』ー ー ・ーー . 
諸施設の拡充 ・箆備 斗FムL r.fl 9. 2 ・13.8 39. 4 41. 2 
' 兵同E似 15.0 I 20.2 4 0.0 ・40.7 
-ーーーーーーー帽ー ・ーー ー・ーーー ーーー ーーー ー ーーー ，ーー...f . ..ーー ・ ーーーーー ・ー、ー・.ー.... 
資産1'':.'f型事業実施体制 全 !F.J 4.6 8. 2 3. 5 2. 5 .
の拡充 ・強化 兵庫県 9. 3 6. 4 4.6 。
ーーーーーーーーーーーー.骨骨骨骨骨，ーーー ーー ー・ー ・ー............. ・・_.._..J____..__ 
生産部会組織の強化 1: 同 4.3 7. 7 12. 3 : 20. 1 
t 
兵Jfl~，~ 1. 9 : 5. 3 4. 6 16. 9 
ーー ーー ・ーーーーーーーー--ーーー，ーー・ー -.・ a・4・ーー ・ーーーー ・ー，骨 --骨・・ー..~ .. .ー ー
各種組合員組織の活動 ~ ム [司 1.1 3.0 1. 8 : 3. 5 
強化 兵F巨リ，l 0.9 ' 5.3 1.5 ・ 5.1 
ーーーー 骨ーー骨骨ー -ー-ーー ーー ・ー ーーー 圃ー咽・ー ーーーーーー-T -ー ーー・ ーーーーー.... ， . .ー ・ー
経営1&!iiの強化 全 国 61.0 一 39. 1 .
兵W~;~ 57. ~ 55. 9 
--ーーー ・ーー ・ー-ー ・ーー ・ーー骨骨ー 咽-ーーーーー 喧ー ーーーーー .ー.L . ..ー晶画ー ーーー 圃ーー・.J . .ー ・ーー
社会的(~川ブJ の向上 )、二 1m 一 一 26. 3 .
兵庫県 一  18. 6 







についてら問機の傾向が認められる)。とくに、 「 合併経験山 I~Jが指摘する
合併成果については 、1990午でみた n~ 代 、 イそ Ilil¥y J~'J で 20.1% 、只JiJï:l尽において
も16.9 %と日くなっており、合併山|品における作1別立並行キIl織の強備がよう
やく:illiみつつあることを示している '引。
2 .アンケート制代文、J%~ n IU の ~l見切







作地帯に位置する!及協が 9 組合、 ITI 作掠~1l1{'I: J山市が 7組合、郎市的CZ村I山市民





売品販売高は県全体の平均を上回る民協が大部分を占め() 8段協) 、 また販売
事業総利益でみても 、県全体の平均を上回る伐IUが大半を占めム(同じく]8伐








n 正組合 !行政 飯売品 .、;旨導1s _. ..._-司 販売事業: 作1351J販売高(円〉
協 員戸数 区i或 .地帯. 販売高 :正銀合員 議直後 :正組合員 : 総利益 . .ー--...ーーー・・・ー・・ー・・・・ー ・ー・・・ー -ー--ー....._..... 
名 (千円) : 1戸当り .貧 : 1戸当り (千円) 1 -5億 5 -lofii : 10-20Q. : 20依以上. 
{エ円) (千同)・ (千円): . . 
A 14.415 : 6E1T : 7.657.506・ 531. 2 : 100.921 : 1.00 214.551 肉 菜・生 ・ 3長











C 9.804 5町 3 2.111.997 216.0 54. 105 ; 5. 52 
. 
54.913 ・ ，ラ剛考巴 米 ー。 1. S 5 5 . 1市4町 2 2.532.591 343. 9 . 130.113 ~ 11.08 98.577 一 肉 米. 
E 5.969 .4町 15.569.034 2.608.3 54. 242 9.09 . 411.726 果 ・肉 一 "デヨ・rz f長
F 5.513 : 3E1T : 3 . 1.305.499. 234. 3 51. 182 ・ 9. 18 . 36.094 ' 米 ー 四
G 5.553 4alT ~ 4 2.555.386 478. 2 : 51.938 : 11.2 84.138 果 米 ・肉 ・ ー




4.524 <1町 2.016.974 ' 436. 2 30. 118 : 6. 51 . 64，481 生.7' ・肉 米 ー ー
J 4.423: 4町 2 . 876.166 198. 2 48.248 : 10.98 . 28.735 米 ー
'¥. 323 : 1 市2町: 。 48.916 ・ 11. 32 
. 
96，457 ，菜.7 米K 2.182.000・ 643， 5 ー
L 4. 283 ・市来jお: 3 1.208.114: 282. 2 32. 906 : 1. 1I8 
. 
30，465 ・米・菜・肉 ー ー ー
:-'1 4. 2 ¥5 ・ 2町・ 505，375 ' 142. O 20. 212 ・ 4. 76 25， 126 ' 米
:-J 4. 137 l市 3 1.651，369 : 395. 8 22. 194 : 5. 30 56，415 ，ー ー 米 ー. 。 3. 383 1!hj 3.364.493・ 1.142.3 : 15.526 22.33 269.118 京・生・肉 . 米
3.112 2E!T: 
. 
肉 .;+ミP • 2.129.705. 584. 4 : 23. 631 I. 59 3 101. 7oo ー ー. 
Q 3.0d5 2町 4 540.691・ 175. 3 : 69.038 : 22.38 . 61. 102 • 米 ー. 
R 2.810 ・ l市・ 3 2.156.652 ' 960.5 . 62.268 ・21.70 . 119. 071 .米・2-生 米 ー
s 2.810 : 2町 2 1.869.941 565.5 35.641 : 12.58 58.151 • とt ー 米 ー
T 2. 373 l市 : 3 : 2.541.106 l. 073.6 9. 299 3. 92 85. 886 米・乏・肉 一. .
米・菜・字t 肉U 2.002 : 3町: 2 2.193.460 1. !l95. 5 9. 618 4. 33 . n. -169 一 ー. 
1町・ 2 • 3.391.117. 1.950.5 
. .
51.067 芸~乳肉 米・生v 1. 142 ・ : 10. 111 5.34 一 ー
w 1. 316 ・ l町・ 2 • 2.497.738・ 1.815.2 . 1.311 ・ 5. 32 5a. 724 ・米・柔 芸・肉 一
X 1. 359 l町 1. 00. 504: 1. 052.1 9. Z 11 : 6. '18 41.827 生
. ー 米 一. . . 
Y 1. 158 l町 1. 216. 133 1.050.1 : 24.199 : 20.90 81.219 止と ;+ミ. 
331 ・町未満， 3 
. . . 
z 413.209 1. 404. 2 1. 969 5.34 6.297 米・肉 ー
県平問 2. 452 ・ 1.375.336 ' 560. 9 . 26. 226 ・ 10.10 H.006 ・ . 
注 1)地需における lから 4の番号の意味は次のとおりである。
1 .図作地得、 2.図作兼畑作地帯、 3.都市的農村地彩、 4.山村地彩
2 )作目別販売高において、「菜J1野菜、「肉Jは肉用牛、「生Jli ~主乳 、「果 J li果実、「ブjはブロイラーをそれぞれ示す。
資料:アンケート調査結果および兵庫県農協中央会編 r兵庫県農業協同組合要覧 1991寝業年度版J、をら とにして作成した。
( 1 )作目別住民信組織の設立状況
まず、ぷ 7 ， 5は、今回のアンケート調査結果から e!}られた ('F日別生yf.!i組
織の設立状況を示したものである。アンケート制究対象となったすべての位協
において作 U別生凶行組織が組織されており、 l組合あたりの平均組織数は J3. 
8となっている。らなみに、 tlJ平均の i組合あたりの組織以は7.8であり、当然、
アンケート別行対象がo{)t- I~'~ 協を rjl 心としているため、 II，~W J::Jを大きくJ.四つ
ている。
作 1] 別では、 ~!f 荒|見1(:系の *11 織を j与っていJ.J J~'~ t品がM{)多く 23キ110 (全訓作山
協の 88，5 %で組織をもっ)、続いて果引 20組作(向 76，9%) 、受委託 J9組合
(同73.1%) 、化き ・化水 18 *r1 合 C IîIJ69.2%) 、 r~，J 川午 16 キ110 (fiJ 6 1.5 % )、
J前作 14組合(]， ij 53. 8 % )とな》ていゐ口 Ii 11]の I984 1rの，W，]有における作 1ごと
の組織投ii'i*l 0の'，i;lj合は、野菜77.~ %、肉m!I~ 42. ~ %、 1前fr=40.8%、果樹 33，6 
%、花き ・花木32.2%、受委託関係 12.8%となっており、ここではとくに、受
委託関係の組織のポイントがおくなっている乙とが注!:lされよう。
また、 l組合あたりの作目別生産者組織敬は、 1--5が 4組合(全体の 15.~ 
%)、 6--10が 8組合(同30.8%) 、 I1--15か 8組合(r品j30.8%) 、 16--20が
2組合(同7.7%)、 21以上が 4組合(向 J5.4 %)となっている。とくに 21以上
の作目別出 r~ t'j組織をもっ 1 Itll~ (表 7-tIに示した八 I 1) I G I S の 4 伐 I~) 
についてみると、それぞれ 6町、 l市t11]、t1Ilf、 2Ilfを純1mとする広域合併
山協であり、しかも、 A、 0、 Gの 3位協は、いずれもこの 2--3午の間に対
等型のの併を行ったばかりの山協である。すなわら、依然として作1J }IJ生花者
組合が川村10ごとに組織されたままであり、情円!・統 PTが)1[;んでいないことが
わかみ。なお、ぷ 7- 5にら示されていあように、作1~Jlj ~l: 陀 h 組織の平均部
員数は 105名であり、 1984年の調査における 1O~ 名とほとんど変わりがないは、。







表 7 5 作口別~P~~ .n ~:ll織の設立状削
組織をも ，・ 組織数 ， .ー ーー ー l組織当たり
つ組合数: ~加点比 ;出成比 川h兄口数
' . . . 
1活 f'F 1 tI 53. 8 2 7 1. 5 3H.4 
麦 ・大豆 4 . 15. i{ 4 1. 1 531. 3 
盟? ょ築 2 3 8. 5 8 9 . 2 ~. 8 
' 
128. 3 
果 制 2 0 . 76. 9 3 1 : 8.6 53. 1 . . 
花き ・花木 1 8 69. 2 2 9 8. 1 60.6 . .
d ，;ミ 1 3 50.0 I 9 5. 3 1. 1 . 
肉 1 6 . 61. 5 3 2 8. 9 112.0 . . 
~ I1手 3 . 11. 5 3 0.8 4.7 
養 間 ぺ 15. 4 7 
. 1.9 6.6 . . 
ブロイラー 2 7. 7 2 : O. 6 9. 5 
義 ií~ 3 11. 5 4 . 1. 1 6.0 . 
しいたけ 1 2 . i{ 6. 2 1 8 5.0 19.8 
受委託 1 9 73. 1 2 7 7. 5 58.6 . 
明市 ・(1空市 G . 23. 1 9 2. 5 S4. 7 













1965年以前 I 3 2 
¥、¥
1966-70年 I 3 8 








1981-何年 159 稲作 20(15.6) 、必 ・大¥L3 (2. 3) 
~'f ;~~ a I (2 tI . 2) 、l弘樹 7(5.5)
イEき ・花木(5. 5) 、~~ J;!~ t1 (3. 1) 
1986-90年 I t1 0 I 肉l:6 (t1 . 7) 、養豚 1(0. 8) 、
iHfl 0、7'1イ]-1 (0. 8) 
1・・・・・ーー ・・1 しいたけ 1 (3. 1) 、受委託 1t1 (10.9)






ない。しかし、とくに兵庫県において、 36山 I~ ~N; :V.l としての山 I~ 合併が強 )J に
惟進された時期である 1980年代後半に入って、 jじ'校的多くの f'j:円別生産者組織
の設立ーもちろんこの場合、新たな作目別生yt:('f組織の設立という以外に、の
併に ('I~ う組織倍え、もしくは、 I~ 編成といったケースがあるらのと思われる
がみられることが特徴として指摘できょう。
そ乙で表 7 ・6では、とくに 1981 年以降に設立された組織について、作日目IJ
の内択を併記しておいた。 ζ の部分からわかるように 、特花作円である野菜関
係の組織の設立がMも多い(令体の 24.2%) が、その他のものとして、稲作
(同15.6%) および受委託([，;J 1 O.9 % )のキ1織の設立がnJ'r.っていること、す
なわち、従来からのいわゆる稲作|悶述組織か、保々な形でi'J紺されつつある状
況が示されていることに注目しておきたい。
( 2 )作目別生Jm.n組織のj!I'E~. 尖 13
点 7- 7 は、組織の財政的側 i而ら允めた作'-'別 ~I: n~ 持組織の迎訂実態をまと
めて示したものである。
まず、組織迎i貯のために叫が，);を，没許している作日別生産者組織は 286組織とな
っており 、 全体の川合は 79.7% と比較的 I~~ い( 1 984午の調子tでは 78.8 %)。し
かし、良 l主物の版記而で位協全利用の規約を定めているのは 6~矧織(全体の 17. 
8%、規約を設問している作 U別生陀者組織のなかの22.4%)と少なく 、花き・






は全体の 11.0%であり、今凶洞古対象となったの(Jf.n t~h においては、以前と比
べて機能的組織としての性怖を強化する方向にあることがわかる。なお、全体






作Ël ~IJ綿織 11量2革主主① 底協全利.;罰則 ・徐名 均会合 総t員数
(設置お) :周波約の;糊のほ|目的I(+②) 
'rJ:置組織 ~tit :1: 
: ~ :a;) I I 
伺作 25 (92.6) ・ 4(16.0)。 5 (20.0) O. 3 
R'大豆 4 (100) 2 (SG. 0) 1 (25.0) 4.3 4 (100) 
野菜 65(73.0) : 25(38.5): 12(18.5) •. 9 61(15.3) 
県自討 27(27 i) 7(259) 3(11.1) 
花き ・花* 25(86 2) . 10(40.0)。 5.8 I 25(86.2) 
d3a 15(H 2) 3(14.8): 2(12.5) 5.3 . 1 a (雪4勾}
一 |肉牛 26(81.2) : 1 (3.8)・ 2 (7. 7) 色s、
1l~ 2(66.~) :。 1 (50. 0) i 3 (100) 
t要iQ 4(51.1) ・o 1 (25.0) I 5.4 7 (1骨0)
" 00- 2 (100) 1 (50. 0) : 2 (1州| 3 0 2 (100) 
itM 3(75.0) : 0 。 3. 3 3(15.0) 
しいたけ 14(77.3) 2(14.3)・ 3 (2!. 4) 1. 9 14(77.8) 
受2昼H: 21(17.8) : 4(19.0): 5(23.8) 5. 2 22(81. 5) 
例市・青空市 6 (5 6 ;) : 0 2(33.3) O. 3 4(H. 1) 
その他 46(79.3) : 5(10.9): 5 (10. 9) 5. 4 0(17.6) 
合計 28.(79.1) ・64(22.4): 52(18.2) 
注)t，高庇比li、作El~IJの全珂資組織:1: を 100 としたものである。
1(斜 '7;/ケー ト調査結果をもとにして作成した。
苦手間予 算 !農協からの助成 年開会 J:t の滋双方法
平均予 :王手間予算信 年間:…け1:人当::ij! ;P;JIJりに同
1金書:JI• :1組 ~:1: 平均ている組絵たり平用組織紋 用組~:1: j也 滋
千円:数(鰍比;I ~(y)- : (fl枇): (附比): : (肌)(千円): <1.成比}
川!川7) [411 :川 5) 2.111: 19(10.3) 。
5(0 4 (100) lヲ8 4(100) 1.000 3(15.0) 8 
581 川 7.5) 1150 :川8.7) 4.302: 48(53.9) : 24(27.0) : 13 
白
491 28(90 3) 152 25 (80. o) 2. Ho 22(11.0) ;(19 0 
579 27(93.1) 1225 24 (82. 8) 3.883・24(82.8) 4(13.3) 
~IS . 17(59.5) 2H ! S (84. ~) 6.100 15(18.3) 1( 36 3) 
川 j州1.3) 1280 州 o.S) 3.174: 23(11.8) 1(21. 9) 2 
128 3 (l30) 23 3 (100) 20.000 1 (33.3) 。 9 
271 S (85. 7) 79 ・ 6 (85. 7) 6.900・ 5(11.4) 2 (28. 6) 。
3(0 2 (100) 20 1 (50.0) 18.000 1(50 0) 1(50.0) 。
140 4 (100) 53 3 (75.0) 3.000 . 4 (1 00) 。
643 15(83 3) 107 16(88.1) 8.300 14(11.8) 3(33.3) : 3 
932 ・ 20(74. 1) 491 : 20(74.1) 6. 5 SO 20(14.1) : 。 s 
8S4 o (66. i) 1:9 7(71.3) 2. :; 33 6 (6 6. 7) 3 (33. 3) 
1.075 . 42(72.4) 112 : 47(81.0) 2.914' 35(50.3) : 13(22，4) 3 









1 (33 3) 
O (85. 7) 
2 (100) 
4 (100) 





次に、財務面からみた作 1: 1 別 ~I:P[ d組織の迎計実態についてである。
まず活動自については、全体の作目別 ~l:il者組織における平均年間子nは68.
3万円、 l~ミ協から作同別生 Pv. 占組織に立、j する午 nn 平均助成制は 20. 5万円となって
おり、 2H 3 *fl 織(全体の 81.6%) が何らかの Jf~ て I;~ I~ からの助成を受けている。
作El5JIJにみると、年IllJ予J?:については、受委託 (93.2JiJlJ) 、内川牛(77. 2万 l 
円)、酪伐(7 L.6万円)、といった苦住関係の組織で向く、また I;~l 協からの助






部分の作目別生PI'l者組織(240組織、全体の 66.9%) では、構成1から 4 定額の
会 1~ を徴収する干-守;切りによるプ'j iJ~が採川されており、その平均金額は l 人出
たり 4.252PJである。なお、 I984 "1: の調官では、 J:~I6h から助成を受けている作 [l





なお表 7 8は、年間予知 ~IJ にみた作[Iごとの組織数である。ここからもわ
かるように、稲作や去 ・大吃関係の組織、さらには養豚、養路、ブロイラ一、
養蚕等の組織においては、年間予 t? 矧が小さい組織が多いのに対して、~!Í'菜、
果樹、 1eき ・花木、円自民、肉m!1二においては 100万円以上の年間予算額という組
織ら多くあり、組織によってばらつきがみられる。







¥¥ 花自 |稲作;参 ;野草;嬰掛川去;酪箆・由生・器販 ・老議 ，7・目イ ・蓉呑・シイ ・号悉・田所・手の。 会 主+
表7-8 






-200 (千円)1 1 : : 1 9 : 1 3 9 4: 4 : 2 3: 1 : 3 : 2 : 4 1 : 8 : 7 4 (0.0) 
200- 400 I 5 : 1 : 1 9 : 4 :4 : 3 6: 1 2 : 1 5: 3 2: 9 6 5 (35.1) 
400- 600 I 7 : 2 : 1 3 : 3 : 7 : 1 1: : : 1: : 1 : 4 : : 5 : 4 5 (24.3) 
3 : 2 : 1 4 : : : 4 : 1 1 3 : 2 1 (11. 4) 
4 : 2 :133 1 : 1 ・ 1 : : 1 21(11.4) 
1.000-1.20011 : 1 : 4 : : : : 3 : : : 5 14(7.6) 
1. 200-1. 400 1 1: : 1 : 2 2: 3 . 1 : :: : 1:: 1 : 1 2 (6.5) 
1.400-1. 600 1 : : 3: : 1 : 1 : 2 : : :: 1 2 1 : : 1 1 (5.9) 
1. 600-1. 800 1 : : : 1 1 : 1 : : :: : 1 : : 1 : 5 (2.7) 
1. 800-2. 000 1 : : 2: : 1 : : : ::::::: 3 (1. 6) 
a : 1 : 1 : 1 1 1: : : 1 : 2 : 1 : 5 1 4 (7.7) 












-ーーー -ーー ーーー ーーー ・・・圃ーー
ぷ7-9 平等制りの徴収刀法による l 人当たり会12~制別にみた{乍日日IJ'UIUHJl総数




~ 1. 000 
1. 0100~ 2.000 
2. CIOO~ 3.000 
3. (l 00~ ~.OOO 
~. 000-5.000 
5. OOO~ 10.000 

















































































































































10 (~. 1) 
59 (2~. 5) 






資料 : アンケート ~mi:'i結果に瓜づいてf'1:I~比した。
- 15~ -
( 3 )作1別生産者組織の的動内容
l及 i去に、作目別生産高組織の実際の活動内:f~に ついて示し たものがぶ 7 10 
である。
全体的には、 「会[t 1のillJi.交流 ・別|出_] (25 7t1l織)、 r JAM 技術研修会J
( 210組織)、 「産地視察 1 ( 210組織)、 i MI限.JjJ，foの統一J (1 71 組織)
r /.1:pn伐材1日目のとりまとめ J(1 6 I組織)、 r ilJ日制棋J (J n組織)、 r ~ 1 
Imj的11:Qj~ • IH:i調略J (13HIl織)、といった JI~i になっていあ。そして、とくに
Tft 喫な活動として指摘率がU.5いものは 、 i ~~ほ技術研修会 J ( 7 2組織)、 I品
紐 ・1見怖の統一J (20組織)、 「品評会 ・共j江会の1m{Ii( J (1 6組織)、写とな
って L、る。
作 1別にみると、まず陥作関係の組織では、 「会nPrlの相互交流 .tJl悼j
(81. 5%> を別にすれば、 i ぷ J"'H~ 術研 11雪合 J (92.5%) 、 「モデルfliJ弘投 WI~J 
(70.~%> といったとt位以仙 1m での?守口指導に|則する川動が主内科とな勺てお
り、とくに「栽培技術研修会|は、 m要な活動としてlil向する組織が多い。
町菜、民側、花さ ・イヒイミ関係の中日織では、ここでら|会民間の十日冗交流 .~見
時J (1聞に 86.5%、87.1%、93.1%) を日1にすれば、 「此日技術研修会J (1闘
に96.6%、93.5%、89.7 %)、 -pn t也視察 J ( JI聞に 7~. 2%、80.6%、79.3 %) 
や iiI t訪問察J (1聞に76. ~%、 5 1. 6% 、 82.8%) とい った悦察活動 、 t5 らには
「品開 ・別格の統一J ( JI!(iに 95.5% 、 6~. 5 %、 75.9 %)や「計画生産 ・1111:j .VM 
熔J (JI聞に 61.8 %、 38.7%、62.1 %)といった 1¥I日j対応に閉する活動、さらに
は「生j宅資材購買のとりまとめ J (11目に 71.9%、77.~ %、 65.5%) といった活
動がcl1心である。しかし、ここでも「重要な活動J として指摘されているのげ
「栽j;J技術研修会J (舶に 26組織、 G組織、 5組織)といった生産技術m冴而
の活動であり、これらの作1で 1[1，gになってくる版光町での対応活動、とくに
r J 1. jilj的生産 ・出何調桜Jをあげる組織は、それほど多くはなっていない。
市民|悶{系の組織について、とくに回答組織以の多いnaI;I!と肉用牛でみると、
まず市民関係の組織では、これまでの作目と同i主「会n問の相互交流 ・税関」
(78.9%) と「栽培技術研修会J (73.7%)が吊ら多く 、続いて rHrt地観察J
(63.2%) 、 「品評会 .:Jt;並会のnnfIi: J ( n. I % )と続くが、Tfi要な問問とし
-155 -
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- ・・.・・・・・・・・・・・・・・・・・I.....r......， ------，ーーーー・・ ， ・・
1¥ fl) 
IIH地UI z : 2 : 0 : 0 
IIII.~IL 1(100) : (100) : (0) : (0) 
M rft?! I z : 0 : 0 :。
-・ ・・_-.，....... ，-.ー・一，ー----_，.・ ・・・ー，・・ーー・・・，...... ""r" ..... -.-................ .

















































• • • • • • ，?
• 
• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • ?
lIi1Mi I ~ : 6 : 1 : 0 
l' 11ト I，，~ r.).;JL 1(57.1) : (86.7) : (1..3): (0) 
111m句 I 1 : 0 : 0 :。
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-・・・・・ ・・ ー.・・ ー ・ー・ ・ ‘・・・・・ーー ，ー・・・・..f-."--'.'.._-・ r"".........( ......_，・・ 1 ・ーーー γ ・・.......・・ ・ー..;.....;........;.・・・・ー
ui h~ ~t 1 d : 5 : 4 : 1 : 0 : j : 3 : 5 : 1 : 0 : 0 : d : 9 
何Jllin~ い111主IL I (86.9) : (55.ω: (H 4) : (11.1): (0) : (H. j) : (33.3) : (S5 6) : (11 1): (0) : (0) : (U.9): (100) 
.，; I f.1Is '1!' I J : 0 : 0 : 0 : 0 : 0 : 0 : 0 : J : 0 : 0 : Z :ー
代川 11側 |247;147jllojs，:171:132:161:85;86;38;14 :257?¥
MIIT!'l!' I 72 : 6 : 16 : 9 : 20 : 9 : 1 : 3 : 3 : d : 0 : 11 : """ 
11:> ， Hil腕UJとは、当:査のI'r'I ~IJ '1: rt 1 IJ l:tにt，いてJJUriihれている活動の4べてをl司r， して bらq たものであり、 fAt.J!i7l1Jとは、
それらの;.fJ刊のなかてJnh m~fJ hのである凶引をf'tn:して bら，たbのてある.
7ifl: j ，-， ケ『ト~l'í l."!ll よりI'r"~ した.
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ては「栽培技術研修会」の指摘が多 t，0 次に、肉Jn'1二関係の組織では、 「会見
聞の僧瓦交流 ・7見陛J (87，5%) 、 「品計会 ・共.i[会の開H!;j (81.3%) 
「産地悦務'J (81.3%) が多くなっているか、竜安な活動としては「品野会 ・
共進会の開催j の指摘が多い。
最後に受:委託関係の組織については、 .会nlHJの11'1I.交流 ・制限J (85，2%) 
に次いで、当然「山作業交委託 ・労働力調情 jがj止も多く (81.5%) 、それに
説いて l概:械 ・施設の共[i'i]利用J (~4 ， 4%) となっている。
このように、今 111 1 のアンケート川内日出からみる III~ り、とくに肝袋、リミ制、
花き .iE 小:等で l版え ・ 流通 l而での ~lt;!Jl))を主とする組織らみられるらのの、活動
の中心は栽培技術指導や郁子?会守に代ぷされるような生産 ・技術面での対応、
すなわち狭義の 15・ tZ 指導活!lIIJ の受け1Il1 としての機能を仰っている作口 ~JIJ 生産者
組織が多いことがわかる。また組織によっては、tI1なる会f¥1IJの仰π交流 ・親
|出組織であるというケースも多くみられ、刊:lj 別 ~I: ~n ;行組織の t 体的な活動と
いう J.'よかんみれば、まだまだl!x;'~の余地、間 li包強化にIíiJけてのHl1) k:1lみ強化の
JE置が求められていると Jえよう。
しかしながら、こうした作目別川比者組織の組織的q!j徴や j!l.はの実態、実際







1 .調子f 対象 JI~Wの概要
本節では、木市の基本:(t~J 探題である広域内 (}r 山協を ljíit.足とした作目別先住者
組織の迎れのあり }jや再編の方向をう(狂的に Iリjらかにするために、兵fOiI以下の
4 つの広域合併山 I~h を事 I~I として険討を進めていきたい。
ー 157-
調査対象民協として j猛定したのは、~岡市民|晶、あわじ r..~ /~~ t<、れ1~j l1B北口
協、丹波ひかみ位協のぺ組合であり 、いずれも阪放の市町村を官'f(，i;~l!.四とする
広域合併政協である(それぞれの{注目については 、|ま17-1を安照)。これら
4位協の*Il織 ・事業等の慨要は、点 7-11および表 7 '12に示したとおりであ
る。各 I}~~ r~h の特徴について は 、ゆく fn以降でJ下述していくが、これらのおからわ
かるように、いずれも正組合員戸以は県平均を大きく上旬lっており、とくに、
丹波ひかみ J~~ I~ は、 IE組合口戸以 1 S. 000戸近くの大引出 I~ である。また、いず
れも田作JW11}もしくは日l作持州I{'I: J山引に{古川する山村j山川口laであり、したが
って富山町活動がぬ 1<~作業に占める;刊合が，:・:j く、それだけに一周のおI.I;~ 指導体
制の整備 ・強化、とりわけ作目別!-I:.;:72者組織の機能強化や ilj編のあり jjをlリJfm:
化することが屯要になってきている伐協であると言えよう。
2.12問iIj /;11~6 一路地 Jf幻』比を(，I~ った吸収 IF，'! ('; (J!;のケ ー ス ー
( 1 )地以および山 1<の概要
盛岡市民協は 、組合n総戸以7，1 95 戸、うち花組合円戸放~. 323戸の大規模tz
Ithである。従来より山1，'(1]rI'jと城崎町とを1円純聞としてきたが、 1992午 4月に
竹野町民協との合併が行われ、 1ili 2 町を随 [JH とする!ム h~ ~ m J;'!協となった。
管内各市町における民業の概要は点 7-13に示したとおりであるか、とくに
その中心となあ盛岡市においては、米の J;t~ ]I~m J_I;詑額が全体のj品、1:放を占め比
較的大規悦な ~1，.業的{稲作 J~ 家も臼{どする。その他の作日としては、 トマト、ピ
ーマン 、 イチコ‘等のそ寝顔 (23. 問 flj)、帯住部門として f:~Jm牛(時間I!i、竹町




i町民協は Hオ盟問市位協の 5分の If，\1立であり、この怠 IU~ において 、 今回の合併
は吸収型の合併であると三える。しかしなから、正組合員 l戸当たりの阪売品
版元高は、 1 [[ 山岡市民協が 598 ， 2 T- 1 1/であるのに対して、 II'f竹 ~rfnr J:'~ I~ が 846. 5 
千円となっており、このなかでもとくに帯陀物の取ぬい ':Jについては、竹町町
ー 158-






















表 7- 1 1 調査対象農協の概要(1 ) 
組合員総 地手書区分 管内の行 | 役員数(人)
うち正組 政区域 | |(人)
戸数(戸): 合員戸長女 総数 :うち常勤 : 監禁
豊岡市農協 7.195 ; 4.323 
ーー，ー・ーーーーーー・ーーー --ーーー・・ーー・ーー・ーーーーー・ーーーー. 
あわじ島農協 8.143 ; S，969 図作 4町 I 25 : 4 : 4 I 340 
ー--噌司'・・・・・・ー・ー-- ーーー.~ . .・ーーー』ーー・ーーー----- ーーーー・・・・・・・ -ー・・・・・・・r-------:----------・・ーーーーーーーーーーーーーーー
神崎郡北農協 6，386 : 5，010 図作制作 3町 ! 24 j 2 J 4 i 193 
ーー ・・.... . . . . . . . . -~~:~;;----~--~~:~~~---r--~-- ら--r -~~ ----;~ -T --~ --~ --~ . -. -T -~~ ~ 
丹波ひかみ農協
・
兵庫県平均 3. 111 2， 452 16 2 119 
資料.兵庫県農協中央会漏了兵庫県農業協同組合要覧 1991 *業年度版Jより作成。
-ー ーー ーー ・・・-.‘・・・・・・ー ・ー-・・ん・.... . . ...・・._-・・..・_.・・・ 4・・・・・・ー ・・・・・・
a、
411.726: 14.012.193.416 11.624.340:1.274.318 
1 (14，1) ・ (14，7)' (8，2) 
40. 122 ・ 1.9 1 696，304 30.591・ 5.001
1 (73.4) (3.5) : (0.5) 
丹波ひかみ農協l'. ;:~'5-7-，-; ~ ~ -;. . -5-3-;，' ; . T~ ~ o.9-;; --~ -. -. -7 -.-0---r ;~ ~ : '5-5-; • ~ -. . ;~ ~ . . i '3，'~ ~; " ~ ;3" ~ -. ; " ~; ~: '2'2'4-~ . ; "4 ; ;: '7-9'8 
( 100) I ・ 1 ・ 1(39，2) (13.3) ・ (32.6)
神崎郡北農協 888，058 
(100) 
175. 2 32，002 6. 3 
あわじ島農協 15，569，034 : 2.608.3 
( 100) : 
54，242 9. 1 
兵庫県平均 1.375.336 
( 100) 
























I -----.-----.! 1戸当り i農業担生産額 i生産農業i農家 i戸当り
総農家数.うち65~是未高 I 程宮税地 |経営線地 1(1.000万円) ・・・・・・・・ー・・ーー ・ー・・・・・・・・・・ 6・所得 |生産農業所得
(戸) :男子専従蓄が|総面積 :うち因 。うち焔 |面積 (a)I うち米 :野菜 .畜産 I (千万円)I (1. 000円〉
・いる農安敬 I (ha)・ I I I 
265 I 1. 194 : 1. 569 200 I 18.9 I 381 ・ 199 i o ・ 95 I 103 I 454 
(11.1) I (100) : (81.5) : (11. 1) I 1 (100) : (52.2): (19.9) (24.9) I 
18 I 1 08 ~ 90 ・ 14 I 51. 7 I 19 : 10 : 2 4 I 5 I 230 
(8. o) I (100) : (83.3) : (13.0) I I (100) (52.6): (10.5) (21. 1) 
49 I 303 249 48 I 45. 5 I 133 : 21 : i) 
(1.4) I (100) (82.2) ， (15.8) I I (100) (l9. o) : (i.2) 
3.146 ・ 332 I 2.151 ・1.865 ・ 251 I 68..1 I 538 236 
























資料:農水省 ;1990~ 農林業センサスj 、および同 r1990 ~手 生産農業所得統計二:こ基づいて作成した。
???
?
表 7-14 豊岡市農協における合併参加農協の概要|腕!問 団員数I~~8l，~ 
i戸数 J正組合員 | 売高 院事業 :
| 戸数 | 祖利益 :寄与率: 米 :野菜 :畜産
豊岡市農協 田作 5.752 : 3.533 I 200 12.113.290 : 83.887 ' 4.9 : 1.582.015 : 140.423 : 266.098 
。 I : I ， : : : (74.9) : (6.6) : (12.6) 
-f-一一T~~ しー iJi--:--iji--[--ji--I -iji--7.Ji. 71iuiγii-- J .1…ji--;-ji-- j ijil-
i ! I ・ ・ (11.9) ・(0.1) ・(74.1) 
資料 :兵庫県農協中央会得 T兵庫県農業協同組合要覧 1991年版J、および聞き取り調査結果:こ基づいて作成した。
では上で述べた肉1TIlI二やフロイラーとしてのPt地か形成されていることらあっ
て、 Irl世間 di伐協を大きく 1:1日っている(ブロイヌーの版必日でみた j訪作、 ILI
牧師Jrlj J;~ Wの取扱い向がが>)3， 600万円であるのに対して、 11竹町f1IrJJ"~ 協のそれは
がJt1 {.なl.ZOO万円)。
このように、今回の政問ilj~~ I~ における広域合併は、t:1級規模という 111 では
ü岡市民 w による竹野町山 I~~ の l吸収型合併ではあっても、既に形成 ， (i1![立され
たQr.J山を nする民Ihとの吸収(7(Jfのケー ス、として(¥'/.wtづけることができょう。
C 2 )常民指導体制の特徴
.~問 m JJ~ 16hにおける経営組織機怖を図 7- 2 に示した。世間市民 I~ では 5 剖1
1室という体:1;1をとっているが、とくに常山部については、常良一課(米去の
生Jm.'版記およびライスセンターや打由センタ -ZFのIX¥Jt.li施設を担、うする)
官~. IJIt~ニil* C そ来、!l~~N 、 if?l夜、 I'r'[ たけ加に|則する山内 -Jl反先を11!叶すみ)、お
よび伐機センターからなっているの以前は'日-J:! ;~1~ のなかには生産訊!と l坂必，却を
設けておりヨコ割組織であったが、 15午前に今のようなタテ別に近い中Il織に変
更し(91、さらに 1992年度からは、生V[，版元に!日lするWJ1 TJf 務についても.::~. JJt~ 
-~'llおよび二課で担当するようになっている‘ 1 川。
なお、 I~の支所はすべて同ダIJ で名支所に営伐担当の帆 n が常駐しているか、
とくにほ付文所は設罰されておらず、今回の合併がJf;の上では肱収型であった
ため、|日竹 ~lr 町民協 ~r1 内の文所は、竹野支所および市本文 "r として組み込まれ
た。
次に、 .:~4 J;!l 指導員の配 i白状討を示したものが')~ 7 1 5てある。'F¥'I:'~ i1 Jミを|除
くと実質i!4名の営位指導nがU'{Eし、本所と支jYr配il:tの内訳は、本所 10名 (j:f
E2一辺、て諜とも 5名ずつ)、支所 1~名である。しかしながら、作rI別の但当
部門をみた場合 、 とくに、 ~lf 来、*樹、千百m といった 45 陀関係では、大部分が
本所目 U2 二認に属する j:fU2JHj匁 n が1f1~していること、さらには 、 L早川凶作い
をみてらわかるように、文，iJr~~己刊の，:;~.};-'1 i行jf7L 'Lの ly(r: J立のいが低く、文日fiのj:f
山市部uは官民経済部門を雑務しているため、 '1:1m資材の配送業務守!こilわれ
































































































































































































10 。 。目 4


















盛岡市山 I~ における作目別生住者組織の設立状況を袋 7 -16に、さらには、
それぞれの組織の市民i})内容を示したものが){7ーJ7である。
まず、陥作関係の組織であるが、山IU1/~ f)~ の|則係民支のすべて( ~H 日数約 3.
000名)をえ、J~{!とする良質米 tft.iffi会品、稲作U2:まからの作法:受託を行い比較的大
似伎な民家で柿成きれるお'1Q m ('1:m; (日J171ワ)、さらには、 199211~吹から析た









収(平等;刊り)を行うことによ って、 rJ:t U1似を侃;似していることが特徴的で
ある。




管内稲作山家全般をリードしていくという役;刊を担っており 、 E~ I~~ の!日段指導
(とくに生産技術指抑)の拠点tI1('Lとなることが期待されてい 1)0 
次に 、 I;~ I~ としての取扱い傾が 1~'J'j く産地形成を実現しているものとして、帯
住関係ではねJI二部とブロイラ一郎、さらに IJf阿部門におけるそ菜部をあげるこ
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|組側四蹄市場指師会尖i…ー醐|一 |… …|…|…|会員聞の研修会 ! 造会の開催ほ の筏ー 出向調浸 買のとりまの矧利用託労働力箆 回交流
1 1 1 ! とゐ ， m -m 
良質米!量進会;孟 。 。 。 。 :> 。
ful f事 as 。 。 。 。
i間nt井作部 。 。 。 。 。
寺む 牛 部 。 。 。 。 。 。 。 。
~ 2軍 aiI 。 。 r、J 。
d3 農 部 。 。 。 。 。
jJ: iI 笥1 。 。 、rノ 。 。
ブロイラ一部 。 。 。 。 C 
1司E 与J a!I 。 。 。 。 。 。
ぶどう認 。 。 。 。 。 。
.ー ~ 音s 。 。 。 。 。 。





とが tjJ 心でめる。また、ブロイラー :1i~ は 111 竹リ!f If[ I，"! I~~ において伝子E していた訓1
織であり、 IH~~ I珂di位協時代から存在していた32m部〈保卯関係とブロイラ一
関係の山家が属する)との統合は依然として行われていない(後述)。
そ菜部は、~~Iお1ilj I;~ I~ 行 I)~ において取 j及い傾が大きいピーマン、トマト、イ
チコをrl'心としたらのであるが、それぞれ作目別に委口会を作って活動してお
り(委 n~: ごとに制約をらつ)、共 l坂 z釈は 100% を実別している。!}~ 7 -17に示
したとおり、とくに.n波な前!fVJとしては f栽J2技術研修会J、r iI n¥視察 j、




成 C22誌の rti.l 1'! 性椛似を目的として、若い後継者を対象とした f そ辺住:J~~ クルー
プJ (197:~年役立、川成 i 1 以 14~ 、部会年間子J?: Z5万円)を作り、 t住地形成
を目標としたJijr~ 技術向上のための研修会の実胞、共同 IB j:j (.本:Ijlの強化、先進
産地の視路;、といった活動を展開している。なお、問 ;'I~n.!1 (系の相続として、果
樹部(#!作C2ifがえ、Jß!.) やぶどう i~f~ があるが、いずれら山 I~Jt I阪はfiわれてい
ない。
以上、山間diJ:'! I~ における作目別生住者組織の設、'L~氏。t と (l!i .~V) 内容について
みてきた。竹内に関係するすべての作目について組織が}f;J&δ れており、しか
も揃作やそぷ|民J{;系の組織では、i'1;n別f七位打w織における tfi'l!J・な T収り組み課題
である川!点:J;~ 京の liiJn 1': @i仰による機能強化の対策について、とくに組織内に
おいて技術的に l;.4仰にある山家やお手段家のみを対象とした，W織を形成してい
ることが判・色である。
2 )組綿:代 l~ 理事の選出
さらに、ここで出目しておかなければならないことは、これからの広J!t(合併
位協において、制作n組織としての作目別生産お組織の !T~ ~定な概 fiE である芯 J思
決定面での段fiEを強化するためのh・2ミがとられていることである。
すなわち、近年収岡市民協では役只 j~11.¥制l主改正を行い、 };(7 18に示した
ようにrm;<1l・をI由民選出、キIl紘 ・断層iきIB、午識経験者より Htl.tnする }J式をとっ
ている。そして組織 .R'r h'1 選出として、財人部、 j'ir.r部、1'F[1別 ~I:n n組織か
一 170-
表 7-18 _~.~悶ïIí I;~協における役員の選出区分と人以
羽田 J~ 民 分 人 数 。If ~; 
地医j立山Jm* 14人 各地医より I~ ji:1 HI 
--- ー-. -噛 ー-----ーーー--- ーー 骨 骨 ーー ーー ・・・ー
中II~il~IWi J川 ji!~1 'i1IH 'J1 3 in 




.陸111士L ~n: 斗ノ、二h 民 J_gt 4 
注) 組織|暗府J~lHml* は、婦人部、行年 i官、作 IJ 別 ~I ;.fn 将組織
から l~ ずつ j立 /B される。
資料 : 聞き取り調査結果に基づいて作成した。
-171 司
ら31'，のj盟事を jr1出することとした。組織 ・|府間ji:II'rの )j訟は、まず払，1人部、
青年切、そして各作目別 !tpl't 者 ~II 織のなかから 11名の組織 ・附I'?i1I~ lt:な?1Ilを組
織 .I桝肘関係者会議において選IHする。さらに、これら 1れからなる組織 ・rq今
回Ji;lti会i:誌において 3名のHt問委 11 を選 11\し、組織 ・ |併問 j~11fT: Jli候hli1'1をjさ
考するしくみになっている(間 7-3を寄附)。
乙うした盟問rIi J;.~ 協における Jj 筑は、中11 純代表作が少なく、立1: ，fcH iR Al而での
作 fj 別~(:，?E者組織の強化という制点、からみると、まだまだ不十分なものである




最後に、豊岡市民協におけるこれからの作 1:1 別生詑百組織の 1~vi .強化に向
けての課題として、次のJ百点、を指摘しておきたい。
第一 は、稲作|見J.i1!組織の笠vi.強化、さらには同組成の方 ji，jについてである。
この点、についてはI況に lりjらかにしたように、 199 2 ~r: からの何作部の;党立とい
う Jf~ で取り組まれつつわるが、 ζ れからの J)<11訂伐を'11とする j山城山浩の組織
化を隠!っていくためには、 ~111fJ. lJI ('ド部さらにはni't ).~ 1ft ifi会問との有段的述携
を-1M進めいていき 、j出M:'1:¥ J:'~ W卜JIJ，c TI!~ ~:ll 織としてTtl点を収1)ていく必吹-があ
る。と l，iJ時に、現在位協活動とはほとんど間わりを作っていない行内に仔在す
るいくつかの?守山梨位1(それらの rjllこは、 I:~J自の匁I:J[(I~J 平IJ 川を 'I'IU とした垂直的
な富山集団としてi足えられるものら作 (1:ずる)とのl'Xl係強化が、ぜひとも必要
である。
第二は、作 Ij }JI11: im 11 組織以外の組 01 1*11 縦、とりわけ J;'~16h ， 'J 1下部内に存在
する各阿の作口別部会との機能1~JlI'である。
とくに相牛部においては、 4Oi，:~ 米 if~:j の 111.い干に夫、j する文faをljJ心に日!lVJが行
われているが、乙れらの民家は I;~ I~ ，守年部fJjの干n午却にら府しながら活動を行
っている。当然、作目別'1:JI'[ 1'1 ~H 織の i汚Jr)]が経営内千五の充実を合めたがI[ 地体制
強化のための取り組みが'1'心であるのに対して、 I;~ I~~ ) 'i 年 m~ はお慌の研修活動
や要求活動といった民政日動が[11心となっている。しかしながら、今後広域合
併出 I~ として作 LJ ~IJ 生 ft::n組織の機能を強化していくためには、これらこつの
ー 172-
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組織IIlJでの段能の整担・統合が必安になってこよう。そのためには、 m)'] !IT 務






も吸収 .1統合されるのが一般的である口しかし、こ乙で取り上げた :~!t r，.J i 1 jJ;~ I~h 
のケースのように、被吸収キIのである i日竹町IrJ;~ Ih において、者;:im関係やシイ
タケ部門で比較的高院の1x祢iを (iする民家が{J{[し、 l況に im 地形成が夫・~~され
ている場合、 j出:iAな統のを行うべきでないことはiFj，むにおける理論的検討で l切
らかにしたとおりである n
とくに、 IL竹野IU[J;~ IUにおけるブロイラ一部はi収倣いdlが大きく、 t );i'lJ山ぷ
向別組織もしくは主庄 J山形成別手11 織に近いものとして m~とすることができるの
に対して、 1日並岡市位協における長期部は、別状でははj也志向型組織の段|哨で
ある。したがって、先の点 7-16にも示したように、作Ll別生産者組織の迎営
方法、とりわけ、全予算に占める伐 t~助成釘i の川合や会 t~ の徴 lぶ刀法守が見な
っており 、組織の統合にあたっては、これらの細部を卜分に詰めて倹討する必
要がある。 f及終的には組織の統合 ・f[J編を行い、 1:n J也形成羽組織となること
をrI j旨しつつも 、 両組織の JJU党 I~.~ での独白 it . [1; 1: t'l:をヴ，[.:しつつ、それぞれ
の Ifll;'~ 協における椛成此民家の交流活動を '11111 とする取りキ[1 みが当而は求められ
ょう。
3 .あわじ r2iI~ 協- j::P'iZ地形成 J;~ t~主導による吸収別作併のケースー
( 1 )地域および民協の概'}l!
めわじ μ h.~ 協は、組合 li 総) i以8，143戸、うち IE k:1l合口戸数5.969戸の大J，Q悦
ぬ協である。 1965年に部内13 J;'!t~~ が fy 併して三原IlII J;~ t~h となり、甲くから広域
合併伐協として事業活動を fi~1mしてきた。 1990年t1Jjには、さらに緑町民!白、





を llJ 心として、米、若山、~~刷、イときて5: の多彩な山市政物に及んでいる。とく
に、水J話、:I~ ネキ・、ハクサイ、レタス、キャベツ ':!J を組み合わ U' た ニ三も作体系
は 「二三原・富山方式 J と IトF ばれ、出収 l.~ 型の J，"l :I~ を灰 nlJする )，'i r~~ となっている。
山産物の j板山市は 16 5{立川とりI~ F 出← {l'l. の ，j~fl'lをあげ、とりわけ町菜i則係のi悦服
い i:3 は全体の 7 4.~% (116uむjlJ) にらのはるIl ~!J~ 来の!収 j投 L 、 J:・8 の，)'.! ;lf(は、 Tネギ
50， 4億円 Olf菜全体の ~3.~%) 、レタス 37. 1 {(~ PJ (ldJ 3 1.9 % )、キャベツ 12.~ 
億円 (1司10.7%) 、ハクサイ 10，0佑円(liiJ8. 5 % )怒とな 2ている。
なお、管内t1ntfにおけるJ;:lX・の概要は、表 7-19に示したとおりである。 4
nrそれぞれにおいて比較的出来の氾い手が硫保されており、 L11i生pnら活発で
ある。その結果、 l人吋たり '1:注目業所r!}も叫平均51. 7万11を大きく上回って
いる。しかしながら 、近年将しい口業後縦者の不足ゃれ業労例 )Jの日[出化に伴
う省力化段業推進の必要性、あるいは町議作における喰械化やそれを i苅るため
の地盤蛇備の推進、さらには 1首位山家の砧少にけ:う j山)J(J~ ドへの対処等、あわ
じ白山iι管内においてぬ業面で抱えている課題ら多い。
ところで、あわじ口伐 f~管内のなかでも出足 iTfiでとくにlJ l 心となっているの
は、三似町、 i'fI淡Ilf、さらには西淡町の d 部である。今日の合併がlEm合n戸
数5.086戸の1[1三原J¥IJ;~ t弘、同じく 765J.iの収rnI:~ f~ (I'f j或と一致していた)
制じく 118戸の淡路j提出協〈凶淡町のなかの一地区を行革ij'lii1 UIlとしていた)との




あわし f:1jC~~ 協における経営組織~世情は、図 7 - "に示したとおりであるの岱
政指導体制の経営利織utiでの特徴は、と1:ltl旨jgを主に担、']する常山部と山五;j. 
j阪光市を te}I/，する!版元 i~~ からなり、ヨコ初出!をとっていることである。先に述
べたように、あわじE;i1: f~ !;t. ~!f ;:売却 11~ を q，心、とする1lF，i3i:. J.仰がノ〈さく、 lEiゾ己i郁
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表 7-19 あわじ島農協管内における農業の絞要
総思京数 . . . . . ーーーー謹宮税地ー・ーーー・・----------1 1戸当り
(戸) :うち65歳未溺 i総面積 : I経営鋭池
男子専従者が I (ha) うち回 ，二毛作田 i面積(a)
















694 1 O 1 .¥77 423 182 
(100) (23.2) (100) (88.7) (¥3.0) 
-・-.j .. .. .. .ー・ ・---ーー ーーーー・ー_._.'---ーーー ，ー . -----_.... 
1. 188 ・ 295 766 743 329 
(100) (21.8) (100) (97. O) • (44.3) 
o8.7 I 34I : H 121 : 174 I 132 I 1.903 
(100) : (11. 8) : (35.7) : (50.1) ， 
64.5 I 571 ・ 73 ・ 283 211 240 
E ・I (100) : (l2.B) : (~9.5) ~ (37.0) I 
三原町
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? 1. 415 2. 317 
(平均)






















生〉カ y コ内はいずれも栂成比であるが、二毛作臼~ì田の面積を 100 としたらのである s




























賃料:あわじ島農協 r1992年 業務報告書j 、および聞き取り調査結果に基づいて作成した。
門の専門性を強化させることを目的として、こうしたmi円をとっているとされ
ているが、とくに生産 ・販先日Ifでの述携を{でちヨコ川市lの欠点.を克服するため
に、官民部、 l坂光，~il の各担当行、および円支所レベルでの f/l: 1日IJ~I: fi1芥組織代
1<δから偶成される「生p(i:丹市153迎付|弘治会 jをi投11"(していることも特徴的で
ある(i麦j述)。
なお、盛岡市民 I~ の場合と同坊に 1 6の支所はすべて同列で、とくに1J;付文所
Il校内さ札ていない。また、今!日|のの{Jfがl吸収i'iot-であったこともあり、 Ir:I紋
Ilf J;'~ I必と IJ淡町桃山 I~ の文，9r {)、これらのなかにキIlみ込まれた n
次に表 7-20 は、常 I;~ 1旨却はの配限状況を示したものである。あわじ ~:ì I;~ll~ 
における特徴は、 16支所それぞれに営政指導日を配位している乙とであり、そ
の内訳は 、本所に ifl長も含めて 51'.、支所に211'.となっているハ υ 。また、表
にも示さ札ているように 、 米ぷとリ!fぷ以外の ;'~iI I' IJ については、すべて支所引:花
の 'F\'I;~m将口が41!叶しているのこのように、あくまで支所を J，ç 舵とした ~tpn 技
術指導や全般的れ HI 談業務を行い、しかも、支所!日 (E の t::~. JJI~ Jrt押1が米去、野
菜、畜産に渡って総合的 lこ対応ずる、という体制をとっている。このことによ
って 、支所レベルで出家の低先にまで附み jるんだきめの *111 かい ~I.:: 陀技術指樗を
実施し、組合nの信頼を班ηしている。
しかしながら、こうした支出段附を京町とした訂位指導 l士、 H出口、施設45;の














自己 in齢者 '1CX凡.健『U賦S 年齢 |経験年数 |?椴格 ! 普及員 米麦 野菜 果樹 花き 音産
本所営農部 部 長 53 20 。 。 。 。
本所営農課 次 長 52 30 。 。 。 。
" 争ι個本 長 52 2 。 。
" 官民主任 36 14 。 。 。 。
26 ..0.. . ーー・・・・.. -. . 。 。 ・ー・-------- -・ 4・噌b ・・..・ a・・・... -・・・---.・ a・・・.. ・p
31 。 。 。 。 。
" 1 " 3 13 。 。 。 。 。
" " 27 。 。 。 。
" 28 。 。 。 。
" 26 。 。 。 。 。 。
" 27 3 。 。 。
" 
|富良主任
2 2 。 。 。
" 35 15 。 。 。
" " 34 14 。 。 。 。 。
" 26 。 。 。 。
営農主任 35 15 。 。 。 。" 
" 24 。 。 。 。
" 富良主任 29 。 。 。 。 。
" " 35 15 。 「、J「 。 。 。
" 22 。 。 。 。
" 宮農主任 34 14 ' 。 。 。 。
" 25 。 。 。 。
H 宮民主任 27 ~ 。d 。 。 。
H " ~3 13 。 。 。 。 。
" 
|営農主任
23 。 。 。 。





ドペ現金制 I ;u~ I蜘の日 |幻 l用問|罰則和|年会合図星持層担当|部会鵬|
(年) I (人) の有無 有無 部署 高(千円)
たまねぎ部会 1970 2，877 15 。 ム ム 17 本所営塁部 5，044 
I¥H1'与rへ'1部会 1970 2， 140 15 。 ム ム 17 N 2，5o4 
レタス部会 1970 1. 684 15 。 ム ム 17 N 3，866 
みかん部会 1965 74 3 。 × × 4 支所宮主係 10 
びわ部会 1965 49 。 x × ヨ " 2 
園芸(キク)部会 1965 47 。 x × 15 " 
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1~7 -21にぶされているように 、いずれも三原郡山 i邸時代の 19701f:に設立され
ており多くの開成員を抱えている。
ところで、先に明らかにしたように、あわじ!;JC2148 における 1;~'Jl指導体制の
特徴は、あくまで支所段階を)，~ rJ~ 的活動l)î 仰としていることであり、 j庁 U2JRJ早
口の大半はxr)に駐任し、そこで町葉や米よをIjJ心とした総合的m;かを行われ
ている。・これは、作 r~ 別 ~I:fil者組織の運符ブj訟についても同慌である。すなわ
ら、組織1、'i'Jc務局は本所営tq羽!にiRかれているものの、組織の文部数をみて
らわかるように、野来に|泊する f'Fn別ベtJil1汗組織はあくまで支所を1，C4:とした
活動が展開されている。その活動内容も 、ぷ 7-22 にふすように ~I::etから出向 -
l仮売に至るまで広純 OLlに波っているが、とくに需要な ìl~p}Jとして「純明技術研
修会」、 「モデル間協設置」 、 「品開 .^見出の統一Jかあげられている。
2 )主F1ZJ也形成ff，_!!tl織としての特徴
そこで以ド、主iJ'1J山形成型組織 としての作日別~I:. P~Z n組織の迎?;?という側而
から、いくつかの特徴をあげておきたいの
第ーは、支所活動を)，~本とする作目別'1:pr:n ~n 織の統軒;、さらには ~Ir 菜の品
目ごとにi閣の述抗を関っていくためのしくみ作りとして、 r ~:pr .l'f i~H 会運営 I~
;員会」をJ空前していることである。
既に述べたようにこの協議会は、野菜IY.I係を"，心とする作日別'l=.航者組織の









おける主要野菜の組織については、ほ lまlfi]_.の既約が白内:す 60 I}~ 'f~ は、組織







予め出向予約巾込 Ji を t.!t 出した部会員は~l' fir的共阪を強力に実施
するためIL¥何予約数況に対し必ず'E:n 1 ¥ j:につとめる。





1 . 国の定める市rll立、価格安江 'n 菜、需給制世帯業;:~の ~Ir ~への
加入。




第三は、.財政的な訊iからみたf'1:1 }JI ~I: p王者組織の迎れについてである。
あわじ山山協における野菜 l立l 係の作目別 ~I: J主朽組織では、組織jil討のための
会!~徴収の Jj法として、平等川り、干'Jm 河川り、裁日前iNi (生FEZf両面積〉制
りを併川している。また、民協からの助成については、 m将官;定的における組
織行成n(1991年!立では 2.2 ~7 Jj jl )から文所活動目(1 9 9 1 "r:反?は1.6 J 0万円)
の部分をこれらの作目別生産者組織に充て 、それぞれの取股い金額に応じて符
支部に対する助成を行うとともに、本所段 Ilt'rでの活動 rl~ として( 199 I 年度では
241 万円)、辿絡協議会の j !常のための 1~JTjにも充てている。
このように、財政!而での組織の.ilf'l，\~. 方法、とりわけ、民 I~~ 助成と会 1~ 徴収に
関するルールが確立していることら、主産地形成明組織としての特徴である。





協であったため、野菜 I~Jf系の作 1=1別生産省組織が仔rEしていなつかった Ifl綜II1r
民協や旧淡路波政協においても、 1~ 7 -23に示すように、川三郎郡山協に組み
込まれる]f.~で組織の形成(この場合は支部組織)が行われたこと、さらには、




最後に、あわじ品位協における 'l:~. J:~~ 指導体制強化に lílJ けての作目別 ~I =.Erl ti組
織をめぐる課題について、次の ~n J.1}、を指摘しておきたい。
第ーは、出i品としての版321作業機能の-.1Mの強化、さらには主産地としての
地位を縦jsyしていくための作目別1.1: 注者組1~iれのあり }J に関する泌題である。
再三指摘しているように、あわじ};:iIJI~ I~ における日出指導体 II;IJ ならびに作目
5J1]生庄内キ1I織のr.li!fr}Jは、その}，C本tp(\'l を文 j~r に jì'l: くことでm.elJしてきている。
これは Irl 三原郡山協時代から合併山 I~ と組合円との.む，rJ.t 陳述を l割るために、長
年にわたってとられている刀法である E1430 そのことが、作例;J;~~ Ih発足三i初か













表 7-24は、口議開発明信センターが、 IU三原市民協時代の l982年に実施し
たアンケート制有の結果であるが~ I ~ ¥， r部会の志向が位協のプj引に卜分反映
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あわじ島農協における支所別にみた作目別生産者組訟のほ成員数. 
作自 米 たま I¥IJ ti. レタス :ト7ト :{f J' :セル : ピー :みかびわ濁芸花き :抱牛研
支所 ねぎ t 主rヘ'7 • : :リー :マン・ん ;究会
広包 404 222 : 120 : 57 : • 2 : ・ 6 ・ ・ 93 
倭文 291 114 : 35 25 : : 1 : • 10 : 60 • 110 
総帆 641 314 275 ' 184 : 2 2 ::; : 73 
決 89 52 : 20 : 13 : :: : : 10 
お1 井 71 9 : 30 : 10・:10 5 : 2 5 
阿is賀 41 30 : o : 3 • : 3 : : : 10 
伊 ho手IJ I 1 1 8 : 8 0 : 2 3 : 1 1 : : : 1 3 : 1 2 : : 5 1 
志知 336 202 148 182 1 
U1 71J I 6 0 6 : 3 3 9 3 5 7 : 2 77 3: : 3 : 2 : : 1 0 5 
八木 557 333 305 203 ・ 78 
市 299 197 192: 139 o : : ; : 40 
河代 492 250 : 232 : 15a 2 :: :::79 
賀 .~ I 560 411 : 253 : 184 雪 ・ ; : : 35 
渇良 56 36 22 13 ' 3 ・ 8 
阿万偽89 238 : 111 215 . 3 : ::: 5o 
表 . 49 n . 21 5 
合計1.950 2.8;7 : 2.140 : :.584 : 22 : 3 : 2 ・ 52 : 74 : 49 41 : 22 850 
表 i - 23 
???
?
. y 、106ベーJ 
広図、倭文デ所が 18緑雪T~協管内、:実支所が 18 淡路湊農協菅内てある。









部会にJ[J入していることが、出家にとって必ずしもプラスにな 27. 2 
っていないこと。
役Hを引き受けることをいやがる人が多くな コてきたこと。: 23. 2 











• • • 
••.•••••• 
• • • • • • • • • • 
持んなで話し合い配認し合った乙とが守られにくくなってきた
-・ ーーー 一・・・・........-.........-...............-----_.・・・・・・・・・・・・・・・・・ー ・ ーー -. 
位協への共販比率が(I.~いこと。 33. 6 
J:~ t.6h側の方針が押しつけられる傾向が強くなってきたこと。 I 20. 0 
-・ ・・ー ・ーー -ー" 
行政の )j~1・が押しつけられる傾向が強くな ってきたこと。: 17. 6 
世話役になれば、雑用や会合が多く、自分の経iJがおろそかに : 9.6 
なりカfちなこと 。 . 
ーー ーー ー ・ 拘・・・・』・・・・・・・・---ー ・ー ・ ・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ ー 、.-・・・.... . . 
部会の人数が多すぎて、まとめにくいこと。: 5. 6 
部会の人数が少なすぎて、部会印刷が不活発になりがちなこと。 : 8. 8 
メンパーに若い人が少なく、市況に乏しいこと。 23. 2 . 
-・.... . ~ ...・ー一・ ・・ ・・・ ・・・・・・ ・・ 'ー ・ー・ ーー、・ー ー
tミ惚友金主主主述、!i((みえ怨会ふ長ゑ之主ぷふ幻 12. 0 
琵;さ句罫Uñ.I!!.~民 tM_φ1jîtと 1-分尽m-iETEf-- 3え.~~ 16. 8 
そ0){也 : 4. 8 
特に11題や悩みは感じない。
ーー ーー ー ・ ・ー一 ・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ 4 ・
12. 8 
注) 全部会長に対して行われたアンケート羽子fの結果である o定数[IlJ答)。
資料 : 段業1;日発研作センタ-r i三原郡山t<);1i本計画 J 策定支段診断~.Ç臨調査報
告1 (第 2部)、 98ページ、より SIHJ . JIに仁して作成した。
ー 186 由
されない.J (16.8%) 、 r J;~ I品のえjJlがj且述、 IE舵に部会に (i;わシないJ (12. 
0%) といった指摘がある。作 1;1 別出産省都i 紘 1m の述絡、あるいは、ヨコ刈;j~J の









ずれも町域を官軍iiW囚としていた 3位協(71附 i町民協、ノ¥:M I/~ 町民 I~~ 、 j'i川町
民16h)が合併し、 3"，r を純 [JlI とする広域合併山 I~ として発足した。地域的条件
としては、中山1/1]J出を一部合めた純山村地引であるが、川崎 1[、 91:!路市、さら
には神戸市への通勤が可能であり、典型的な j邑 1'~J Å~ 業稲作 j出，Jif である。
表 7-2 5は、行1)'.13 nJrにおける民業の純1犯を示したらのである。ここからも
わかるように、 3Dlfともにあくまで出来の主体は米を rlJ心とする水凹出来であ
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神崎郡北農協管内における農業の綴要
_ _ J 
表7-25 
総農家数・うち65歳未満 経宮耕抱・ l戸当り 農業祖生産額: 生産農業 農家 l戸当り
(戸) :男子専従者が 総面積 ;うち田 経営耕地 (1. 000万円) 米 野菜 畜産 所得 生産農業所得
:いる農家数 (ha) 面積(a) (子万円)I ( 1.000円)
神崎町 1. 142 15 478 431 41. 9 16 34 13 15 29 251 . 
(100) (1. 3) (100) (90. 1) (100) (44.7) (11.1) (19.7) 
-・ー ・ー-----ー ーーーーーーーー_.・ーーーーーーーーーーー・・ -ーーー ・ーー ・ー_.・・ーーー・・ーーー ・ー 4・ーーー・ーー ーーーー・・・ー ・ー・・ 4・ー.__ー... . . . .・・'ー___ーー ーーーー'ー・ 4・・・・・・ 4・ 
市川町 1. 965 29 836 ・ 808 42. 5 167 : 78 24 : 50 48 I 243 
(100) : (1. 5) (100) : (96.7) (100) : (46.7) : (14.4) : (29.9) 
.ー. . . . . . ーーーー ・ー・ 4・ーー ，ーー ーーー ... . . . .・・ -ー---ー・・ー ，ーー・... . . . . .・-・ーーーーーーー .-._.. ...... _....、ーーーーーーー ・ー『・・・ーーーーーー『・ーーーー ーーー・.
大河内町 717: 4 214 255 38. 2 36 : 21 : 9 0 14 i 190 
(100) (0. 6) (100) (93. 1) (100) (58. 3) (25. 0) (0) 




: 1. 494 
. 
3.824  48 1. 588 41. 5 279 133 46 65 91 228 





資料 :農水省r1990王手 農株業センサスJ、および同 (1990年
なお、神的 llll北山 I~ における JK [IJ作以外の作物としては、 4・4・ベツを1I'心と
する貯菜作、ゆず、お茶、さらには一部畜産(酌段、肥yi'1ユ)がみられ、位協
としてもこれらの特産物の仮興!こ力を入れているが、取倣い刊は小規模にとど
まっている。したがって、本項で取り上げる神的問北口 I~ の*例は、Rlr によっ
て若干取り組みに淫がみられるものの、水田作を ljJ 心とする比松 (I~J 良く似かよ
った特徴をもら、民地形成が関られていない行政巾仇(=0If)庶j或の政協によ
る対等fV仰のケース、として山川づけることができょうり
( 2) 'H I;:~ m ;浮体 ~I;IJ の tl!jtJ'X 
rll附1¥1北山協の位計組織械情は、関 7- 5 に示したとおりでぬる。 'F~. J~~ 指導
部は、指導説、!仮先課、口座開発課(加工施設をlf1ヨ)からなり、ヨコ川il;1で
ある。また、 M.近の対等引合併のケースにおいてよくみられるように、旧民協
の3地灰(= OIf J&;) をl，C付文f!Jrtt I )として践し、そこに j也rx:11 I >'i課長、すなわ
ち、抑制、市川、大何 IJ~ 担当の指導:忠良が配ぼされ、そのドに 一般えj却がほか
れている。
したがって茨 7- 26に示したように、営 t2JBJ早 n は ~IIe(.j t1名、市川 G名、大
河内3名と基幹文所に頂点的に配向され、米d:.、阿茶を1'心に総fY的に対応し
ている。一応ふ所にも部長を含めて 3人の;町民JEL手口がいるが、 Wff: [立のいは





すなわち、一つは、陥月で山 I~本所主 {I~ による 3 Ilf frt ;)~ ~ru 1ミと I;~ ，，:~営出指導
部 ・課長との合同会議が聞かれ、 1]要課題や当而する日1/¥i:週についての協議を
行っていることである。 二 つは、およそ刀 l回の別のて、それぞれの以幹支所
主催による IDr産業部長、 U~i 崎山業改良普及所ら含めたど:n li絡会，;&を開Hして
いることである。
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の弘!日!に I~) 1むえつつ 1dそとの ;I~ H~ を慌にした '1=\ J:'~ i(1I 7円 l肋が Ji~I:lJされているのま
た 11立近になって 、訓11長以ド 、 J ，~付止:m を~えた人・Ir )'~引や交流を行うことによ
って、合併伐協としての竹内統ーをry(1る努ノJがなされている。とはいえ、 311fT
それぞれのれ業政策の}j~I・が児なっていることに対する{'ì01: J;!J t~ としての対応
の難しさ、水田口業確立対策*]I~ ゃ供 fïTIの Wìf功 111 業が、 11I r を tlî {立として実施さ
れることから生じる民 I~~ としての ~Jt 務上の諸手続きの煩悶さ、施設配iì'~iflにお
いて広域《併のメリットかなかなか発揮されない ζ と句、前がとすべき烈j出ら多
~ ¥ 0 
( 3 )作目j別生産将組織の特徴と奴題
1 )役立状況と活動rJ-j.~~ 
淡 7-27および表 7 28は、 ?IW，i WI北口協における作日日IJ1:住者組織の設立
状況とその活動内容を示したらのである。
まず 、陥作|渇辿およ び受そ~ I~~ 1日J.i.fの組織としては、 M作コシヒカリ研究会と
オペレークー述絡協議会がある。 li{i・は 1983年役立、川成III~ 7名で 、 i ~，X倍以





後f'iのオペレーター辿絡協品会は、 1991年設立、lt'/iI戊nが 128名で、 i ~f世械・
施設の共IdJ利n4J、 i I:'~ 作業受委託・労例プJ 訓悦 j 、 r I;!l川地利!日;同協J~S の
活動を行っている。この.む味において、地Ji!X';守口出1.1'1J，t;限組織として促えるこ
とができらか 、 ここでち ~II 断、 打JlI、大川内の 3つの支部があり、 l: JGのl品作
コシヒカリ研究会と向日'k'Ll (f~J に活動は日IJ である。仰l えば 、 ~II 的では桃成 11 が
62rlと多<:、オペレータ一部会としての71引に )JIえて名川研修会の実胞や先進
地の悦候等、いわば稲作組織としての段能も(Jj:l' J与ら、多 t~ な活 rVJ を行ってい
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JIIJ 鋭程を設け、また位協助成も行うて字 、 J~ 阪体:lìlJ の確立を[1 1日して位協が杭極
的に育成を図っている。その他、茶生産部会は 1977設立であるが活動はj由民ご
とに行われており 、ゆず生P.n:部会は)99 O~ の役立で、最終的には一本化を行う




このように、何1$f，j Wi北山 I~h における作日別'1:比百組織の活引は、宮山 JR母体
:I~J の特徴でもみられたように、の IJt-fJijの組合の j由I弐(IJr ) で !Ay.~ 支所巾位の活
動が基本とな っており 、 したがって、今後はこれらの地区ごとの組織を一本化
していくことが、第一の ill~ な取り机み課題となっている。
先に示したように、 ~II的lHi_It IJ"~ Iιr~ I)'.lはノド川f'1:を EとしたU21iが'iJ心であり、
45佳品目は十分に定召していない。したがって、これらの日刊門にかかわる作目
別生産者組織は、は地志向担割l織のf2:I併であり、ぷ 7-27に示されているよう
に、民協全利川に|則する規約や制JlIJ~児院等は (J {Lせず、ま t.:、組織運'日・のため
の会1徴収ルールも確立していない(活動のたひごとに '{UJ日を徴収するといっ
た、参加者負但の }j法が多 L、)。したがって、桃成出家の「芯ゐ決定原WJJや
{メ ンバーシ y プ即日IJJにおいては、組織烈と dit!.Lmとがil(Eしており、また
組織の迎営/J;tOIJ の仮先性が(J~くなっている。
この点に関して (111 自南部北口 I~ では、 『民 ・'11JVLlI'闘再』における「営l;2・JT;t~ 
活動.l，l;本計回Jのなかに「生詑部会、組織の育成・助長 j という取り 組み問題
をあげ、IR!I~~ から組織に対する活動の指導 ・ jï.U幼ぢを行うことによって、ぷ組
織部会の設立ら《めてIu終的には 10の組織に←木化する、という jj向づけを行
っている。以体的 }J策としては、統ーがHh!がjの光夫、如Zぎな会f、?と総会の日1{/l!、






型組織へItJけての一層の作IJ>]IJ ~ 位打組織の~~~ {1mと伶it強化が求められよう。
第二の ，1要な課題は、栄治?:1・E:l制Ifí~~ と pJt(/の陥{午および受奇，1[;1見j(;系組織との
辿 tJ~ 強化である。
神的11北民協では、とくに、 Wi忘れれの!日;j正に )Jを人れている乙とはj況に述
べたとおりであるが、先に iJミした i"日nTI~ ;X~活動基本 'il i百jJにお いても「集落
官民組合組織の育成 ・強化」の羽!泌をあげ、取り組みを進めている。その結果、
神的Ilfでは 19W泌すべて、r!i川Ifでは 55京消のうち 16:!.H泌が、人-河内 Ifでは 20
架搭のうち 12の梨洛で組織の設立が実現している。しかしながら、具体的中身
については 、集日11'，6作のA.IJ包て手段川地利用問悦を行うもの 、機械の共同平r問や
水稲の糾うん、代かき、 fIllu向え、 i山|除、メIJりl[l(り 25の共同作業、あるいは作業














ー 独自の産地形成を {'I~ った対等仰の仰のケースー
-196 -
( 1 )地域および民 l~ の概要
n校ひかみ J:~ 11，6は、 1990年 t2)J竹内 GI1ffをそれぞれ区域とする G伐協が合併
してできたもので、本上 nll 全 J!~ を竹村純阻!とするキ110n総Ji1~ 1 G.522戸(うち、
正組合只戸数H.415戸)、職日以586名という起大沼山|自でゐる。
表 7-29は，竹内における民法の特徴を示したものである o J;~ 協管内全体で
は!日作地帯に属するが、水i語、点、大豆の他に、 11Jの下、小豆、花き、野菜1点、
手f1l:繁殖等の1:Pti. ' 飼~も様んであり、!仮グ己 M， II 日 IJ の版 5'2 ~.~は、米 ・ 変 ・ 立 m
が32，6位円(全体の42.6 %)、 ff7FRが24.9 {Q:11 J (Ii~J 32. 6 % )、 IR似 ，TJ菜 ・イE
きがt2. 9 W f1J (11IJ 1 6.9 % )とな っている。また災 7-30は、 oOt-ij G J:'~ II，~ の特
徴を示したものである。この淡からもわかるように、組織別岐についてはいず
れも行政区域と ←致しており、 1:制l{守口戸数についても大きなJEはない。伐協
が所服する i山川区分についても、 ~I~1 (I~J j白川にある柏原Isf{，'.~協を除くと、いず
れも旧作地帯もしくは田作殺到11'1: j也市にある 。
しかしながら、先の表 7-29において示した IIIf ごとの伐 JI~m ~l: f~ 額の柿成や、
点 7-30に示したJ71日別の版え'IT;JI~ I収披い内の的成をみてらわかるように、n1f
ごとに特色がある。すなわら、 fl:JfJ~i Ifのシイタケ、採卵、 IJI市nlfの花、干日小繁
殖、氷上nlrの酪段、 I't垣IHfの花、 flJ'1:繁剤、小豆、 l[it~ 町の干It '1:繁殖、了I段米、
在日目Iのナス、スイートコーン、小豆、というように、それぞれの町において
特陀物があり読点作目が異なっている。
このように本羽で取り上げる川波ひかみ J:'lll，~ は、 rnrJ或と 一致し た 6位協によ
る対匂;型の合併であると言えるが、とくにoiJt-~ )J11/;~ 協が、それぞれ独円の特
産物をもって陀 j山を形成しているという J.'.î.. に特徴があり、このぶ I~ドにおいて、







































































































































































































































































































































































































































































355 397. 5 
(平均)
i!)カ 7 :1内Itt.，qttである。






































































































































































































































































































75 O. 5 
361.9 
































資料 :丹波ひかみ農協 f1991年度 協同のあゆみ』 、および聞き取り調査結果に基づいて作成した。
いう 3悶!i~) ~吃けられている ( I ~、。 しかしながら、}'J波ひかみ位協においては、
柏原、小川(山間)、 l点松(水_I:)、百問、 rI j口、!，I.l，J I・(イ手口)という Gつの
旧山協の本所(= IIJr 域)をt!1f立とするl..~ ~1f'支所 (nil主ひかみ位協では「業妨集
中山 j と呼ばれている)が段目されており、'白川市 }11 に I'{I する芙際の ~l:安法務
は ~Et J;~l !i!J.!で行われているとみてよい。
j~ 7 - :~ 1は、丹波ひかみ山!，uにおける包-I215nnの配i:c状況を示したもので
あるが、全29名の営Il'lj白押 nのなかで本所にf¥:if(されているのは 6~であり
(そのうらの 3名はf.ftidf!叶)、それ以外の23れはいずれも以幹支所に配;'1:さ
れ、そこで各基幹支所、すなわらfIIrごとの作n(1'.)特徴に応じた総o(I~) な包" I;~m 
導が行われている。また、 )J~ 幹支所の営 I;~~ には、以 Jミの(也に活;'J;'l i旨羽.口と版
記担当者がいるものの、'ム;f.~~に 'j:f J:~ jt1専門!ま俗文 ，~i ()守彼ひかみ J;~ I~~ では、
fx山Jと呼ばれている)で活動を行っており t=¥ 施設関係についても、本
所の施設課では利用料金の KM) 慌て手を行うれ民:で、実際の法務は1.~付文 ，Yim (立で
対応が行われている。
このように、丹波ひかみ山|品では、 tl!レベルを仏!悦とした広域合併であった
こと、さらに、それぞれ独1'1 の q.~ {í:~ 物をらつという特徴を {ï する山j，~による刈
等型合併であったため、急激な変革を行うわけにはいかなかったこと、すなわ
ち、できる限り旧民協のやり方を将mしながら析しくできた広域合併民協の運





そのために丹波ひかみれ I~~ では、木 ïfr (=郡)段|情で 「氷 1:部民業j辰興胞策述
絡協;民会Jを、基幹支所(=町)m {立で「出来阪H;QI~ it民会j を設問し、)1<L I~B 
の山河;ゃ各地域の以来!民興に liJけて、担当有レベルでの倹討会が閃Hl:されてい
る。なお、.情成メンバーは、 li'1守については、 n被以上丸町長、柏原山林m務所
長、 ~(l1M I:~l ;!I~ 改良普及所所長、氷上 llBI付 ð IIlf 及、政治安口氷上部 I~~ ~民会会民、
丹波ひかみ山|島市:ehl'H * (，1名)、山山協rJl央会丹波支所長、となっており、
後者については、当技 j山 Ji~ における町長、位指 i!f;n会、 C2林課長らしくは注業
-201 世
R7 -31 対必ひかみQ協における~nl旨導員の配置状況
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iZ)ií~-t:ンターに ;;;;t る 2zzz t首導員;之、いずれ b.a: :梁m去の所冨である。
ii斜:兵庫県農協申央会 ~â=指導員名高J 、および測さ取り::.1盃詰央 iこ .tÇついて作成しえ s




川被ひかみ民協における作目別生住者組織の設立状況を点 7-32 (稲作 、受
委託関係)、点 7-33 (器産関係)、表 7-31 (図芸関係)に 、 また、それぞ
れの活動内科を表 7-35 (侃作、受寄託関係) 、表 7 36 (帝政関係) 、表 7
-37 (図去1>0係)に示した。
先に明らかにしたように、丹波ひかみ tll~~ における?守山指導は、 mr を区域と
した合。1:lijの G民協の本，Yi L~ 什点所を'1". (¥'/.として行われており 、j:?民指導体





まず稲作 I~I 係の組織であるが、点 7 32にぷ δれているようにt1Irにおいて
設立されているは 1)。しかしながら、叫えは，JjμIsrにおける「さっき米生産部
会 のように多くの桃成nを抱えながらも、 (j段米栽j汚にIY:Iする活動を主たる
内容として 、九日1規42を設けることによって刈十lJI (ilj (I"[ j[l求担組織としての 11~:
怖をもっ組織もあれば、氷上町の「灯 !堤米生成組合j や/i!!1町の r;)<.稲高山1:
Cff組合」のように 、桃1戊{司の対訟を絞り込んでいる組組もみられる号、組織の










表7-32 丹波ひかみ農協における作自耳II~主注者組織の役立状況( 1) -稲作、受lW:関係ー
| 釘 |い制話ず次ぺ|ド現台?欽 支苅別「汁認制勺γ敏つ|「縦……約伽附の何何有開黛|ド3r;詰2ア喫約勺|ぽ3認伊r2γ炉P判綴腿船叫吋程肘刊のぺ|2咋1v怯剖計2註 出2引I~刊問加月呪官:話附E
| i -I I l' I .... I面函長|主，，. ... I、....." I (年矧問 l人当たり)
吟&If~主 .一. . 1M円一竺り.j! ?と.一J一 54竺一.lし.一.一_.1.一….一oιo一….一..L..........l・ ・ -Lid-j!? 民~~~:~~.l_....~
古一一一..~ .!~.~..; __.1.9~~.. .l...:~ 一 J..__.__ .l.__.~… l--l --1.!?.lタ h!?.1.!???と~~.l 
7I<fia高位脱会|制 1 * I 45 1 I 0 1 I ! o 1 0 1260(5.65) I 80 (30.8) I 
斗;ムム-b-iiijj-|-iii-i-i.1.己". f.... f ....己 f"~'-rぶf~~~~~:~~;..í;;~.…:~;T
レーター部会 !榔 I 1似 l. :.. l. . .~ . . . . . l• •• . • t.. .. ~ . .~. l.~  l. ~~ ~: ~: ~ ~ . l~~. (:~~ ~ . l
ベレータ一部会 L 山南!. ..~  r.. . ;. r . . . . ，~  .. .O'. . . i   i r •. ~ • • r .~.. r ~ ;~ ~ ~ ~: ;. f ;~ ~. ~ ~ ; :~ ; . r
F????F???!fF.! ? | .!?.1・ ・・・一一__.l...........L・・ー-11.1.!!??!?:?!!?.!?:!l 
~fU1ltとど~.竺..1.竺 [...1.9~9 .l....1.1....I.........~....?...J 今 L..~.....L.:..l今 I 910(5と:~..l: ~~..(:~: ~ ~.l 




J)写明子実績に勾ける h7 コ内峰、部員数 l人当たつの予tna(手間〉を示す.
4 )農l~助成績におけるカ，コ内 l孟、苦手間予 JI舗に占める割合 (96)である。
賃料:丹波ひかみ農協貸料、および倒き取り調査結果に~ついて作成した。
. ， ..





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2.~:Z (11 .4 
1. :OG(i. o3) 
1. j~O(12. 5) 
1. 2:0(2~. 0) 
|川 31) 
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? ? ? ?
â: } 0印 :1~見在Jn り 組んでいる活動と して指泌されたらの、 OEfJはそのうちとくに ・虚実ロ冶動 と して llil脅されたちのを窓践する。
貧斜:!明書取り持妥結奥にl.iづいて作成した。
???
i 町 l r i -i - 1 23J i ;刑判:T32 i ?言詐;F戸?台r汗?! 詑出料悶白ぷぷ司3諮科2引!:三主子許;3F戸誌読罰2;1γ治群制問…辛科栴何1 i県澗用閥認
|:;;:h| 
|::;H岸片瓦出己1号-示引副ιHH記diι::1lr:l[lL二i子日.二J:]J:J:J!:二-.三:l:;:|::;:;|:;;::;[:;::|:;:;:;:(:ι:;二二i i i 
貸料: 聞き取り 調査結果 lこ~づいて作成した。
|生産資材伐|糊・蹴 |農作業受曇 |脱利用調 |会員聞の抱i買…の共同l周氏労働力笠 取績









































































































受委託関係の組織は、イ手口町以外の 5 町で設立されているが 、 H~f戊_f1放の多J;J
や、規約の停在状況7.~:の組織の j!.ll 'Fí' 方法において違いが大きい。
また活動内容については、大部分が 出作業受委託 ・労働力;日lK~ Jや「機械 ・









る。したがって 、表 7-37にぶされていみように、作1]~JrJ ~I: 序~-7'1組織としての
活動内科も r~品川技術研修会 j や I 会口 IlIJの削 jl 交流 ・ 間，，-~~Jを 1:としながら
も、生産lr.uから流通litにわたって 、組織によ って活動の JF}.'-5，ら見なっている。
とくに、 .{f~j 町におけるナス'1:etについてはI{Z向いfJiら多く 、 r1jくから産地形
成が図られている。したがって 、 I存と!なサ化花組合 jは、表 7 3~ に示され
ているように 、さほと統mrJの強い組織運幻1.1;[JlIIが示され亡いることもなく 、梢
!成良家の 「怠思決定1.;[WJ Jや 「メンバーシ yフ原JlIJJにおいて、必ずしも強悶
な組織却の特性が現れているわけではないものの 、点 7 37に示されているよ
うに 、1:i!nから版52・流通に至る帆広い活動が民間 dれており、 J<、ド的組織化
と垂直的組織化とを併ぜもったJ=.民地志向型組織として!足えることができょう。
2 )今後の課題
以上の検討結果から l明らかなように 、 n;l.主ひかみ E'llh~ における今後の作目別
生産者組織をめぐる取り組み課題t士、広域合併出協のレベルで各組織をいかに
して統合 .j fj 編を図ってい く か 、 という }.~:t に尽きると思われる。
丹波ひかみ位協が 1992年 5J に涼定した 『郊 i次?江口振興 3ヵ1]:Jl'回世』




jヲ j皮ひかみJ，'~ I~h における作rI 5}1 ~I: pr~ 行中Il 織の税制ii - 活性化に向7 図 7
la湾 、販売体制
.li目別、富程別専門抱司による対応





































|則.clfd .tiながら 、lりjli(r:な|ニ1rnと心i{t l'をもった)1.;jDiの利伐をj!}求する作IJ別'1:住
民家を主体として同制組織 lするとしたうえで、 Jl状の |円山協ごとの{'I:円別1.1:
t医者中n織を「殺UH反則Ih治会|、 「そ菜同!芸阪0・I!I品川会J、 r ~~制限興 Ihh ~民会 j 、
r 1r 1J'i l1J~ 刷協，~N 会 J 、 |寸idp jhi別I!I~ ，1員会 、 ，.化}It 1';ぷ 11)~Df!協議会 j、 「民法
機械作業受委託振興協議会 、という 7 つの 「 振興 I~成会 J にまとめあげる }j
I1Jが示きれている。
しかしながら 、 川被ひかみ山 I~h において、今後 ('1: 日別~l:im li組織の統fTを実
刻していくためには 、 ~fl! i~ すべき 11\1 J.担が多く伐されている。作目別生凶行中n織




率先 a化したf'I:1 >)1'1: p( (i・k:1l~il~ 1勺'1'訪日の伐iqが必叱であ ZJo




のrt成や，:五位の営住技術の '~)投が必要である 。 したが っ て、今後は丹波ひかみ
政協においても 、 本所レベルでの I:~ bt_~ 指導体;JjlJ の強化と 、 作円別生産行中II 織の
活動強化による先発注j也のーj刊の発灰を阿る ζ とによって 、fjj表作白に|則して
先発pr地に追随する新しい，mJ山の形成を図り、 l: rm地形成を目指すことが必要
である 。
さらに、この点とも 1~1 .i1!して、作目別生産官組級の運営 }j 法の統一化を肉っ
ていくこと 、例えば、pr地形成作日について 、竹内統・的な規約制定の検討や
組織活動目 の徴収ルールの決定、さらには 、 伐 Ihh からの組織に 対 する助成 1，~ j_~r\ 
のlりjI在化を行うことが必吃である。
第二 は、.芯思決定組織としての作日目IJとtprl !I組織の段fik強化である。
丹波ひかみ位協においては、今のところ組織代 .~~の役 l- l j宝出は行われていな
いが、今後こうしたmlfLを品しる ζ とを前向きに検討していくとともに、とく
に、上地利用や販売対応とい った点で関述が深い f'l:日別 Ij:，住吉組織聞での述紡
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協 .l~ 会の t;t t225; 、慌の j虫 H~ を強化していくこと-6 m 叫でわる。
第 4罰1 広域合併位協における作1}JI ~~陀.(j ~:Il織 jlj焔の万roJ
広域合併出 I~ における作rI別生住者組織の迎.れのありブj や統合 ・ TJj 絹の )j 向
li、当該の広域合併出協ができあがった合併のJf;!~、さらには g~ r，:h管内におけ
る E..~ ~~の特徴とそれによって J~ Áとされる作目別 ~l:p.n首相織の諸恕1It!によって見
なっており、その詳細については、而iiiにおいて取り仁げた広域合併山協のお
事例が示すとおりである。
そこで本部では、現花、 Jl~ J止合併位協における作 IJ 別生産者組織の 11ミ大のむ~
題となっている組織の笥合 ・jJj純問題について、その川本的方向を明らかにし
たい。
J .作 11 別1:住者組織統 fT の必要性と困難↑~l:
本市の口頭でも述べたように、広域合併 I:.~laのMノ〈の取り組み問題は、組織














2 0 作目5.Jl1生医者組織の統合 ・再編!の方向
このように行えると 、広域{7(Jj:に('1:う山協のf'r1別 J1: j前向車1織の統行 ・再編
にあたっては、①内側:参1J1J:!l II，~ の作目別 ~I::E医者組事RYjI務局担打者による、組織
統合へ向けての刊問機能の発仰、とりわけ、 fT併実現，ji後をjfiじて、全合併参
加JJ:~ 協に.ねける f'l: 川別 ~1:J~ì:'n w仙の代N.門会，!hを'川駅μUfJ{/l・すゐこと、①ぷJぷ
決定u ({~ 0む 形成而)での組織制限の j自IE化を医1，るために、誕生して1mらない
広域合併 J;"ll~ においては、作 LI 別 '1:.J!主将組織に対グる立ifr対応を強化すること、
とくに、対等51 合併によってできあがったほ~ J或合併伐 I~~ においては、 ~Ij 而は合
併安1)1位協におけるn'ti 1( Jl!X を ~U 1111 とした).~什支 IYr ~，J Li:.;を強化することがif!J，g
となコてこよう。
したが，て、広 J."~ (7 (JI/:~ It~ において Ll 、 ー ・ íi~ r'~ /ú: の m:lq~ 主: WI1fまえて 、作 n別
~t çr:~ n ;j:l織を統ti. I'J r:l.lしていく ζ とが必却である日
こうした只体例として、次のような下I日を蛸むことによって、作目別gミim<1 
組織の統合 ・ilJ編を実現していく )jI[Jjが叱ーえられる。
( 1 )第 i段i情
産地化を図るべき lt~ ~t 作目を対象にした fOO (作rJ名か入る)問題研究会J
を組織する。
ここでは、合併参)JI位協における叶該の作1別IJ: 庄内組織の特 11j巴 ~11，! に努め
るとともに 、組織統合へ向けての芯見 ・↑JIJfU交換、問題点のおい 1出しを行うこ
とを口的とする。こうした取り組みをjilじて、作1別'1:Pt宵組織の統代 ・1'i編
に向けての関係省の.U思の確認 ・統一をi文lる。
この研究会組織の問成メンバーは、合併参 JJIII:~k II，~ における作 rI別生r?:mm締
役員、当;表作 rlに限!する rlJ核的伐家代表、新しくできあが〉た広域合併段tUに
おける基幹支所(=市町付域)駐ず1:の作1:1別'1:!w朽組織*務内担勺者、本所の
当該作目 ty 当よ~!Jミ(係)、管内における djnr川、Jの11!ヨ課長(係)、管内普及所
のj旦汁普及n、15.からなる。
[2]第 21没|附
次に、 roo部会統合(再編)tm.iJl t~~ IÍ~ 会 を役立する。






定、会!~の徴収ゐ法や J1!l t~ からの助成方法等の財政的 j !釘ルールの航立、組織
でuliえるべき役口の休fli、といった杭J1について険川することであ{.， o
第一は、.'Fi /;!l m布、 w・1'.j::j 、 l阪先 、 会計、!日;11 て~;について、広域合併山 I~
1/~ I々を q1(立として 、 統ーしてやっていける ;~f~ j1 I] から 111目次夫 (j に Æ~ していくこと
であり、と何時に作fI別生旅行組織の 111 当官lr 務日を)，~将文 IYr から本所へと徐々
に移していき、組織としての統 ~ljrJ )Jを強化していくことである。
[3]第 3段階
最終的に、 fOO 部会」として組織を統一 . ïTJ編し、 'I;:~. I;~ 指導、;.u . 出向、
販売 、 日月 13 、会 Jf・の お i~H 門にわたって広域合併伐 I~~n I)~ で統一を).f現する。
この様、位協本所内における作目別生産者組織の .-r務局m当却告を明確化す
るとともに、作目別t住吉組織が属する類型にも偲芯しながら、組織の運営体





と、下fC~ it ITJi lF!吋部将(':~. J;.~ 企例謀、経営指導~匂; )にTlr務局を il可くJ:M代とが
)5えられる。例えは、 ua地形成型組織や主住地芯 jiJ明組織のように 4 定の生
産屯が確保 3 れている ji，~0は、生 I;tから阪完まで-riした刈泌が IJfj~ になるよ
うタテ訓の常民指母体制を編成したうえで、 tif地のお度化にliJけてのマーケテ
イング機能をfe1::.・さぜていくために、販売対応部将に事務局をi'f.くことが望ま
しいはUb逆に、十分な生産Rがまだ得られていない拐のは、 '1:fr (m ~'1 )対
応部署に ~lr 務局を{喧き、さらには、地域間合的産地を形成( ;/:.=' r;，) )しており、
作目別生住者組織 WJ での頻繁な慌の述絡 ・ 調整が必要な場合は、'::~. J;~ 企画部門
担当部i容に事務付を iそくことが必要である。
第二に、作門別 ~I-:prl <J ，tJl織のポ務局J日当古の役;刊についてである。
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とくに、広j~0 {)!民協における作日別/!~庄内 kH 級事務付JI!、1'， .r;に強く求めら
れる役割は、①1'r:eJ別生産省組織の育成 ・pp叫JjlílJ の明陥:化、① tn 年度活!f~)プJ
~I' の lJlijづけと只体化のための立:1夏、@予知的i'(の決定、@内{明会代の1m{Ii(と
会作時での助三、て手である。
なお、広域合併 J:~ t血管内のl山H((I~J 4!j徴が大きく児なる t誌の It、ブロック別に l 
~i 1)'.1を地域区分し 、それぞれのフ n γ クを 1仰として作 il別'hpi':n組織の純作
を陪!っていくという }j法も J5えられるべきである リ引。
m5節j むすび
以上、本72においては、広域(.'j{Jt J:~ 協における作目別生;n 済制i 織の連常のあ
り点、さらには統作 ・ 再編のための J，ç 木 (t/~ }j liJを|切らかにするために 、兵JoIVl









( 1 )ここで言う 広義の'HI:~ m 舟 *~J とは、 jITín'の日出指導に加えて、目前
ロ引業における生産伐材 !h\~n 'Ir業やJ:'lEr物のJI工 ・l阪32・作業までfTめた概
念、である(高山内相¥r J;~ I~ におけるこれからのは山指導体:1;11 のあり )j J兵
附県民協r[J央会編 fJ八百tt~ 1行持体:1，1強化対策に関ナる研究資料』 、)993 
~I~ 9月、 9.._ 11ページ) 。
( 2 )本論文!:l1G市;fi3加を参JI.({のこと。
( 3 )本論文第 5市郊 3節(表 5-tI )を安Jl.({のこと。
( <1)本論文第 4;;:郊 2節(表tI 3) を参照のこと。
( 5 )このことと閃辿して付表 7 1は、正組合口戸数別にみた作目別生産省
組織数を示したらのである。ここから lもわかるように、民 I~ の組織規模が
大きくなるほど投罰される作1:1別生Pr:背組織の放は多くな っており、 この
乙とは ~Fl1県においてらほほ|口!日の ft(tl í，]が :t! められる。
付ぷ 7 1 正組合員戸以脱税別にみた作目別~1: }:rl者
組織数(全国)
011位:%) 
桃川:~1r 菜: tド :果樹:花き. :花ノド. . a . . . 
0 .. 499Ji 3. 1 2.4 1. 6・ 1.8: 1.2 I .
ー ‘ . 500 .. 999 2.7・ 2. 8 : 1. 5・ 1.9' 1.1 
1.000.......).999 3. 9 : 3. 4 : 1. 7 
' 
2. 5 : ). 3 
2，000.......2.999 3. 5 : 4. 7 : 1.8 : 2. 6 : 1. 4 . . .
3.00....4.999 ~ . 5 : 6. 2 : 2. 3 : 3.0 : 2. 0 
5. 000戸以上 5.9:10.0: 3. 2 4. 6 2. 4 
全体、I~ J勾 3. 6 3.7 1. 8 2. ~ 1. 4 . . . .
L一ー
iJ:) 名作目別生産符組織以を f該叶tJl合放 jで|除した
ものである。
資料 : 山水省 i 総合出 I~~ 統計・ ~~J 1990年市来年度版よ
り作成。
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( G )アンケート悶査は、市・おも~)mした rJ~ /tJt似 J八宮山市j立体制強化対策
研究会J (~Ir 務局:兵Wt!.1 J:~ I~~ 'IJ 央会符;;'~ ~t r(li部営白山政烈)において企
画され、 1992年 10月に兵w以内におけるの(Jf:符験山 It~ を対象として配布さ
れた。木町jでは 、有効な阿符:がfGられた 26 J; '~ Ihについてとりまとめたもの
である。
なお、分tfrにあたっては、アンケート忠Mfi結果の他に必現に応じて、兵
lil7.県民協 rl' 央会編『兵川[川出来 I~~ 同組合 :Jfn 1 9 9 1 ;Jl米WJ立版』 、 1992'.f: 
7凡、全[1¥れ協'1'央会*¥1¥U' JJ"~ I~ 印刷に|史I 9" る十|司 4 斤 IVI~J 代，ß 、 1 99 1ド3J 1、
守:で適宜 ~rlì ÄIiした。さらに、 r~w!庶民Ih_P"央会では、 1984"1:にも県下 I25の
全位協(勾H与)を対象として同恨の調査を行っている(その付果は、兵w
~;! 位協中央会縮『作目別~I: I~i':: n組織実態判官i&びT-f菜!日]{，Y;部会の設白状況
等全国一斉訓内結果』、 1985年;JJj、 としてまとめられている)。本節に
おいては、この調子t結m{) t'l 1fJしながら比"'1>j察を行ったの
( 7 )例えば、点 7-4に示した八位協は 、 G IUf を位協の)~'r.'j純WJとしている
広域合併位協であるが、名町ごとの地fi?別43散は、田作地・!日が 4町、旧作
~~畑作地引が 1 r町、都市的山村 j出，;iが JIf、となっており地fi;としての特
徴が異なっている。
( 8 )県下全民ItUを対象とした rii[iJの 1984~FW明白と比較しでも、 l 組織あたり
の部日数にあまり変化がないということは、広域合併がj[灰してはいるも
のの 、そ れに伴う作目別生Pt1'''l組織の統i7. ilJ編が進んでいないというこ
との証:立であると Jfえられるの






( 1 1 )山市定数については、以jijは名地区 2?"のみの j笠/1¥であ 3 たものを 、各地




( 12) 般市には、 l!uJ加賀文i9iと{jlJI 1'IJ支所については、これら 2つの文所で l
名の幻伐指抑只が駐rEしている。
( 1 3) なお、あわじ白山協では ('1:凶日IJ1:住者組織のIH，:j機能を強化する出足と
して、出向山政物の品質検j1iをU21品以外のところに委附している。
(10 全 [f'(I/~~ 16h '!'央会制 r1.色ある{7(Jf: I:~ la .M、1975午、 219......281ページ。
( 1 5) この芯昧において、あわじ，(:iI:'ll~ における常山 I(!Íでの符符組織をヨコ訓
からタテ;iリへと J多ifさ.tl:・.r.，条 ('1:が、 Jf;/)比されつつあみと."えよう。
( 1 6) 詳細は、 U2栄IJ日発iJft~ センタ一編 r r 三 原 ml J;~ !必 JJ 木 ~I・阿 j 策定立 j友診
断 )tcIilt: J~J;在 ffl .~~ n (第 2部)、 1982年 9Jl、 91...99ページ、を参照のこと。
( 1 7) ril'自立ilt[5北山laでは「統括支jYrJと1予約Lしているのなお、その他の，1T.耐!・
経済 ~9; の日常的業務は、ーおえ jYi で対応している。
( 18) れl'~I市1\日北 I:~~ "~h r新たなきずなづくりと山市をめぎしてー jミ・tIJ JUI~ l' 阿 ~}J 、
1 9 9 2 ~f '1月、 2-1......2-3ベージ。
(19) 1991年 11n まては、符 C，~ 部のなかに?な山、若 pU 、生産伐材といった諜が
鈍かれていたが、機 f，W 改，tf~ によってこのように改められた。また、 fiFEセ
ンターは畜産業務課と器産指抑制からなり、主として繁刑制作部門を取り
放ったタテ別組織となっている。
( 20) こうした日・山指導nの活動形態は、'んfr:~~に名川村支所によって，]:t. I:~~ 1旨導
日がほ幹支，Yiまで山てくるところと、 J封印は1，c~~1'止:所になっているものの、
支所のみで活1UJしているところがある。すなわら、 Irl1:' !~ 1な代のtt'I~ly をそ
のまま引き続Eいでいる、ということになるう
( 21) 柏原町、，lfl'lUlf、{J;1 Ifでは、民会組織が対応している。
( 22)本論文第 Gl_~~ 第 5 節を宰 J!日。
( 23) 例えば、兵山県tl!1J i "j1g J:'l協ては、 1992 '0下t111に'F¥'J:'l i~H の|境問改.'(~を行
い、 「営民ノ}<lflj 、 r ':;~. I;.tl ~七 fru 、 r 1;~' J;~ 企阿 l 、 i 'j守口流jfij 、 [営t2
1よfMj の 5剖IrlfJ を設けた。そして、とくに同出 I~h における主力部門である
野来!日i係の作1月IJ生凶行組織のm当TIT務川を r，::~. JJI.~ 流通 l に{喧いている。
( 24) こうした ~Jf 例は、 -T 必山山氏山 II~ (1971 年合併、 1di G mr1 ，Hを竹内と
し、 JE組合1戸数約 12， 000戸、 i((~*l (7 i 1紋約6，600'(1) においてみられる。
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すなわち、山政位協では、合併以来 jミ~[~の懸案 'lr1JIであった作 [1別生産者
組織の統合を実現するために、~'i' r付を口業の ~~j1'1:に応じて 4つのブロック
に区分し、各フロック内での組織の統合 ・再編を行うことによって、市場




害要凶と今目的~~:段の検討) 、 および② J;'ll~~ の組合 11W織問題(とくに、広域
合併出IUにおける作目別iijJE者組織f1¥1題)に焦点をあて 、分I/rを行ってきた。
本論文を結ぶにあたって、以下、科JIにおける分析結果を変約しておきたい。
第 I ぷ r ~ 協合併論の研究系抗と主要論点J では、 tZ 協合併に関する既存の
研究成見J・を整担 ・検討しながら 、その主事j論点、を!りjらかにすることによって 、
これまでの協同中Il合研究の系都における J:'~ II.~ {'; (Jt-論の付徴と到述I立を明らかに
するとともに 、今日的に ln要な研究課題を12不することを試みた。只体的には、
①段協合併推進の芯;義 ・必要性をめぐって、。)11~ l品合ot-反対 ・m重論をめぐ っ
て 、 ③ J:~ II.~ の j~.iE規絞論をめぐ って、それぞれのt討論稿を取り上げて検討を進
めた。
まず、政協合併推進の.む投 ・必 .i);1i'l:をめくる論制のなかでは、位協の経済的
機能の発如 、 さらには出 t~h 運動の市新としての合 fJ!:1ft進論がけ:[:1 される。とく
に後者は、位協の主 体性の附:保を 'þlh とした迎動論的 ~JL J4i~ を 1. 分に与応しつつ、
組織体、 1r業体、経首{本的側面から I;!lth~ {'; Otの怠殺を論じており 、今日的な位
協合併:の芯、義を論じるにあたっても、 m2)jな論点、がi足起芯れている。
次に 、 民 t~ 合併反対 ・ 似市論は、 「民主 (I~J J;~ I~ J 論と「むら J論の立場から
論じたものがある。しかし 、民 協の併を f経常J:花|の結果であるとみなした




規模拡大 (合併)効果問題、③尖，1f:分析である。とくに 、川以拡大効民 1¥J題に
ついては、一般企業とは児なった協同組合的要素をどう評価し 、いかにしてそ
れを指僚として点すか 、 という点、が 11正大の;J~イントであり 、 政協の f 組織力」
と「組織ノJ効果 lに関して、主らにその内科を明らかにするとともに、 「組織
力効果 1に影溜を及 lます、らしくはそれを則定する袈肉を I切らかにする必要が










えると、その現代的な課題は、 o{)f: に (:I~ ・) Ih6 l"J *JI合としての伐16の特質を機能
i面と椛造詣から --1¥'1明らかにする、ということになる。
まず、機能而との関述では、今 IJ1;'1協をとりまく社会符済的t目的勢を誌!愉し
系統民協としての対応訴J却を lりjらかにしたうえで、{';ot-J: '~ I~h に求められる}り11与
3れるべ送機能を lリju'(tiにすることである。そのためにら、山凶作{Jf・の今 II (I"J広
義を組織、事業、経営の諸側日，i 、さらには地J~ ~I 会との問.i1!において多面的に
nい直すことが必要である。一.jJ、問j主而との|立I.cl!では、f'i(Jt.に (:1: う t11~ の内
部付i造の ~~nj品れを明らかにすることである。とくに、広域合併に fl う政協の
組織的特質をいかに促えるかが、これまでの山 Ih~ 合併論においてはあまり JULi品
されていなかった恋愛な点であり、そのことがM'リjdれではじめて、合併伐IU、
さらには系統組織整備の基本万戸lがみえてくるはずである。
第 2i;l: r 位協合併問題のIf，~ ~と的系諮 - E'l必合Otjf{;進 }j策の変遷とそのi"'fj';'(一J
では 、 これまで令凶位協中央会や山林水Pt{行によ って*^とされてきた段IhA ot
1ft illl に関する出 jj'f_誌を検討の材料として、のその特徴と変 j吾、 C~fi fJf推進の論
拠と H寺代的背広、③各時代において系統 J;~ Ih~ が抱えていた対応烈題と合併批准
}j策との関.iili写を中心に 、 5つのl1!jJ例区分にしたがって巧終した。すなわち、
①第 1J引 い 「山 I~ 合併助成法 j 制定以前である 1960年まで、〈お節I! J明… rI;~ Iι
合併助成法Jがfl;IJ定 dれた 196 11Fから 69年まで(ただし rJ;.~ 16~ 合併助成法」第
l次延長(1966~ド)を境として ìjíj Iり!と後j切に分ける)、③第 1JVJ… 「民協合併
助成法J~ñ 3次延長が行なわれた 1970午から 7~ ~I: まで 、 @ 出 IVJUJ . r 山 I~ 代






まず、第 IJV!から第 1JU! -，jij JU! にかけては、 1961w，こ「山協合併助成法jが*IJ
定され、行政主導型による町村巾位での位協のot-がm極的に進められた時期で
あり、位協合併の出発点として払!正することができる。ところが、このような
行政側の:肋きに対して、 i J;.~ I~~ f.:i Ot-D)J成法 j制定 Iji (.去における系統山!邸側の対
応は、 I;~Ih合併の推進にはあくまで似弔な寝坊であった。このように系統山協
(JIJの刈泌が立ち遅れたことは、 iをに民IHJ-c;l-る I:~ I~h (7 {}!・が行政依存による(7{)j; Hf~ 
illl を ll~ 問としながら、 OIT ，Hを制限とした合併が進んでいくという結果をもたら
? ?? ?
すことになる。
節目 JUJ 後 WJ から第川町!にかけては 、 系統 I;~ I~~ によみ山協の広域合併が IJi 傾 (I~J
にJI'Xり中1:まuたという.む II~ C、1;~ II:~ (7 (JI: (j)似仰Jiと。iA. -?J Ilj JUJ-Cある Hζ うし
た山 i必合fJI:惟進方策にみられる I~白線転換、とりわけ広域 fY 併を Htilするにポっ
た応大のJm山 .;11'況は、 'FiI;'~ FJI j曲川想、のHn:i1tとの|見J )illである。すなわら、~"与
の J:~ ~~↑Ji J坊の変化のなかで、 -jjミの~J.:， I宝物とその ifitjil !i1を硫{呆し'Iij~ ，(.J Lむを行
なうこと、さらには協同組合活動における現段の経済性を実現するためには、





する必~t1:を促したことである。第二は、これまでに誕生した合併 I:'~ I~~ が、必
ずしも十分な合併成果を発仰していないのではないか、という批判や反省が行
なわれたことである。第三は、1I1f屯段協の全I"ITIj虫への直接加入問題の凱街化で




合併tfill ，i命が再び強調されていることである。その I)~ ':在としては、① *~1 機能、
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任'Fil，C!'1症の強化が民協0mの1(I~J であること、('2) ('; (Ifの"1即刻岐に聞して、知
日1JVIにおいてみられた“広域合併論"と第 l¥'!UIにおいてみられた“脱{史的左前
i'j ，~命"との阿而を.iQ.:)<していること、 @0Oi・の批准休日，IJとして、行政と a 体と
な った)]訟をとることを強制している。こうした特徴をらつ合併Hbfi)j z(1が定
められた j長大の背反は、第 IVWI 後半の 1980年代に人 》て顕在化した位協の 「経
営fL!:機JI1lI題との限].i1!であり、さらには、いよいよ本mを1m近に段えた金融 !:J
山化がこうした危機感に ー 1f1 の~L'IWをかけたことである。
このように、民協合併問 j逝はそれぞれの II.} 代 (I~J y.~ ;止や1勢 、行政施策、系統
民協の迎!日~li課題との関.i1!で、(注目づけのなされ )J 、および fWili方策の特徴や内
容に変造がみられるととらに、 k際の合併 j正 i手 ~Xi}t b I1ljIUによって変化してき
た 。 とくに、系統民協側のれ 1~6 合併問題に対する lr~ り組みの立ち遅れ( = 行政
OI'Jのの(JI:tH: i庄内念、へのjOMi) l..t、 l."~ fl，~ 1mの.lQ1日栴J了、会らには自sjLi /下r!!;~ n tお去
を先生さ u.る一閃ともなり、 !山u弛強!く伐る “川!悦史l附計 J(日i角附午i討j'jμ';論:
併1/問!H川IリJJ:泌岨の取り紐みのE底E:史iと:は、いわば棉差解消のための出火とも言える印trIで尽
1mしてきた。
第 3i;'i r 県段階における J:~ II，~ 0 {JI: 1ft.進方策の検討 ー1970年代前半における広
域合併先近;県の事例を11心にしてーJは、第 2ホで 1リjらかにされた伐協合併問
題のぼ史的系譜、とりわけ全Lf.JJ:'l I~ rjl央会がilめた全国レベルでの位協合併推
進方策を受・けて、各tCl位協 rl' 央会を rjJ心とした !!;~rぜ|哨においてどのような対応
がなされていたのかを検討した。とくにその際、羽仰と同じように山協の広域
合m・がも'1+y~! (I~J に推進された 1 970年代前半において、 J:~ I~ 0 ()!・に対してうもi[的な
取り制iみを行った;rJl:例として、日t.:i!尽(営民団地川江!に以づいた民IU合otH(; il 
応策の*伊j)、滋賀県〈経済凶 ・生活圏をもとにしたブロック伐協椛怨の耶例)、




擬興という々え方を椛氏にlf.1; えたらの、只体的には、勺 11与系統J~ I~ が進めてい
た泣民団地椛想、、および行政が進めていた広域白山U1J由を l'分に踏まえたもの
であるとい うー乙とである 白 さらには、合併Ht進休日;1について、広i或営民間地問
-224 -
il! との~，'，J i~ を I苅るために、り，~およびìIimf +・!との.i1! H~ 休 :Iill を強化していることら
大きな q，):色である。
次に、 j政 17 県における J.L~Jt'!( (プロック)れ!必Mil!のq!j微は 、その1ftj正論拠と
して、どj1与j並ftHJlが白かれていた地域特性、すなわら、口業而前動もm視する
-jjで、民家兼業化のj住民と占gm化 ・視{主化の j正JB.にれ協がf1l極的に対応して




して県 F6 ._. 8 1;11~~ 椛氾!としてまとめあげた。
品後iこ、呑川県における山下 1J11 1~~ 椛 111 についてであるが、ここでの最大の
ポイントは、 J~~t6h r.1t tì~ の r [1己完結 1 ということである。すなわら、引rr:のC2
i必はえI~見が小さいため、・Jr 決倣 1jE を j主 fl するためには、 ln ゃ全 II~I の辿作会の))
( = fJIij't;機能)を(ifりざるを仰ない。仮に以下 1 J;'! II~~ となって!f.1辿機能を代行
することができれば、そこで中， ;J~の 10!n nを免JiI!することができ他介業との競
争条件も強化される、ということが情怨策定の論拠とされた。さらに、もう一
つの住は、経営管理伐 fil?:という点から県下 111 一 口 I~ のあるべき安を J111 いている












れた合併他進についてである。 ~ri 沼山家が大半を 1.lj め、間市化、混{主化が j並ん
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~II (1によっては、出氾!dれる fLl!~ mlコ [j~~r: J;~l 11t~ 以が流動的にならざるを得ない
iJ能性をjfIつことは 、1J1賀県のケースから l切らかであるヲ
品後に!;f~ 三 は、香川りょにおいてみられたような 1 ~r;1 1 I九協情出についてであ
る。広域合併の到述点として、さらには系統制l織再料、とりわけ県辿機能縮小
化論の行くぷとして、こうした I!日 1J;'l I~~ t 1¥"な!は、これからますます検討課題
としてのぼってくるり能性を持っている。とくに、市栄の合理化 ・効本化とい
う点では純めて強い税r!J)Jを持 っているだけに、香川県において詳しく検討芯
れたような経営管 Pl 体制l のありソj 、さらには民 I~~ のポ来的!fì)jの)，~ 4-・をなす勾l織
)Jの箆備 ・強化のありえfが十分に 1iめられるならば、こうした県 F1 /，"1協情忽
は、一層m.')ミi出をJi?びてくるものと忠われる。
第 4'i;l. r 政協合併の ~fl lli 要 fJ-;J と今日的芯恨の検討 J では、現実の I:~ I~~ 合併を
めぐる法本 (I~J 訪問題、とりわけ A (JjのlIll'1日明1，，]を検討したうえで、作併の今rI
的立花と取り組み課題について汚察した。








山協合併:の今日 (I~J ぷ.~は、組織 t命的な花、 'jf 栄治的必品、経釘;命的忠義、さ
らには社会運動論的芯投から~，'41'1することかできるが、こうした今 1的意義実
現に向けての地本的な取り組み，ì~~ :泊は、① mn~対応、②中I織対応、③地域社会
対応、という五つの側 lfìi から jH 仰できる。まず、市場対 Lむの側面からみた ül~
ー 226-
fT 併については、 同つは、 I;~ I~h の持 'J~ ;;/~分町における djJ~~ (問/[.)川j告の変化
に対応するために、合併 (ιキI級制伎の拡大)をjfiして 'Jc'Jllit m伎の拡大を克
現させ、当該 J作業部門の市 j~ シェアを維持 . jIi、大することにより、その分野で
の山協の主体的地位の向上を閃ることである。そして二つには、これまで市治
情成比が極めて小さかった部IJのmJ.*Y， 的判;六ら fT めて、新しい ~lr 業の開発や j浮
入に必づくヨ:定住楽部門への析別委人を災現させることがm~ である。
組織対応の側面からみた I;~ I~~ 合併について強制する理山は、組織対応の強化
が、上で示したiIi坊対応としての fl[luii を k~L 芯 U る乙との川本的要件をなすも
のであり、こうした組織対応への1['(りキIl み ~IIH が、 rl~ J!~ (、im J;j~ II~~ の成予?を j日~
m 2!!・なポイントになるからであ 23 。そのためには、組合と組合 ltll日の X~ 本 (I~JI見j
係が変質しつつあること、 !~HHI! のの民大の特1'1である、制1{'j nが有する出資




M後に、地 J!~ ~I: 会対応の側 f(rÎ からみた政協合併についてである。営 L2 而活動
および生活而活動と併せて、 j位以u日発活動を三本位のーっとして位置づけて取
り組みを強化していくためには、市町村レベルと県レベルとのi可Jjの自治体行
政に対して、弾力的な対応 ..i1HJ~ 関係を保ち m るような地械を行拡範聞とする
広域合併民協を(llU Iする必型・がある。さらに、地域社会対応としての伐協fV併







からの同時蛇行 n~J な取り組みがあって初めて、~純の合併JtIl 1l~ 芳閃が除去され、
「思念型Jからより「現実刑JのJ;'lI~h c'i (J!へと近づいたものになる。
第 5r~ r 段 !a の組織力の現代的好価!こ I~J する常候ー歴史的系58 と事業活動に
明 227-
おける位内づけの検討 」ー では、とくに、これからの広域《併出協の成否の鎚
を鉛ると4・えられる *1織プjについての巧'察を行い、その維持 ・強化策を lりjらか
にした。具体的 iこは 、① 1J[1 iJ ~:Il (7における組織)J形成の均として位置づけられ
る組合員組織問題の匹史的系!??の検討、②現役|併における位協の組織プjをめぐ
る民本問題の摘出 、@ I~ rnJ組合の組織力にi刻する j況ι研究のサ ーベイを踏まえ
ながら、民協の事業活動における組織)]の位i世づけと現代的評価のノ'.i[Iijを明ら
かにし 、今後求められる仙台門組織の機能について巧祭を行った。
まず、民協の組合口組織問題の1{史的系31の検討では 、① flHl1~ (11 JU (1 95 0 
年 代)、②拡大 ・発展JUI(1 960年代から 70年代 ljij中まで〉 、③低成長JVJ(1 970 
年代、I~ ばから 80年代半ばまで)、@現段階( 1980年代後、r以院)、にH与)VH玄分
を行いJS察を進めた。とくに、現段階の特徴としては、対象とする組合只組織
の純肉について 、 集結組織や作目別 ~I:ftずI組織に 'IUAとすることなく、従米は I~
)jキ1~i\~ として的 iff づけられてさた lyfド JI~1~ や仏1I 人 i~11 、会らには i((iW (、il ¥ 'JJ I! J，~ (l: 
氏までら含めた組織を組み入れようとしており 、そこに組合f1iliJ皮 11J岨が交関
して阪維な械柑を51している 、 という点が指摘できる。










検討結果や協同組合の組織ノJ1[j l'll.iに関する所，i>lか心 1リjらかなように 、，Jr ;;t~ ，;命的
視点から i泊i訴!されてきたところに特徴がある。しかしながら 、今 1改めて川わ




(I~J liJ '{lt!1: Jの印i(.'i~ 、あるいは | 制作 n が 1"( ~喜怒 )jll すること | による 'Jf J~ の 'k胞
にとって、朽めて慌しい状況が民協の内外において生じていることを芯味する。
したがって、 J;'ll~~ の lJT栄治!JV)における組織ノlは、従来からの!JfJ~ i而からのf¥1.ia 
づけだけではなく、 t官官昭!而やぷ忠、反映 ・決定IfIiからIJ/j，的に(立iJ1づけてい
くことが極めて吊史であり、こうした機能を逆行していく~r[ l、平として、各胞
の組合員組織を形成 ・Tf成 .(11 編していく必要がある。
とくにこの際、和10 口組織に求められる機能は、 J;'~1必の昨日nJ虫機能におけ
る「企業(組織)の火 j政 J を hlì 記するキrt織としての機能である。とくに 、 広 J~
合併に伴う尖施‘J I・;佐の多川化 ・ 多 f{J 化は 、 必然的に何灯竹 I' U 臼'i J!~ の j肥大化 、 経
符竹内活動内容の仰純化、符岱ヤf1m技術の市!丈化をもたらし、統計組織内部で
の経営nJ!l機能の遂行という点において限界に前回する IJ能性が1:.4い。また 、
広J.，~0 {)t I:~~ I~~ において、 (j 幼なキn 綿ブJ の*ff;l.'j .強化策を胞す ζ とを怠ることに



















第 6:i;t r J，よ i或合併 I:~ I~~ における作目別生産者組織の ~.Iji'l -組織の加型的把握
iこ基づく j理論的検討 一Jでは、第 51;1 における民 I~h の組級ノ)1問題に|則する基礎






ことができる。第一 は、拡大 ・先民J!JIにおいてり171!であったような 'Jf業而で結
びついた機能的組織に|桜花することなく、多Hi多慌な}f;でのf'1:1 1別1:Pr lt組織
の存在 ・形成を Ij1.えとしていることであるの第二 は、1'1:l::l別 ~I: p.r~ 者組織の基本
的性絡をめぐる二i日itの|問題であり、 「組合口の r;1Jこ的組織」としての側而と
r C，~ 16hの内部(下日~S)組織 J と しての側而の同 }j を{JI:ぜもつもの、らしくは、
tl，j -nの統fT休としてi起えられていることてある ')第 六は、 mー で術的した作1






Sれたような)，C~1'胞殺の干IJ 川を核とした生産山家の制l 織への*.'; :!nによる~花田
や出 f:j • J版元副での脱出の経済の追求、主らには、 - )iliの ~I: jJr~ .流通活動の統
合過程における桁WJの佐怖の追求、といった点だけでは促え切れなくなってき




[A] J:. 陵地形成盟組織:高位の技術を行すみ生産収支が、吋 i奈良 ~r 物を J;'~X 経
営における l，C'>1部I"jとして県人し、なおかつまとまって仔配する。 JC版体制
が確立しており、 i版元取引先djJ誌において←定のシ z アを nし、山地プラン
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ド.Ji7Ul銘柄としても認知lされている。
[ BJ 主産地志向型組織: 一定限度の技術を nする ~I:P{l 民家が、当 j安 I:'~ ft 物を J:'~ ~ 
経営における以幹部門として導入し、かっj七z絞的まとまったJf;で仔在する。
共版体 :lj:J もほ lま舵立しているが、販売取引先 ïliJ品においては、~f.t山フランド
を卜分iz:町'1:立し低位を保つほどの毘的シェアをiTするには点っていない。
[C] pt，:地志向m~ll 繊 : ~í 桜山内物を生産するれ京は j じ村 WJ 多く{/{Fずるものの、
個々のH:Uiにたがあり、必ずしもまとまった形では'(j. {Eしていない。また、
出向 ・ 版先を {li，1 日 IJ に行なっている出家もあり、 J~ J版休:I;IJ1)¥ l'分に附:立してお
らずPIJU!を形成するには五っていない。
[ 1)]r(;j H }Jn 'mli {1I't il求引組織 :1' ~ r:':j Ul. の技術を (î しながら叶波山Qj'~物を生産する
111J. 家が、比松的まとまった]f~で仔花する。ただし、大，lJl f'~ 此 j也の形成には:!ïIJ
約的条例:があるため、町内~J な低位性を発 Ni するほと多以ではない。
[E] 地域営 I~~t.s団法fl!a *11 織 : 従来からみられる{稲作 I~l 辿組織や水川む山閃述の剥l
織を想定しているが、 さらに、構成良家がほぼ'同質的で一つの活動凶的を契
機として組織された [EI ]水平的地域営/:1)s間以政組織、組織に関係する出家
が異質的でとくに統計民主の需給者が関わっている [E2 )Jfg i也的地域官民集団




3)構成民家の 1，1J1'1 t'I:の何度、 o組織への怖 l点山家の杭済的従);~1'1:、という点、か
ら各知型ごとにまとめることができる。
ところで、出 5fI において強 l羽したように、今後 C~ 16~ の広域合併がj[成して
いく状悦のドでは、t:l合口組織を tjlにポ業論的(!Iリ而からだけではなく、経符管
理や.む思決定の側 lfü から位[1:(づけることが最安であり、 ζ のことは、 II~ 16hの官
民而活動を担う組合口組織である作目別生産自組織についても阿保である。そ
のことを踏まえるならば、組織の.む思決定的。!IJiIuとして、 1)芯以決定の統合形
態、 2)椛成民家の 「芯思決定似JI 、3)椛成政家の [メンパーシヅプ版JIJJ、
4 )組織のj主計/J;(JlIJの侵先j立、 5)山協経営管Jfiにおける芯思決屯段階への参間程
度、という点から ~Jj f.!l ごとの作何日IJ 生 jJ~ 首相続の ~，'i n をまとめることができる。
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以上の結民から、まず、 {'I:1:1 }JI~ ff者組織の必本的性怖は、 Iキ1合口の 1:1~t 
的組織Jと rI;~ 16~ の内部(ド部)組織 J との統合体というよりも、むしろ、，ll~
朽の間を相対的に郎れ動き、かっ組織の交 Æ t'I:を (J~ める flJfi. f'l:を行する緩い粘
合による組織である、と ~JJ じ^する )jがj自I;JJである。たとえ、 1，止終的には、[^]主
/q~ J也形成型組織の行成を 11mすことを仁1t;~~ とした広域合(Jt.であっても、合併に
際しては異なる紙型に属する作目別~tI!n者組織、例えば、組織JI1の芯思決定IJ日
JlIJやメンバーシ yフ原則とい った特徴をもっ [BJt産地ι[ilJJt~組織と、制i綿引と











悦の拡大に ('1: う組織内抗釘竹 J~l 領域の肥大化 ・ 抑制! 化が、 -m~椛成山家への白
MJ的や、.附成山家R11あるいは仇成出家と組織とのIHJでJ1{:l釈を允'1-:さぜる乙とに




広域合併段 16h においては、本所 I)~ の作日別生前百組織m 勺・jf.f:ガ JI1J のリーダーシ
ップによる拘踏段imの発印、例えば、 Pim・実現j品目や;今m実現i去をj!11じて、合
併以前の組合に作任していた作円別~I:花 lí .t:1l級の代表再会的を如繁に開Hll する




くに、対等噌合併によってできあがったは:).，先行 OtI;~ It~ においては、 "/1 而i は i'ì ot
以 liiî の ~:ll 合における ~1'Kii 区 1!.X ( m 町村氏j吠)を純1mとした jL付文所対応の!強
化が必波である。
第 711 「 ji、 1!!X 合併 J;~ I~~ における作 1:1別~1:山η組織の.;:.!&と irJ~1 プ). liJーアンケ
ート調行と‘ITWIJ ;U，¥] (t *山県に L~ づく')_f ~iE 的検討 j では 、 ~~1 5 r;i:および第 6中:の
検討t:~im を踏まえたうえでの 'ki11:分!日を、 i!I:1: J;'~ I品の ú、 J!~ (7 (Jt.が.ii11みつつある
兵庫県下の伐協を丸f~t として行 「た。ここではまず、山下 26 の ('ì(Jt U 験出 Ith に
対して行 2 た作日別'1.:pj~ 者組織に|見j するアンケート :J~] ft 結束に以づいて、只山
県下山"誌における作 IJ 5JI]生j:'i: n組織の ~mj， を lりj らかにした。次に、必近広域合
併を行った伐協として、ill!問iIiI:~ 1必、あわじ，I:~j 1;'11~ 、 r'l' t(，j t市北口|品、丹波ひか
み I~ Ith を取り上げ、，};~. J;~ 指導体 il;IJ の説(IlIi .強化という J!.i，を7J応しつつ、作 [1}I) 
生産者約l織をめぐる現状と抱える問題点、さらには今後の取りキIlみ課題につい
て考察した。こ乙ではとくに、作1別生皮判中fl符の統('i1 Wに絞りながら、 4
U3協を丸f~!.として行った TJT-例 (I~J 倹.j.f結果の 911 }.l_i，を述べておきたい。
諮問r!iI;~ I~ は、組織 I見出という 11 では 1L1 ~:~問 111U2協による竹町[lITれ協の吸収
型合併であるが、竹9!fnrT J;~ I~ は l況に形成・旅立された作地を有する政協という
特徴をらっており、その怠昧で!!日|吊Im J;~ 協の 'Ir {7IJは、，:，':J由形成をflった吸収1li
合otのケース、として此置づけることができる。吸収川合併を行った場合、被
吸収組のにおける作1TI~I] 生 P'íl-{i 制l 織も合併と日] 1与に吸収 ・統合されるのがー般
的であるのしかしながら 、 とくに竹野川口協における市陀関係の作 1別生時打
祁織は、 J: 産地志向抑制織に近いものとして組定できるのに対して、旧~岡ïIi




ース 、 として位回tづけられるのとくに、 11-:.原郡山 1UI時代から仔抗する野菜関
係の作目別生産者手fl紋は、組織jV!の「芯!よ，!z火花開JlIJJや fメンパーシッフ U;t01 J 
を強化するためのJEi{そがとられており、!ニ ~U也形成 '\~k:fl織としての性格を ifし
ている。したがって、あわじ ，':jJ，'~ 16~ においては、今 1111 の l吸収引の仏 J!!X 合併と同




























統合 ・ 再編には陀めて悦屯な対応が示 <t5 れていたことかららわかる。 JI~ 域合併








を仏拭すること 、 すなわち、県民 l~l11 央会が中心となって nl~合併に対すみ懸
念、や怯肝を解消し 、総花的な合併メリットのmダIJに終始することなく、ぬ協合
併の今 M的芯:義を念却にi{'1:いた広域合併批准)jîti.が ~uj 立されなければならない。
さらにその際 、連動体的 (JIJITû を行する山 I~m織の特性l:吊要になることは、こ
れまでの段協運動の展開 j曲目 ー 全問レベルおよひ自r~ ju J日~~レベルでの J:~ I~ 合併
問題の1I1史的系譜ーを総指し過去の経験を活かすことである。
とくに、①農協の組織力の維持 ・強化策を)j'1・2しつつ、あくまでも広域作併
をねらいとした推進ノ5策を制立すること、② '::~. IJI~ i日だけではなく、生活而や地
域社会開発面活動とのi則ilで《併のHt;進論拠を iリJfIit:にすること 、③行政1Jl1Jの段
I~ 0 (Ij: H~ j正に対する理解を般向すること、といった的uは、ぜひとも慌火的教
訓とすべきである。また、 1970il:代前半における先進県の広域合併tIf:ilの論拠






にいくつかの県では、合併 li4 際政 t~ 放に大きく段近するほどの広域合併以協が










組織や 、 生活 i[li での K:1l縦、さらには 、 従 ~lと 11th)J f:1l純としてiJ.itづけられてきた
ふ!人部や Jj年部、あるいは「年金友の会 lといったやl川昌組織などの名町組合
n 組織を形成 .l'i1点し 、そこでの活動を通じて 'Jf業か巡行されるところにjd六
の特徴があり 、それこそが協同組合としてのれ協活動の核心部分になるからで
ある。
ところで 、 全 Ij'.J 的な統，， 1' 分肝に l.ç づけば 、 J:'ll~h の組織脱校か大きくなればな
るほど、すなわら小脱jI~ .1と合{Jj:t'lllt~ よりも大川悦 J1.~M: ti {Jt J:~ I~~ の方が、 r:fi 合 1i 
の 'Jf 茶利!日本の 11i で/}';る 、 ということが胤認されている~ 1 '" f0Jえば、出flhに IE.
来11011戸数をとり 、縦'Ihにj七制作11 ) j ，".'1 たりの 11反'./~"1" lIU -;'(:.~: ':j をとる。あるい
は信用事業であるならば 、!長 r~lh に lE . i{(f合わせた組合{i戸数をとり 、縦申Ibに制!
の[11戸当たりの政金I:.Jiをとる。そうすると 、全国平均でみた助合、小規悦山
|品よりも大m模民協のえiがすI業利川市の!.Jtで劣るわけである。
この ~I水!としては 、 多くの広域{';m J:~ 16hにおいては、ノミ，tJlt見出16hにふ芯わし
い組織プjの形成か技術的にも吋mJ的にら未成熟である、ということがゐげられ
る E 技術的に未成熟とは、広域合{jf:山 I~~ においては、従米とは j主勺たれl 織 )J の
(I'l i'(づけや l析しい形での組{'in組織の段!jEが求められているにもかかわらず 、
旧態依然の組織;m包'が行われているということである。また、時間的に求成兆
とは 、広域合(J!:':~ I~ におけるキ110 口組織の行成や i可制を合めた Ml 織ill! ':;~'・システ
ムの諮問jには 、かなりのlI!j1mとコストを必裂とする 、ということである。この
結民 、 同じ J1.~凶作(JF 位協にあってら 、 例えは、 '!f 、'~11'1 IJ .1-\において比 'I~ 的俊秀
な成績をあげている位協と、米fJ迎主j-が帆jさに*らず、j花束として現れていな
いれ t~ との較差が生じているわけである。
73 うまでもなく 、 位協が協同 ~ll 伐としての 11 (I~J を逆行していくためには 、 中11
f守口の経済 ・ 社会的活動が ~n~ 混成東として現れること、すなわち 、 それがスム
ースに発現できるような 'jf 決心式が印:立台れ、その .t~; 来 、 山 I~h の絞れ(I~J 成果と
して具体的に現れなければならない。しかしながら 、 こうした成果を実現して
いく前段|併として 、 あるいはその手段として広ほの{井口 I~h のi'll 織笠 MIi を図って
いくためには 、とりわけ 、伐協が rJ:~ J.l I協同刊のとして存在し営れif活動の
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行 q1(立という従米から の 制定たけではなく、 J:~Ithの符i:f;T珂!段iEのー側耐であ
る組合日の経営参加Jq1仰として組合口組織を lリJfr!I:に位協づけること、さらには、





( 1 )高田理杭 rJ;~ 協合併効果と効果発担I! の条件 J f r11p 大'下山系統前』加24
主 ( 1989年 12J ) 。
なお 、{寸l文l終 - 1は、ロ川氏が行 った分析乱';!I~ ，ι r~ づいて 111むいた慨念、図
である 。 すなわち、小波悦ぷ合併 I;~ I~h において*業利 m <t，~がおく、中 JJl般
の I:~!，u (司jI町村区域と ー -3をする出 I~h と匁!定できる)になるにつれて事業利
川市は減少する。そ乙からさらに組織脱伎が大きくなり、大J伎な li;jdfY
m J:~ 協になると事業利 JJJ 市は上昇するが、平VJでみたJ-.Q合、小規悦未{';(片
山協には及ばない。しかしながら、大縦模出!~~よりも小脱出伐協の )j が位
協 1111 での TJ~ 浩平IJ 川唱のばらつきが人きくなる、という結果が示されている。
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